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欧州の世界トップクラス研究拠点調査サマリー
I．調査概要
1．調査の目的と背景
第3期「科学技術基本計画」では、「科学の発展と絶えざるイノベーションの創出」を目指す政策の
一環として「大学の競争力の強化」を掲げ、世界トップクラスとして位置付けられる研究拠点が結果
として30拠点程度形成されることを目標としている。そして、本目標を達成するため、文部科学省
では平成19年度より「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI‥WorldPremierInternational
ResearchCenterInitiative）」を開始し、初年度に5拠点をプログラム対象拠点として採択している。
科学技術政策研究所は、本政策に資するため、既に平成18年度に「米国の世界トップクラス研究
拠点調査」（NISTEPREPORTNo．102　参照）を実施し、米国における世界トップクラスの研究拠点
における競争力の源泉を、システムとして捉える観点から明らかにした。
本調査では、平成18年度の米国調査の結果を受け、わが国の創造的な研究開発システムの企画立
案と推進に資するため、わが国との社会面、制度面での近似性が高いといわれる欧州の世界トップク
ラスの研究拠点調査を実施した。具体的には、わが国の研究拠点にとってベンチ・マーキングの対象
となる欧州の世界トップクラスの研究拠点について、その研究開発システムが持つ競争力の源泉とな
る諸要件を明らかにすることを目的として現地調査を実施した。
2．調査方法
以下の手順で欧州のトップクラス研究拠点を選定し、現地インタビュー調査を実施した。
（1）現地調査対象拠点の選出
①本調査研究では、まず、「科学技術基本計画」の定める重点推進4分野（ライフサイエンス、情報
通信、環境・エネルギー、ナノテクノロジー・材料）、および基礎科学（数学、素粒子物理）領域
につき、調査対象となる欧州のトップクラス研究拠点を選定するために、科学技術政策研究所内
に「世界トップクラスの研究拠点調査検討委員会」を設置した。
②当該検討委員会においては、わが国の拠点育成プログラムのベンチマークを行うという本調査研
究の目的に鑑み、「各分野・領域において継続的にトップクラスの成果を出している研究拠点の中
でも、研究開発マネジメントに特徴があると認められる機関」を中心に行うこととし、分野によ
っては「比較的近年に設置・整備された研究拠点であるが、わが国の拠点形成プログラムなどに
参考にすべき特徴、またユニークな戦略をもつものとして押さえておくべき機関」を加える、と
いう観点から、現地調査対象となるトップクラス拠点の選定検討を行った。次にその議論に基づ
き、各分野を専門とする委員から個別に数箇所の拠点推挙を受け、現地機関との具体的な交渉と
調整を経て調査拠点を選定した。
③トップクラスの研究拠点の形成・維持に果たしている研究支援機関の役割を明らかにするた
めに、各分野・領域のトップクラス研究拠点に加えて、研究資金の提供や研究成果の評価などを
行う研究支援機関も現地調査の対象とした。
（2）現地調査の実施方法、調査時期
委員会検討および委員による推挙の結果を反映しつつ選定された欧州のトップ研究拠点候補につい
て、現地機関との間の諸交渉・調整を行った。その中で、現地調査の申し込みを受理され、さらに調
査スケジュールの調整がついた機関（5分野領域　計23拠点　および研究支援機関　4機関：下記参
照）が現地調査の対象拠点となった。
現地調査では、主に研究拠点の概略を把握する調査を実施した。具体的には、各拠点における研究
予算規模や人員構成、外部資金（特に初動資金）導入状況、リーダーシップや研究マネジメントのあ
り方、独創的研究プログラムの有無、実績評価のあり方、研究者に対するインセンティブ・システム、
人材流動の実態、また拠点の形成と発展の経緯などの情報を総合的に把握するように努めた。
こうした情報を収集するために、平成19年10月に実施した第1次現地調査では、英国の世界トッ
プクラス研究拠点の拠点長やセンター長、またこれに準じるクラスの研究者に対してインタビューを
実施した。同様に、平成20年1月に実施した第2次現地調査ではEUおよびフランスの世界トップ
クラス研究拠点を、平成20年2月に実施した第3次現地調査ではドイツにおける世界トップクラス
の研究拠点を対象として、それぞれインタビューを実施した。
（3）現地調査対象機関
本調査では次の研究拠点・研究支援機関に対して現地調査を実施した。
a．ライフサイエンス分野；5拠点
①欧州バイオインフォマテイクス研究所／英国
②欧州分子生物学研究所（ハイデルベルグ）／ドイツ
③マックスブランク神経生物学研究所／ドイツ
④マックスブランク生物化学研究所／ドイツ
⑤ミュンヘン大学遺伝子センター／ドイツ
b．環境・エネルギー分野；3拠点
①英国エネルギー研究センター／英国
②ブッパータル気候環境エネルギー研究所／ドイツ
③ポツダム気候変動研究所／ドイツ
C．情報通信技術分野；5拠点
①ケンブリッジ大学コンピュータ研究所／英国
②フラウンホーファー・コンピュータアーキテクチャー＆ソフトウェアテクノロジー研究所／ドイツ
③フラウンホーファー・オープンコミュニケーションシステム研究所／ドイツ
④フランス国立情報学研究所／フランス
II
⑤フランス国立情報学研究所ソフィア・アンテポリス／フランス
d．ナノテクノロジー・材料分野；5拠点
①ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研究所／英国
②ベルリン工科大学材料科学＆技術研究所／ドイツ
③グルノーブル工科大学・ミナテック／フランス
④フランス原子力庁電子情報技術研究所・ミナテック／フランス
⑤フランス国立科学研究センター・ソフィアアンティポリス／フランス
e．基礎科学領域／数学；3拠点
①ケンブリッジ大学アイザックニュートン数理科学研究所／英国
②フランス高等科学研究所／フランス
③パリ数学財団／フランス
f．基礎科学領域／素粒子物理；2拠点
①ジョンアダムズ加速器科学研究所／英国
②マックスブランク核物理学研究所／ドイツ
g．研究拠点への支援；4機関
①欧州委員会　研究理事会／EC－Directorate－General for Research，EU
②ウェルカムトラスト／英国
③フランス全国研究機構／フランス
④フランス高等教育・研究担当省／フランス
Ⅱ．調査結果
1．世界トップクラス研究拠点の要件
欧州における拠点調査は、「世界中からトップクラスの優れた人材を引き付けられる力を有している
こと」が世界トップクラス拠点としての基本的な要件であるという点については、昨年度実施した米
国調査と同様の知見をもたらしている。しかし、この人材を引き付ける要件が整備されるプロセスに
は、米国とは異なる特徴が見られた。
まず、欧州の世界トップクラス研究拠点の共通点として、
・拠点の求心力となる独自のビジョンや研究プログラムの創出が重視されていること
・世界トップクラスの人材が、ビジョンや研究プログラムの策定に関与していること
が挙げられるが、これらは米国の世界トップクラス研究拠点においても実践されている事項である。
III
ただ、米国のほとんどの事例では、ビジョンや研究プログラムを創出する世界トップクラスの人材が、
自ら設立時の拠点リーダーに就任しているのに対して、欧州の拠点の中には、これと同様の事例が存
在する一方、世界トップクラスの人材が評価委員などとして招聴され、外部からビジョンや研究プロ
グラムの策定に関与するといった事例が多くみられた。例えば、ミュンヘン大学遺伝子センターでは、
評価委員会に当たるInternationalScientincBoardにメンバーとして招聴されたトップクラス人材が、
同センターの中長期戦略の策定に携わっている。また、欧州の研究拠点では、しばしば外部の世界ト
ップクラスの人材が、ビジョンや研究プログラムのみならず重点的な資源投入の対象となる研究ター
ゲットの策定にも関与している。この事例としては、ケンブリッジ大学アイザックニュートン数理科
学研究所の評価委員会であるScienceSteeringCommitteeに招聴されたトップクラス人材が、年に2
回、プロポーザルの選考に当たっていることが挙げられる。
このような欧州の拠点にみられる取り組みは、拠点の求心力を形成する際、拠点外部のトップクラ
ス人材を、米国の拠点より積極的に活用していることを示している。さらに欧州の拠点の中には、優
れた人材の募集や受け入れに際しても、米国の拠点より積極的な取り組みを推進している事例がある。
それらの取り組みは、
・外部から優れた人材を登用するための柔軟な研究交流制度が導入されていること
・優れた人材を集めるための条件として、生活面での支援を含む受け入れ環境が整備されているこ
と
の2点に要約できる。前者の事例には、アイザックニュートン数理科学研究所における短期滞在を前
提としたビジター型の招聴制度が含まれる。フランス国立情報学研究所において、プロジェクト提案
の機会が外部の研究者に開かれていることも、これに該当する事例である。後者の事例としては、マ
ックスブランク神経生物学研究所や欧州分子生物学研究所（ハイデルベルグ）で、研究者を登用する
ための環境条件として、子弟の養育を支援する仕組み（childcare）が整備されていることなどが挙げ
られる。これらの特徴的な取り組みは、魅力的な研究プログラムや卓越した研究成果の発信を以って
自ずと拠点の国際的認知度が高まり、人材が引き付けられることを期するに止まらず、欧州の拠点が
より積極的に優れた人材を結集させようとしていることを端的に示している。
このように欧州の拠点では、シニアクラスの研究者から若手研究者までを含む各層の優れた人材が、
多様な方法で外部から登用されている。その際、重要な役割を果たしているのは、人材の供給源とな
っている研究コミュニティ（特定組織の枠を超えて共通のディシプリンや問題意識により結び付いた
研究者の社会）の存在である。拠点が発信する研究成果や拠点が輩出する人材は、研究コミュニティ
の内部で評価され、その卓越性が認知されることによって、研究コミュニティから優れた人材を拠点
に引き付ける誘因となる。かくして拠点に結集した人材が新たに卓越した研究成果を挙げれば、それ
がまた拠点の求心力を高めることになり、拠点と研究コミュニティの間には、優れた人材と研究成果
の好循環が形成されるのである。
このような好循環が持続するためには、拠点内部における人材の規模が優れた研究成果の創出に足
るクリティカルマスに達し、その研究活動が常に活性化していなければならない。個々の人材にとっ
て、拠点に参集するインセンティブは、共通のディシプリンや問題意識を持った多くの優れた同僚と
切瑳琢磨する機会が得られることである。そのような機会は、研究者間の競争ばかりではなくコラボ
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レーションを促すことによって、研究成果の効率的な創出に結び付いていく。このため概して世界ト
ップクラス研究拠点のマネジャーは、
・拠点内外の研究者が協力的に研究活動を推進する場として拠点が機能していること
の重要性を認識している。これが最も顕著に窺える事例は、複数の大学や公的研究機関のネットワー
クによって構成されているパリ数学財団であって、そこでは参加機関の間に対立や葛藤が生じること
に伴う損失が強く認識され、拠点としての課題に研究者が集中できるようにすることが参加機関の代
表者であるディレクターの役割とされている。
なお、研究活動にとっては、研究者間のコラボレーションばかりでなく、研究者と管理部門のコラボレ
ーションも活性化要因となる。このため
・管理スタッフが研究者のメンタリティと研究内容を理解することにより、研究者との円滑なコミュニ
ケーションを保持すること
の重要性が、強く認識されている拠点もあった。例えばフランス国立科学研究センターのディレクターは、
研究職から転じた管理スタッフが、そのようなコミュニケーションを成立させる上で果たす役割を積極的
に評価している。
さらに欧州の調査結果からは、
・複数年にわたって立ち上げに充当できる多様な初動資金の基盤が存在していること
を、世界トップクラス研究拠点の形成にかかる要件として指摘することができる。昨年度の米国調査
では、カーネギーメロン大学ロボット研究所の立ち上げにDARPA（Defense Advanced Research
ProjectAgenCy）からの集中的な資金投入が大きく寄与していたことなどに初動資金の重要性を示す
典型的な事例が見出されたが、その資金的基盤における多様性が重要であるという点は、今回の欧州
調査の過程で明らかになった要件である。例えば欧州においても、設立時6年以上に亘ってドイツ研
究教育省から大規模グラントを獲得していたミュンヘン大学遺伝子センターのように、政府資金に大
きく依拠して立ち上げられた拠点はあるが、他方には、設立時の資金源のほとんどを産業界に依存し
ていたフランス高等科学研究所のような事例も存在している。また、アイザックニュートン数理科学
研究所の場合、設立時の資金の多くは、母胎であるケンブリッジ大学のカレッジから提供されていた。
このような事例において、政府による競争的資金が重要な役割を果たすようになったのは、当該拠点
が拡大成長期を迎えてからである。したがって、これらの事例は、政府資金の他にも拠点の立ち上げ
を支援する多様な資金源が存在することの重要性を示唆していると言えるであろう。
以上は、調査結果により得られた知見に基づいて、世界トップクラス研究拠点が成立する要件につ
いて考察した結果である。ここで抽出された要件を総合すると、世界トップクラス研究拠点は、恰も
研究コミュニティや資金源といった外部環境要因との間で入力と出力を循環させる開放系のシステム
として理解できる。
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ただし、このようなシステムとしての世界トップクラス研究拠点の持続可能性は、当該拠点が関係
している研究分野のライフサイクルというダイナミックな要因にも規定されるであろう。ある研究分
野において拠点が外部環境との好循環を保持したシステムとして成立していても、その研究分野のラ
イフステージが衰退期に入れば、やがて当該拠点の役割も終わりを迎えることになる。したがって、
ある研究拠点が特定研究分野のライフタイムを超えて持続的に世界トップクラスのポジションに立つ
という状況は、その拠点が絶えず関連する新しい研究分野を先取りし、成熟した研究分野からは撤退
する戦略をとることによってのみ可能となる。実際、今回調査の対象となった拠点の中には、このよ
うな戦略を意図している事例がみられた。例えば、ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研究所には、
特定の分野が非常に重視されるようになった時は、最早その分野から去る時だというポリシーが存在
するという。また、フラウンホーファー・コンピュータアーキテクチャー＆ソフトウェアテクノロジ
ー研究所では、一つの分野に固執していると世界トップクラスの研究成果を生み出し続けることがで
きないとの認識の下、組織を常に進化させていくために、パーマネントスタッフの割合を制限してい
るという。これらの事例は、ときとして世界トップクラス研究拠点の役割が、特定分野における研究
活動の実施に止まらず、特定分野のライフタイムよりも長期に亘る知的進化のプロセスを担うものと
して設計されていることを示している。
2．わが国の拠点形成施策への示唆
今回調査対象とした欧州の世界トップクラス研究拠点の中には、米国の拠点より一層明確な戦略的
意図を持って形成されてきた事例が数多く見られた。米国で既に世界トップクラス研究拠点が成立し
ている領域で新たに欧州の拠点を形成するためには、その先発拠点に対して研究ターゲット等を差別
化する必要があり、また後発の拠点が優れた人材の獲得において優位性を構築することは一般に困難
である故に、欧州では研究コミュニティとの連携に依拠して人材を柔軟に登用する方式が進展したも
のと考えられる。
世界トップクラス研究拠点の形成という課題において、さらに後発に位置しているわが国に対して、
こうした欧州の取り組みは、いくつかの重要な示唆を与えている。以下では、それらの示唆を、研究
拠点のマネジメントにかかる実務的インプリケーションと、研究拠点形成にかかる政策的インプリケ
ーションとして整理しておく。
（1）研究拠点のマネジメントにかかる実務的インプリケーション
研究拠点のマネジメントにおいて留意すべき点は、当該拠点の関与する研究分野がどのようなライ
フステージにあるのかによって異なる。以下、留意点を整理するに当たり、必要に応じてステージ間
の差異に言及しておく。
①先駆的なビジョンの策定またはビジョン、研究プログラム、研究ターゲットの差別化
拠点が潤沢な外部資金を獲得し、優れた人材を結集するための必須条件は、初期段階の研究分野に
おいては先駆的なビジョンの策定、成長段階の研究分野においては先発拠点に対するビジョン、研究
プログラム、研究ターゲットの差別化である。
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先駆的なビジョンの策定は、新しい研究分野の創出に他ならないことから、策定自体が困難である
ばかりか、策定されたとしても、そのフィージビリティの不確実性が高いためにビジョンの正当性を
獲得するプロセスにも困難が伴う。しかし、そのビジョンに基づく拠点が逸早く形成されれば、世界
トップクラス研究拠点としての地歩を確立できる可能性は高い。
一方、拠点の設立時に当該研究分野が既に成長段階にある場合、世界トップクラス研究拠点は他に
成立していることから、ビジョンの策定に当たっては、それら先発拠点との差別化を図るとともに、
研究プログラムの独自性を追及し、ターゲットとなる研究課題を十分に絞り込む必要がある。研究タ
ーゲットの絞込みが適切になされれば、そこに研究資源を集中的に動員することにより、卓越した研
究成果の創出が期待できる。この段階では、いわゆる「選択と集中」が、世界トップクラス研究拠点
形成の可能性を高めるであろう。
②拠点リーダーないし評価委員会への世界トップクラス人材の登用
世界トップクラスたるべき拠点のビジョン、研究プログラムおよび研究ターゲットの策定には、世
界トップクラス人材の関与が望まれる。したがって、自らの責任と権限においてビジョン等の策定に
当たる拠点リーダーに世界トップクラス人材を登用するか、あるいはビジョン等の策定にかかる評価
委員会に世界トップクラス人材の参加を求める必要がある。
特に関連する研究分野が初期段階にある場合、当該分野における研究機能の拠点化の当否を評価す
ることは困難であるが、この段階で既に世界トップクラスの地位を確立している研究者を拠点リーダ
ーに登用できれば、拠点形成のフィージビリティを高めることができるであろう。また、研究分野が
成長段階にある場合、世界トップクラス人材は既に先発拠点のリーダーに就任している可能性が高い
ため、この段階で新たな拠点のビジョン等を策定する際には、複数の世界トップクラス人材を評価委
員として招聴する方法が有用である。
③人材を柔軟に登用するための制度と受け入れ環境の整備
研究コミュニティから優れた人材を登用するた釧こは、短期滞在型の招聴制度や拠点外部に開かれ
た研究プロジェクト公募制度などの多様な制度を設置するとともに、生活面での支援を含めた受け入
れ環境の整備を図る必要がある。
この点は、特に後発拠点にとって、先発拠点に対する差別化要素になし得る取り組みである。後発
拠点は、このような取り組みを国際的な研究コミュニティに向けて積極的に訴求しなければならない。
④研究者間のコラボレーションの促進
研究拠点が持ち得る一つの重要な役割は、まだ競争前の段階にあり、インパクトが不可視な研究課
題について、拠点内外の研究者間で知識やアイデアが共有されるための場として機能することである。
研究者間の不毛な対立を回避するために発明の権利調整などに配慮し、コラボレーションを促進する
ことは、多数の優秀な人材を当該拠点に引き寄せ、結果的に当該拠点の国際的なプレゼンスを一層高
める機能を持つ。研究者間の競争のみを促す環境では、単に研究者同士の分断が進展し、研究拠点と
しての機能は荒廃するであろう。
この点に対する配慮は、特に知識やアイデアの共有が画期的な研究成果の創出に結びつく機会が豊
富に存在する初期段階の研究分野において重要である。
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⑤特定研究分野からの撤退時期の見極め
ビジョンによって定義される拠点の研究ドメインが、特定研究分野の消長の域を超えるスコープを
有している場合は、個別の研究分野のライフステージを見極め、成熟・衰退期に達した研究分野から
は適時撤退することが望ましい。この撤退と新規分野への移行を円滑に進めるためには、撤退前の段
階から、特定研究分野における固定的な内部資源の規模を適切にコントロールしておく必要がある。
（2）研究拠点形成にかかる政策的インプリケーション
拠点形成にかかる政策の立案・実施において留意すべき事項は、以下の3点に集約される。
①適時に初動資金を提供する機動的な拠点形成支援プログラムの設置
および多様な形態で初動資金の獲得を可能にする柔軟な制度の設計
ある研究分野における拠点構想が、大学や研究コミュニティの内部で熟成されるまでには数年から
10年程度の時間を要することがあるが、拠点形成の機が熟した際には、早いタイミングで初動資金を
獲得できることが望ましい。したがって、拠点形成の機会に応じて適切に形成支援が行われるよう、
拠点形成プログラムの公募スケジュール等にかかるスキームには柔軟性を持たせる必要がある。
また、この点に関連して公的支援施策ばかりでなく、産業部門からの寄付金等の資金提供も柔軟か
つ円滑に行えるようにするための制度設計を行うことが求められる。
②研究分野の多様性を考慮した拠点形成支援プログラムの設置
米国調査の報告書でも考察したように、研究機能の拠点化に伴うメリットは、研究分野によって異
なる。例えば、ゲノムサイエンスのような分野では規模の経済が作用する一方、アースサイエンスの
ような分野では範囲の経済が作用する。前者においては、特定の研究課題をターゲットとして短期間
に集中的な資源投入を図ることが肝要となり、後者においては広範な研究機能を統合するため時間を
かけて機能間の擦り合わせを行うことが不可欠となる。
したがって、拠点化のメリットを最大限に引き出すためには、研究分野に応じて、1プロジェクト
当たり予算規模、実施期間等に多様性を持たせた拠点形成支援プログラムを設置することが求められ
る。
③一国における研究拠点ポートフォリオの最適化
一国における研究拠点の分野別布置は、いわば当該国において選択された科学技術資産である研究
拠点のポートフォリオを示すものとして見ることができる。この研究拠点ポートフォリオの最適な状
態は、拠点が関連する研究分野の発展段階によって変化する。すなわち、ある時点で最適と評価され
る研究拠点ポートフォリオであっても、個々の研究分野におけるライフステージの遷移や、新たな研
究分野の出現に伴って、その最適性は失われることがある。したがって、一国の研究拠点ポートフォ
リオを定期的に見直し、科学技術動向や当該国における現有資源の強み・弱みなどに鑑み、重点的に
拠点化を推進すべき研究分野は必要に応じて組み換えることが望ましい。
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なお、上記①、②に関連する拠点形成支援プログラムの機動性および多様性の拡大を追及する上で
は、拠点形成支援プログラムとはスキームの異なる研究助成制度が、結果的に拠点形成を補完する機
能を有することに着目し、そのような制度間の補完関係に配慮して、全体としての研究助成制度を設
計するアプローチが有用と考えられる。
例えば、我が国における現行の拠点形成支援プログラムは、基本的に大学等の機関から提案される
事業計画を助成対象としているが、他方には科学技術振興機構の運用する戦略的創造研究推進事業
（ERATO型研究）が代表するような、特定研究者とその総括下にある研究グループを対象として基
礎的・探索的な研究プロジェクトの予算を提供する助成制度も存在している。もとより後者は拠点形
成を目的とする制度ではないが、その助成対象は、いわばバーチャルな研究拠点であり、実際、事後
的にプロジェクト予算が拠点形成の初動資金としての意義を付与されて然るべき成果を生み出す可能
性もある。
このようにスキームの異なる多様な制度が、結果的に拠点形成を補完していくプロセスに留意して
おくことは、上記③に述べた研究拠点ポートフォリオの組み換えを図る際、それを円滑に推進するた
めの施策の立案に資する視点を提供するであろう。
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本　編

第1章　調査の概要
本章は、「欧州の世界トップクラスの研究拠点調査」の概要を記す。
1－1．調査の背景と目的
第1期、第2期の「科学技術基本計画」の推進により、科学技術振興に要する研究開発
資源は順調に拡充されてきたものの、分野別論文被引用件数等の各種評価指標からみる限
り、我が国で世界トップクラスと目される研究拠点の数は十分とはいえない現状にある。
研究開発資源を効果的に知的成果の産出に結びつけ、また絶えざるイノベーションの創出
に架橋するためには、システムとしての全体性を有する研究開発ないし科学技術活動の仕
組みを改革することが課題となる。
第3期「科学技術基本計画」は、「科学の発展と絶えざるイノベーションの創出」を目指
す政策の一環として「大学の兢争力の強化」を掲げ、世界トップクラスとして位置付けら
れる研究拠点が結果として30拠点程度形成されることを目標としている。
これら第3期科学技術基本計画やイノベーション創出総合戦略などに示された政策目標
を達成するためには、我が国の研究拠点において研究資金、研究人材等の資源を拡充する
ことはもとより、創造的な研究開発システムを構築する諸施策の推進が不可欠である。
このため文部科学省では、平成19年度より「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI：
WorldPremierInternationalResearchCenterInitiative）」を開始した。このWPIは、高
いレベルの研究者を中核とした世界トップレベルの研究拠点形成を目指す構想に対して集
中的な支援を行い、システム改革の導入等の自主的な取組を促すことにより、第一線で活
躍する研究者が世界中から集うトップレベルの研究拠点をわが国に形成すること、を目指
している（選考の結果、平成19年9月に5拠点が採択された）。
科学技術政策研究所は、このような背景的問題意識に基づき、平成18年度に「米国の世
界トップクラス研究拠点調査」（NISTEPREPORTNo．102　参照）を実施し、米国におけ
る世界トップクラスの研究拠点における競争力の源泉を、システムとして捉える観点から
明らかにしようとした。この米国の世界トップクラス研究拠点調査の成果の一部は、前述
のWPIにおける公募要領（平成19年3月公開）にも反映されている。
平成19年度は、平成18年度の米国調査の結果を受け、わが国の創造的な研究開発シス
テムの企画立案と推進に資するため、わが国との社会面、制度面での近似性が高いといわ
れる欧州の世界トップクラスの研究拠点調査を実施した。
具体的には、我が国の研究拠点にとってベンチ・マーキングの対象となる欧州の世界ト
ップクラスの研究拠点につき、その研究開発システムが持つ競争力の源泉となる諸要件を
明らかにすることを目的として現地調査を実施した。
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1－2．調査の期間
期間：平成19年7月1日～平成20年3月31日
1－3．調査の体制
本調査研究は、平成18年度に引き続き、科学技術政策研究所内に「世界トップクラスの
研究拠点調査検討委員会」（表1－1参照）を設置し、当該委員会における議論、および各委
員の指導、協力の下に展開した。具体的なトップ研究拠点に関するデータの収集、現地調
査の実施については、外部調査研究機関への委託に基づいて実施した。なお、欧州トップ
研究拠点調査に関しては、一般競争入札の結果、株式会社日本総合研究所を主たる委託先
として選定した。
表ト1世界トップクラスの研究拠点調査検討委員会　委員名簿（平成20年3月1日現在）
委員名 （50音順） 役　　 職
北澤　 宏一 独立行政法人科学技術振興機構　 理事長
小原　 雄治 国立遺伝学研究所　 所長 ・教授
角南　 篤 政策研究大学院大学　 准教授
土居　 範久 中央大学理工学部情報工学科　 教授
戸塚　 洋二 日本学術振興会　 学術システム研究センタ 　ー センター長
西岡　 秀三 独立行政法人　 国立環境研究所　 参与
山口　 栄一 （座長） 同志社大学大学院ビジネス研究科　 教授
注）平成18年度座長の後藤晃政策研究大学院大学客員教授は、平成19年度はオブザーバとして参画
1－4．調査の方法
1－4－1．現地調査対象拠点の選定と調査設計
本調査研究では、「科学技術基本計画」の定める重点推進4分野（ライフサイエンス、情
報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）、および基礎科学（数学および素粒子物理）領域
につき、調査対象となる欧州のトップクラス研究拠点を選定するた桝こ、まず各分野を専
門とする委員より事務局及び調査機関が個別にリストによる推挙を受け、次に上記検討委
員会において検討を行い、具体的な拠点候補を選定した（注：調査検討委員会による調査
対象拠点の検討の場では、トップクラスの研究拠点選定について、各委員の経験と知見に
基づく評価からの意見が出された。最終的な調査対象研究拠点の選出については、委員会
の評価検討結果を受けて、各分野の専門の委員と事務局に一任されることとなった）。
なお、重点推進4分野、および基礎科学（数学および素粒子物理）の専門の委員による
調査対象機関の選定は、我が国の拠点育成プログラムのベンチマークを行うという本調査
研究の目的に鑑み、また平成18年度に実施した米国の世界トップクラス研究拠点調査にお
ける選定基準を参考として、「各分野・領域において継続的にトップクラスの成果を出して
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いる研究拠点の中でも、研究開発マネジメントに特徴があると認められる機関」を中心に
行うこととし、分野によっては「比較的近年に設置・整備された研究拠点であるが、わが
国の拠点形成プログラムなどが参考にすべき特徴、またユニークな戦略をもつものとして
押さえておくべき機関」を加えることとした。
本調査研究における欧州の世界トップクラス研究拠点は、以上のようなプロセスで検討
され、選定された。結果として選定された研究拠点は、第2章に示すとおり、欧州の中で
もイギリス、ドイツ、フランスの3カ国に所在する研究拠点となった（これは、これら3
国に所在する各々の研究拠点が、それぞれの分野において、他の国々も含んだ汎欧州の研
究ネットワークのコアとなっているのではないか、という検討委員会での判断に基づく選
定を行った結果である）。
なお、欧州の世界トップクラス研究拠点調査においては、基礎科学領域として数学の拠
点を新たに現地調査の対象として加えている。
また、各分野・領域のトップクラス研究拠点に加えて、研究資金の提供や研究成果の評
価などを行う研究支援機関を現地調査の対象として加えている。
さらにトップ拠点の選定作業に平行して、実際に現地で行う拠点調査の設計を行った。
具体的な調査項目に関して、トップ研究拠点のどのセクションを調査するか、どのクラス
の人間にインタビューを実施するか（例：拠点長クラス、研究チームリーダー＆研究課題
責任者クラス　等）、等を検討した。
1－4－2．欧州現地調査の実施
委員会検討および委員による推挙の結果を反映しつつ選定された欧州のトップ研究拠点
候補について、現地機関との間の諸交渉・調整を行った。その中で、現地調査の申し込み
を受理され、さらに調査スケジュールの調整がついた機関（5分野領域　計23拠点　およ
び研究支援機関　4機関）が現地調査の対象拠点となった。
この調整結果を受け、現地調査として研究拠点の概略を把握する調査を実施した。具体
的には、各拠点における研究予算規模や人員構成、外部資金（特に初動資金）導入状況、
リーダーシップや研究マネジメントのあり方、独創的研究プログラムの有無、実庸評価の
あり方、研究者に対するインセンティブ・システム、人材流動の実態、また拠点の形成と
発展の経緯などの情報を総合的に把握した。
こうした情報を収集するために、平成19年10月に実施した第1次現地調査は、英国の
世界トップクラス研究拠点の拠点長やセンター長、またこれに準じるクラスの研究者に対
してインタビューを実施した。同様に、平成20年1月に実施した第2次現地調査はEUお
よびフランスの世界トップクラス研究拠点を、平成20年2月に実施した第3次現地調査は
ドイツにおける世界トップクラスの研究拠点を、それぞれ実施した。
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1－4－3．欧州の世界トップ研究拠点調査および欧米のトップ研究拠点調査のまとめ
最後に、現地調査により得られたデータ群を分析し、そこから得られた事実関係を記述
するという方針に基づき平成19年度の欧州成果報告としてまとめた（第2章小括）。さら
に、平成18年度に実施した米国のトップクラス研究拠点調査結果と合わせて分析・検討す
ることにより、わが国における研究拠点育成政策に対する示唆として得られる情報、およ
び政策提言をまとめた（第3章）。
1－4－4．資料：定量的指標に基づく欧州のトップクラス大学の概観
欧州のトップクラス研究拠点選定作業の参考にすべく、平成18年度に続いて過去10年
間の論文の発表数、同　被引用頻度に基づき欧州のトップクラス大学を概観した結果を、
参考資料として巻末に添付した。なお、本調査における現地調査の対象となる研究拠点が、
「ラボラトリー規模」の機関であるのに対して、定量的な指標で概観できるのは「大学規
模」である。また、定量的な指標の基盤となるデータベースの分野分けが、科学技術基本
計画の定める重点推進4分野、および基礎科学（数学および素粒子物理）領域と必ずしも
一致整合するものではない、という点を考慮する必要がある。
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第2章　欧州の世界トップクラス研究拠点現地調査結果
欧州の世界トップクラス研究拠点について、個別機関を対象とする現地でのインタ
ビュー調査を行い、「トップ拠点としての要件」を分析した。
2－1．欧州現地調査の設計と概要
「世界トップクラスの研究拠点調査検討委員会」委員推薦の研究拠点の内、アポイ
ントメントの可否、調査日程等を考慮した上で、最終的な現地調査対象として、以下
の23拠点を選定した。その上で、組織全体の動向を把握する立場にあるDirector、
またはこれに準ずるリーダーを対象とするインタビューを行った。インタビュー機関
及び対応者は、次の通りである。
a．ライフサイエンス分野；5拠点
①欧州バイオインフォマテイクス研究所／EuropeanBioinformaticsInstitute（EBI）
／英国
・Dr．Graham Cameron，Associate Director
・Dr．Nicolas Le Novere，Group Leader
②欧州分子生物学研究所ハイデルベルグ／European Molecular Biology Laboratory
Heidelberg（EMBL－H）／ドイツ
・Dr．Christian Boulin，Coordinator of Core Facilities and Services，Senior
Scientist，Cell Biology and Biophysics Unit
③マックスブランク神経生物学研究所／Max PlanckInstitute of Neurobiology
（MPトNB）／ドイツ
・Prof．Dr．Rudiger Klein，Managing Director
④マックスブランク生物化学研究所／Max PlanckInstitute of Biochemistry
（MPI－BC）／ドイツ
・Prof．Dr．Wolfgang Baumeister，Managing Board of Directors
⑤ミュンヘン大学遺伝子センター／Gene Center，University ofMunich（UOM－GC）／
ドイツ
・Prof．Dr．Eckhard Wolf，Head of Laboratory for Functional Genome Analysis
b．環境・エネルギー分野；3拠点
①英国エネルギー研究センター／UK Energy Research Centre（UKERC）／英国
・Prof．Jim Skea，Research Director
・Dr．John Loughhead，Executive Director
②ブッパータル気候環境エネルギー研究所／WuppertalInstitute for Climate，
Environment and Energy（WICEE）／ドイツ
・Dr．－Ing．Manfred Fischecick，Vice President
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・Dr．－Ing．Oscar Reutter，Research Organizarion／Quality Control
③ポツダム気候変動研究所／PotsdamInstituteforClimateImpactResearch（PICIR）
／ドイツ
・Prof．Dr．Manfred Stock，Deputy Director
・Dr．J6rg Pietsch，Manager of the Director’s office
c．情報通信技術分野；5拠点
①ケンブリッジ大学コンピュータ研究所／ComputerLaboratory（UC－CL），University
of Cambridge／英国
・Dr．Frank Stajano，Tenured Senior Lecturer
②フラウンホーファー・コンピュータアーキテクチャー＆ソフトウェアテクノロジー
研究所／FraunhoferInstitute Computer Architecture and Software Technology
（FI－CAST）／ドイツ
・Prof．Dr．StephanJahnichen，Institute Head
③フラウンホーファー・オープンコミュニケーションシステム研究所／Fraunhofer
Institute for Open Communication Systems（FI－OCS）／ドイツ
・Dipl．－Ing．Berthold Butcher，Vice Director
④フランス国立情報学研究所／INRIA／フランス
・Dr．Fraocois Brown de CoIstoun，Director，European＆International Affairs
・Dr．Pierre Nepomiastchy
⑤フランス国立情報学研究所ソフィア・アンティポリス／INRIA－Sophia Antipolis
（INRIA－SA）／フランス
・Dr．Deriche，Vice Chairman of Research Project Committee
d．ナノテクノロジー・材料分野；5拠点
①ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研究所／Cavendish Laboratory，University
of Cambridge（UC－CVL）／英国
・Prof．Peter Littlewood，Head of Departnlent，Department of Physics
②ベルリン工科大学材料科学＆技術研究所／Technical UniVersity Berlin，
Institute of Materials Science and Technologies（TUB－IMST）／ドイツ
・Prof．Dr．Walter Reimers，Head
③グルノーブル工科大学・Minatec／Minatec，GrenobleInstitute of Technology
（GIT－Minatec）／フランス
・Dr．Gerald Ghibaudo，Director，IMEp－LAHC
④フランス原子力庁電子情報技術研究所・Minatec／Minatec，CEA（CEA－Minatec）／フ
ランス
．Dr．Bruno Paing，Strategic Marketing Manager，Technology Transfer＆
Commercialization
⑤フランス国立科学研究センターソフィア・アンティポリスCRHEA／CNRS－CRHEA／フラ
ンス
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．Dr．Jean－Yves Duboz，Director
e．基礎科学領域／数学；3拠点
①ケンブリッジ大学アイザックニュートン数理科学研究所／Isaac NewtonInstitute
Of Mathematical Sciences，University ofCambridge（UC－INIMS）／英国
・Sir David Wallace，Director
②フランス高等科学研究所／Institut desHautesEtudesScientifiques（IHES）／フ
ランス
・Dr．Jean Pierre Bourguignon，Director
③パリ数学財団／Mathematical Sciences ofParis Foundation（MSPF）／フランス
・Prof．Jean－Yves Chemin，Director
・Prof．Francis Comets，Director
f．基礎科学領域／素粒子物理；2拠点
①ジョン・アダムズ加速器科学研究所／JohnAdamsInstituteofAcceleratorScience
（JAIAS）／英国
・Prof．Ken Peach，Director
②マックスブランク核物理学研究所／Max PlanckInstitute for Nuclear Physics
（MPI－NP）／ドイツ
・Prof．Dr．Christoph Keitel，Managing Director
さらに、トップクラスの研究拠点形成に関する「欧州での政策・資金サイドの最新
動向」を分析することを目的に、以下の4機関を現地調査対象に加えた。インタビュ
ー機関及び対応者は、次の通りである。
g．研究拠点への支援；4機関
①欧州委員会研究理事会Directorate－GeneralforResearch／DGResearch，European
Commission（EC－DGR）／EU
・Mr．William Canne11，Head of Unit，Directoretae S
②ウェルカムトラスト／Wellcome Trust（WT）／英国
・Dr．Richard Morris，Head of Neurosciences and Physiological Sciences
・Dr．Michael Dunn，Science Programme Manager
・Dr．Nicola Perrin，Policy Adviser，Strategic Planning and Policy Unit
③フランス全国研究機構／Agence Nationale dela Recherche（ANR）／フランス
・Dr．Nakita Vodjdani，Head ofInternational Affairs，Program Officer
④フランス高等教育・研究担当省／FrenchMinistryofHigherEducationandResearch
（MHER）／フランス
・Prof．Jean－LucCl細ent，AdvisortoTheDirectoronResearchAffairS，Directorate
for European andInternational Relations and Cooperation
・Dr．Dominique Sotteau，Scientific Advisor forInternational Affairs to The
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Director General for Research andInnovation
・Dr．Dani色1e Hulin
・Dr．Bernard Froment
・Dr．Serge Hagege
その上で、これらの27拠点、4機関を対象とするインタビューを通じ、以下の事項
などを把握した。
・発展経緯
研究拠点の形成から拡大に至る一連の流れ、これらの流れをもたらした条件や背景
・成功要因、特徴
研究拠点の形成・拡大に成功した要因、トップ拠点として持っている特徴
・組織構成、マネジメント
研究拠点の活動基盤となる組織構成、トップ拠点としてのマネジメント
・資金構成、評価システム
研究拠点の活動基盤となる資金構成、トップ拠点としての評価システム
現地調査結果の詳細を、以下にまとめる。
8
2－2・ライフサイエンス分野におけるトップ研究拠点の調査
ライフサイエンス分野については、以下の5拠点を現地調査対象として取り上げた。
・欧州バイオインフォマテイクス研究所／EuropeanBioinformaticsInstitute（EBI）
／英国
・英国欧州分子生物学研究所ハイデルベルグ／European Molecular Biology
Laboratory Heidelberg（EMBL－H）／ドイツ）
・マックスブランク神経生物学研究所／Max PlanckInstitute of Neurobiology
（MPトNB）／ドイツ
・マックスブランク生物化学研究所／MaxPlanckInstituteofBiochemistry（MPI－BC）
／ドイツ
・ミュンヘン大学遺伝子センター／Gene Center，UniversityofMunich（UOM－GC）／
ドイツ
2q2－1．欧州バイオインフォマテイクス研究所／European BioinformatiCS
Jnstitute（EB］）／英国
EBIのAssociate DirectorであるDr．GrahamCameron、Group LeaderであるDr．
Nicolas Le Novereへのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点
としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価
システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・EBIは、EMBL（European Molecular Biology Laboratory）を構成する研究拠点の一つである。
Molecular Biologyを対象とした研究活動に取り組んでおり、欧州19ヶ国からの支援を受けてい
る。
・EBIがEMBLから分離・独立した背景として、1980年代の初期に、MolecularBiologistによるDNA
SequenceDataの論文発表数が飛躍的に伸びたことが挙げられる。こうした動きを受けて、Public
Data Baseを整備する必要性が高まった。
・1982年に、EMBLは「DNASequence Data Base」を構築・運営することを決定し、Data Baseを
担当するグループの業務が他のグループと大きく異なっていたため、EBIとして分離・独立させる
ことを決断した。
これらのコメントから、EBIは、DNASequenceDataの整備と拡充という“研究ニー
ズ”に後押しされる形で誕生した研究拠点であることが確認できる。
さらに、「拠点設立のプロセス」について質問すると、以下の回答が得られた。
9
・「OverallGuiding Council」はEBIの設置場所に関するオープンな議論を行い、「EBI誘致」に対
する「支援国からのプロポーザル」を募った。
・その結果、英国、ドイツ、スウェーデンからプロポーザルが出され、評価の結果、英国の提案が
採用された。
これらのコメントから、EBIは拠点設立に際し「研究拠点の活動に“最も有利な場
所”を選択」していることが分かる。
そこで、「立地場所の選定理由」について質問すると、以下の回答が得られた。
・EBIの移転先として英国の提案が採用された第一の理由は、資金面でのサポートが優れていたこ
と。「Wellcome Trust」が敷地と建物の全費用を負担するなど、「UKMedical Research Council」
と「Wellcome Trust」による財政支援体制の強さが評価された。
・第二の理由が、数多くのDNASequenceDataを輩出する機関であるSangerInstituteと同一サイ
ト内に設置するという点。ケンブリッジ地域自体がバイオ分野の強力な学術基盤でもあり、他の
地域と比較し、優秀な研究者を引きつける面で大きな魅力を有すると判断された。
これらの回答から、「資金面での支援環境の充実」や「他の研究拠点との連携による
求心力の向上」などが、立地環境として重視されていることが分かる。
b．成功要因、特徴
「拠点の発展理由」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・EMBIは、EBIを英国に移転する際に、「データベースの構築・運営（データ提供サービス）」に加
え、「Bioinformatics関連の研究」もミッションとして加えた。ただし、現時点までの業務構成を
見ると、「データ提供サービス」の比重が高くなっている。
・英国に移転後、Dr．JanetThorntonが新たなDirectorとして就任したのを契機に、EBIは大きな
発展を遂げた。Dr．Thorntonは「組織としてのビジョンやポリシー」を再構築し、「Service for
Industry Support」という業務領域を構築・拡大していったためである。
・背景として、1980年にBioinformatics関連の活動を開始した頃は、基礎的研究の側面が強く産
業界との関係はあまり見られなかったが、1990年代に英国に拠点を移した頃になると、製薬会社
などに代表される産業界とのつながりが強くなってきたことが挙げられる。
これらのコメントから、Service forIndustrySupportという「ディレクターが導
いた新たな活動領域への展開が、その後の発展をもたらした」ことが確認できる。
また、「拠点としての魅力」について質問すると、以下の回答が得られた。
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・現在のEBIの業務構成は、「Service（IndustrySupportを含む）」「ResearchJ「Training（PhDprogram、
Undergraduateは対象としていない）」の3つに区分されている。
・EBIが属するEMBLは「Research Excellence」や「International Connection」の面で高い名声
を有しており、論文等も数多く輩出されていることから、「優れた研究者が参画を希望する活動拠
点」として大きな魅力を有している。
・また、EBIに在籍し研究者としてのキャリアを蓄積することで、「自らが希望する機関に移籍でき
る可能性」が大いに高まる。つまり、「EBIに在籍し、優れた研究成果を上げた」という事実は、
「研究者としての価値」を高めるブランドとしての役割を果たす。
これらのコメントから、EBIの世界有数の研究機関としての名声が「研究者として
のキャリアを蓄積し、価値を高めていく場」として機能していることが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点での人材流動」については、以下のコメントが示された。
・EMBLの場合、パーマネントな資格を持つアカデミック・スタッフの割合は、組織全体の10％程度
に止まっている。
・通常は、最大9年までしかE胝Lに滞在できない。滞在形態はメンバーとして採用されたプログラ
ムに依存し、例えば「3年間のプログラムに2回連続して採用され合計6年間滞在するケース」「4
年間のプログラムに参画後さらに1年間のプログラムに採用され合計5年間滞在するケース」な
ど様々である。
多くの研究者が任期付きとなっていることに関連し、「滞在期間を限定する理由」に
ついて質問すると、以下の回答が得られた。
・滞在期間に9年間という上限を設けている理由は、熱意のある若い研究者を次々と受け入れ、そ
れぞれがキャリアを積む機会を与えることを重視しているためである。
・また、EMBLに資金提供を行っている欧州の19の支援国が、自国の研究者がEMBLでキャリアを積
み、研究者としての能力を高め、欧州を中心とした研究ネットワークを構築・拡大した後で、自
国に持ってくることを望んでいることも大きな背景となっている。
これらのコメントから、「滞在期間の限定が、熱意ある若手に対し、キャリアを積む
機会を次々と与える」ことを可能にしていることが分かる。
さらに、「拠点における活動環境」について、以下のコメントが示された。
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・EBIのマネジメントには、基本的に「フラットシステム（個々のチームやグループに出来る限り
権限を委譲したマネジメントシステム）」が採用されている。
・毎週水曜の午前10時に、全てのチームリーダーやグループリーダーが集まり、組織や研究スペー
スなど、アドミ面での様々な事項について話し合いの場を持つ。
・研究スペースは、優れた研究成果を生み出してく上で、大きな影響を及ぼし得る。EBIとしての
特別な方針を掲げてはいないが、常時、Senior Scientist間で議論している。
・研究環境を挺子に「研究者間のコミュニケーションやコラボレーションを促進する」ことがポイ
ントになる。例えば、ここでは午後にTea Serverを提供する場を用意しており、毎日50～60人
の研究者が集まってくる。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」について質問したところ、以下の回答が得られた。
r－・’‾－，一一‾‾－T一一‾‾T一一，‾‾－－－‾－－－－・’－－－一一‾‾－一一一‾，T－－．‾‾－－－‾‾－一一・’‾－－T－‾‾‾‾‾‾－．．．．．’‾‾‾‾‾‾－－．．－．‾‾‾‾．－－－．．‾‾‾‾‾‘
・EBIの資金のうち、EMBLからの資金（欧州の19の支援国からの資金）は約3，000万ユーロであり、
全体の過半を占める。研究活動の規模が、EMBLの中で最も成長している拠点である。
・残りの40～50％は、グラントなどの外部から獲得した資金。外部からの競争的資金の獲得が、「組
織としての適度な緊張」をもたらしている。
・チームリーダーやグループリーダーがグラントなどの外部資金を獲得した場合、獲得した資金に
ついては、原則として自らの裁量で自由に扱える。
・一方で、EMBLからの安定的な資金をもとに中長期の研究や未踏の研究に取り組むことが、研究の
質をハイレベルに維持する上で大きな役割を果たしている。
・安定的資金はリスクを取ることを可能にし、競争的資金は、例えば、自己の研究をアピールする
ための競争的環境をもたらす。二つの異なる研究環境を実現するために、異なるタイプの資金を
うまくコントロールすることで、研究の質を高いレベルに保つことができる。
これらのコメントから、「個々のリーダーがプロジェクト公募などの競争的プロセス
を通じ獲得する外部資金」と「競争的プロセスを経ずに、欧州の支援国が継続して提
供する基盤資金」のバランスを保つことが、資金面での重要なポイントになっている
ことが示唆される。
また、「拠点の評価システム」について質問すると、以下の回答が得られた。
・EBIを含め、EMBLに属する各拠点の活動内容や成果は、4年毎のアセスメントを通じ評価・検証
される。
・第一に、「Overall Guiding Council」によって、Political Levelでの評価が行われる。
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・第二に、「Overall Guiding Council」の任命メンバーで構成される「International Scientific
GuidanceCommittee」が、Scientificな面での監督・監視を行う。EMBLの活動に対し非常に大き
な影響力を持つComJnitteeで、10～12人のメンバーの内、ノーベル賞受賞者が平均で4名程度を
占めている。
・EMBLに属する全ての拠点が、「International Scierltific Guidance Conmittee」による評価を受
ける。評価結果が悪い場合、プログラムや組織の見直しが行われる。評価に際しては、各拠点に
対し、各種資料の提出など様々な要求が出される。現地にもCommitteeのメンバーが2日間程度
滞在し、詳細な評価を行う。
これらのコメントから、International Scientific Guidance Committee　と呼ばれ
る「世界トップ人材で構成される外部組織が、拠点の活動をトップレベルに維持する
上で大きな役割を果たしている」ことが分かる。
e．その他の関連事項
上記に加え、「その他の関連事項」として、以下のコメントが示された。
・EBIの場合、「米国との競争」を特に意識していることはなく、米国機関と一緒にグラントを獲得
するなど、様々なプロジェクトにおいて連携を図っている。「gene eXpreSSion」など一部の分野
での競争は見られるが、その範囲は限定されている。
2－2－2．欧州分子生物学研究所ハイデルベルグ／European MoleCular Biology
Laboratory Heidelberg（EMBLH）／ドイツ
EMBL－HのCell Biology andBiophysics Unit担当のSenior ScientistであるDr．
ChristianBoulinへのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点と
しての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価シ
ステム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・EMBLは、ノーベル賞受賞者のJames WatsonやJohn Kendrewらが、当時の「Molecular Biology
研究の米国への一極集中」を解消するため、国を超えた（supranational）研究センターの設立を提
唱したことを発端としている。その後、1974年に、設立支援国の間でセンター創設の約定が取り
交わされた。
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・EMBLの発展過程において、初代ディレクターのJohnKendrewは、主としてMember Stateに対す
るロビイストの役割を担った。
・その上で、二代目ディレクターであるLennart Philipsonが、EMBLの組織基盤を固めていった
（ConsolidationPhase）。中でも、組織における責任を明確化したことが、拠点として発展してい
く上で大きな効果を発揮した。
これらのコメントから、EMBL－Hは「世界トップ人材が掲げた“米国一極集中を防ぐ
ための欧州拠点を創る”というビジョンを具体化したケース」に当たることが分かる。
さらに、「拠点設立のプロセス」について質問すると、以下の回答が得られた。
・EMBL創設に伴い、30歳前後の若手Scientist（PhDからボスドクレベル）のリクルートが行われ
た。拠点としての研究成果が何も無い段階で、若手人材を引き付けることは簡単ではなかった。
施設面でも、ハイデルベルグ大学に確保した多少のスペースと、小さなバラックがあるだけだっ
た。
・このような時期に、Christiane NussleinやEric Wieschausなどが優れた若手人材がEMBLに採
用され、世界トップクラスの論文をネーチャーに発表した（その後、この論文などが受賞理由と
なり、1995年にノーベル賞を受賞）。
・Christiane NussleinやEric WieschausがEMBLに入った理由として、彼らの提案する研究が極
めて斬新であり、革新的すぎたため（tooinnovative）、他の機関の中では先輩研究者（01d
colleague）から変人扱い（crazy）されたことが挙げられる。これに対し、EMBLは彼らが提案する研
究を受け入れた。
・EMBLは新たな研究を受け入れることについて非常に寛容（tolerant）な機関であり、若手研究者が
革新的な研究に自由に取り組むための画期的な場となっている。
・ただし、ChristianeNussleinやEricWieschausにとって、当時のEMBLは「論文発表後のBigCareer」
を構築するには小さすぎた。結果として、Christiane NussleinはMax planCkInstituteに移籍
し、Eric Wieschausは米国に戻った。
これらのコメントから、「優れた若手が、革新的研究に取り組める機会を提供した」
ことが、その後の拠点発展につながったという示唆が得られる。
b．成功要因、特徴
「拠点としての魅力」について質問したとこと、以下の回答が得られた。
・EMBLの主要ミッションは基礎研究であり、EMBLの5つの拠点（Heiderberg、Hamburg、Hinxton
Grenoble、Monterotondo）の中で、EMBL－Hが基礎研究の中核拠点として位置付けられている。
‾．．．．．’一一．．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．－．．一一．－．．－．．．一一．H．．．－．－．一一．．．．．1．．．．－．．．．．－．．．．H．t．．．．．．．．．－．．．．．．一一一
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・EMBL－Hは、Administration本部としての役割も担っている。組織形態については、比較的小規模
な管理部門となるよう設計されている。
・拠点としての強みの一つとしてEMBL－Hが保有する「Core Facilities」が挙げられ、トップ人材
を引き付ける大きな魅力となっている。
・さらに、NeutronReactorやSynchrotronFacilityなどの大型施設が近隣地域に集積しているこ
とも、拠点としての魅力をさらに高めている。
・他の機関と比較し、非常に大きな「InstrumentationDivision」を持っていることもEMBL，Hの強
みとして挙げられる。
・また、「物理学」「数学」「統計学」「化学」についても、一定数のエキスパートがE蝿L－H内でそれ
ぞれの専門分野の活動ができるような環境を重視しており、これらの環境整備を通じ、E推し－Hに
おける学際的研究の促進を図っている。
これらのコメントから、基礎研究を主要ミッションとするEMBL－Hの場合、「自らが
保有するCore Facilities」や「近隣機関の大型施設」がトップ人材を引き付ける大
きな魅力となっていることが確認できる。
また、ライフサイエンス以外の「異分野のエキスパートが集まっている」ことが、
学際研究の促進につながることが見て取れる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点での人材流動」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・現在、EMBL－Hには480名以上のスタッフが在籍しており、スタッフの国籍は60ヶ国を超えてい
る。ドイツ国籍の人材は25％程度であり、地域を越えて世界中の人材が集まっていることがEMBL－H
の大きな特徴となっている。
・EMBL－Hの場合、通常、所属する研究者と3年間～5年間のコントラクトを結ぶ。契約期間につい
ては、最長9年まで更新することが可能である。在籍期間が9年に達すると、EMBL－Hから去らな
ければならない。これらの制度が、組織としての「Flexibility」や「機動性（Re－Direction）」を
担保している。
・一方で、限定されたスタッフとの間ではパーマネント契約を結んでいる。パーマネント契約の割
合は、全体の10％以下とすることが方針として定められている。
・EMBL－Hにトップクラスの研究者を招聴する条件の一つとして、研究者の子供をインターナショナ
ルスクールに通わせる費用を組織として負担しているケースなども見られる。
これらのコメントから、通常、拠点への滞在期間を最長9年間に限定していること、
「滞在期間の限定が、組織のFlexibilityや機動性をもたらしている」ことが分かる。
また、パーマネント契約の割合を、全体の10％以下としていることも確認できる。
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一方、「拠点のマネジメント」については、以下のコメントが示された。
・EMBL－Hのマネジメントは、「Director General」と「BiologyやBiophysicsなどの各Unitを統
括するHead ofUnit」が担っている。全てのHead of UnitはSenior Scientistのステータスを
持ち、EMBL－Hとパーマネント契約を結んでいる。
さらに、「拠点のガバナンス」について質問すると、以下の回答が得られた。
・EMBLのガバナンスには、DirectorGeneralと共に、いくつかの組織が関与している。第一が「EMBL
Council」であり、EMBLの研究活動をMember Stateの立場から監督する。EMBLのMember State
（現在、Member Stateの数は20ヶ国）は2名の代表を派遣することができる。通常、1名が
Scientific関連、もう1名がAdministration関連（Ministryからの派遣が多い）となっている。
年に2～3回の頻度でEMBLの5つの拠点のいずれかにおいて現地会合を持ち、活動実態を把握す
る。
・Member StateはEMBLに対し、自国の研究リーダーとして若手研究者を育成すること（EMBLにお
いて、トップ研究者としての経験を積むこと）を最も期待している。
・第二が「AdvisoryCommittee」であり、EMBLの活動全体に関与する。非常に重要な外部組織とな
っている。「グループリーダーの採用」「施設整備計画の策定」「プロジェクト計画の策定」などの
多様なニーズに応え、全てのReviewProcessに参加する。完全に独立した組織として、EMBLとし
ての意思決定に対し適切な助言を行う。このAdvisoryCommitteeは、世界トップレベルの研究者
や有識者によって構成されている。
これらのコメントから、AdvisoryCommitteeと呼ばれる「世界トップ人材で構成さ
れる外部組織が、拠点の意思決定に大きな影響を与えている」ことが確認できる。
d．資金構成、評価システム
「拠点の評価システム」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・EMBLの各ユニットは、その活動内容について、4年毎にAdvisoryCommitteeによるレビューを受
ける。その後、「Advisory CommitteeによるReviewReport」「ReviewReportに対するDirector
Generalの回答書」がまとめられ、「毎年発行されるAnnualReport」と共に各MemberStateに提
出される。
・「EMBLから完全に独立した組織による信頼性の高い評価（世界トップレベルの有識者による評価）」
を行うことが、主要な資金提供者であるMemberStateが「EMBLが推進する活動の価値について十
分に納得、確信する」ことにつながっている。
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・一方、EMBL内においては、各Unitに対する「AdvisoryCommitteeによるReviewReport」の結
果をもとに、DirectorGeneralがUnitへのMemberStateFundの配分額を増減することなども行
われる。
これらのコメントから、「拠点評価においても、世界トップ人材で構成される外部組
織が重要な役割を果たしている」ことが分かる。実際に、AdvisoryCommitteeによる
評価を受け、EMBL－H内の各研究部門に対する資金配分の見直しなどが行われている。
さらに、「資金の支給・配分」について、以下のコメントが示された。
・EMBLとコントラクトを結んだスタッフのサラリーは、原則として、Member State Fund（EMBLの
支援国が拠出する基盤資金）から支給される。
・1名のグループリーダーを採用する際には、1名のTechnician、2名のPhDStudentsの費用（そ
の後、2年～3年毎に、1名分のPhD Studentの費用を増額）をEMBLが支給する。移転費として
約2ケ月分のサラリー、家族手当、教育手当なども支給する。
・PredocとPostdocのサラリーについては、全体の約10％がMember State Fundから支給される。
残りについては、全て、ExternalFundから支給する形となる。
・ただし、上記の10％に加え、PredocとPostdocのサラリー全体の約15％に相当する金額が、Member
State Fundからの支給金として、別途、確保されている。これらの資金は、外部資金獲得に伴い
採用されたPostdocなどを対象に、実際に外部資金が支給されるまでの“人件費のつなぎ資金”
として活用される。
・外部資金の認可から支給までに数ヶ月を要するケースがかなり見られるため、研究活動を迅速に
スタートする上で、つなぎ資金を準備することが大きな効果を発揮している。
・特別な場合を除き、外部資金（ExternalFund）については、EMBLの個々のメンバーがプロポー
ザルを提出し、個別に獲得する形を取っている。
2－2－3．マックスブランク神経生物学研究所／Max Plancklnstitute of
NeurobioIogy（MPl－NB）／ドイツ
MPI－NBのManaging DirectorであるProf．Dr．Rudiger Kleinへのインタビュー
を行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」
「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようにな
る。
a．発展経緯
MPI－NBは、1917年に創設されたGermanResearchInstitute ofPsychiatryを起源
としており、いくつかの分離、統合の動きを経て、1997年に独立し、1998年に現在の
名称を冠する機関となった。
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b．成功要因、特徴
「拠点としての魅力」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・マックスブランク協会に所属するInstituteは、「未踏の学問領域（FrontierofKnowledge）」に
おいて「革新的で、学際的で、ハイリスクな研究に取り組む」ことを共通のミッションとして掲
げている。
・Instituteのディレクターの約25％は国外からの招稗であり、今後、さらに国外からの登用が増
えることが予想される。
・肝Iが世界トップクラスの人材を引き付けられるのは、「世界的な名声を持っていること」「米国
のトップ拠点（例えば、HowardHughesInstitute）と比較しても、同等以上の“研究資金などの
研究資源”が得られること」「自由な研究環境（ScientificFreedom）が醸成されていること」が
大きな理由である。
これらのコメントから、「革新的でハイリスクな研究をミッションとして掲げる」、
そして「革新的でハイリスクな研究に取り組むことを可能にする“世界トップクラス
の研究資源”と“自由な研究環境”を提供する」ことが、拠点としての魅力を大きく
高めていることが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点の人員構成」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・MPI－NBには、約250名のEmployeeが在籍している。この内、約150名がScientistであり、出
身地域は22ヶ国に渡る。MPト隅の場合、一人でも国外の出身者が含まれる場では、全ての研究活
動を英語で推進している。
・Scientistの内、パーマネントスタッフの割合は約15％となっている。
・新たなInstituteを立ち上げるためには、SeniorScientist、JuniorScientist、ボスドクやPhD、
Service Staffなどを全て含んで「200名程度の人材」が必要になる。これがMPI－NBの活動する
領域での「拠点立ち上げの“人材のクリティカルマス”」になる。
・組織マネジメントについては、ディレクターがほぼ全権を握っている。研究テーマや組織構成の
変更なども自由に行える。「Scientific Advisory Board」などからの助言はあるが、必ずしも従
わなくて良い。その代わり、「“研究成果”及び“その評価結果”」については、原則として、ディ
レクターが全ての責任を負う。
これらのコメントから、「原則として、マネジメントの権利と責任がディレクターに
集約されている」実態が確認できる。
また、「拠点の組織構成」について質問すると、以下の回答が得られた。
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・MPI－NBは4つの「Departnlent」から構成される。この他に、8つの「IndependentJuniorResearch
Group」がある。
・IndependentJuniorResearchGroupは、世界中から公募されたトップクラスの若手人材を研究
リーダーとする組織で、予算面でも運営面でもDepartmentから完全に独立した組織として活動し
ている。8名のリーダーの出身地域は、スペインが1名、イタリアが1名、日本が2名、ドイツが
4名となっている。
・IndependentJunior ResearchGroupのリーダーは、マックスブランク協会が主体となり選抜す
る。その上で、選抜されたリーダーが、協会に所属するInstituteの中から、自らが研究活動を
行いたいInstituteやDepartmentを選んでいく。
・IndependentJuniorResearchGroupの予算は、「マックスブランク協会から直接支給される資金」
と「DepartTnentalから支給される資金」によって構成されている。
・IndependentJuniorResearchGroupは3～4年前に導入されたもので、本制度の存在が、Institute
の各組織を刺激し、研究活動をさらに活性化する効果を上げてあげている。
・IndependentJunior Research Groupのリーダーのような若手研究者を登用する条件として、
「Child Careの仕組み」の重要性が非常に高まっている。
これらのコメントから、IndependentJunior ResearchGroupと呼ばれる「若手を
抜擢し、独自の研究予算を提供する仕組み」が導入されており、こうした仕組みの導
入が拠点内の他の組織を刺激し活性化する効果を上げている状況が把握できる。
さらに、「拠点の活動領域」および「拠点の組織マネジメントの要件」について質問
すると、以下の回答が得られた。
．．－－．L－．－．J　－．－．．－．－．－．．－．．－．－．－－．．．－．．．．．．．．．－．．．．．．．．．．．．T．．．．，．－r一一－－－－T一一－一一T－－－一一－－－－T－・L－－一一一－－－－一一一一－－－．－一一一－－－T－－一一一一T．‾‾‾
・マックスブランク協会の場合、「取り組んでいる研究の新規性が低下した」「研究成果の低迷によ
l
りディレクターが解任された」などの理由により、従来のInstituteが閉鎖されたり、新たなI
Instituteが設立されるなどの動きがしばしば起こる。
・直近の動きとして、本年中に、コロンを立地場所とし、Aging Researchを対象とする新たな
I
Instituteの設立が計画されている。現在、Instituteとして取り組む「NewConcept」や「Newi
Program」の具体化、さらには「新たなディレクターの任命」などの準備が進められている。
・組織マネジメントにおいて、「ディレクターなどに採用する新たな研究者の選抜」が最も重要なプl
ロセスに当たる（後述）。
・ScientificMemberの選抜において重要な役割を担う組織が、「Section」になる。Sectionとは、．
類似領域で活動する全てのInstituteのディレクターが参画する組織で、マックスブランク協会l
の中に「Biomedical」「Physical／Chemical」「SocialScience」の3つのSectionが設けられてい
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
l
．．．．．．．．T．T・I，，－－－－－－－－一一－－－一一一一－一一一一一一－一一T－－－TTT一一一一一一－－－一一一一一一一一一一一一一一－－T－－－一一一一－一一．－一一一T－－－一一－－－－－一一一一T－－－－－－－T－一一－一一T．‾－‾‾．‾
これらのコメントから、拠点の組織マネジメントにおいて最も重要となるディレク
ターの選抜においては、Sectionと呼ばれる「類似領域で活動する全ての拠点ディレ
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クターが集合した組織」が母体となり、対象者を絞り込んでいることが分かる。
そこで、このSectionを母体とする「ディレクターの選抜プロセス」について質問
すると、以下の詳細コメントが示された。
・MPI－NBは、この内の「Biomedical Section」に所属しており、ここには約80～90のディレクタ
ー（Scientific Meのbers）が参加している。機関としての意思決定を行うための非常に重要な組
織であり、民主的な仕組みの下で、様々な提案（新たなディレクターの選抜、新たな研究領域の
選択など）が討議、策定される。
・Section全体での討議ではなく、Sectionが「Prospective ComJnittee（通常、10名程度のディレ
クターから構成される）」を組成し、この中で提案をまとめていくケースもある。
・例えば、新たなInstitute設立を提案する場合、最初に、上記プロセスに基づき、「Instituteが
取り組むべき研究領域」に関し、Sectionとしての合意を形成する。
・合意を得た後は、「Section Conmittee」を組成し、提案にまとめた「新たなInstituteの研究領
域に相応しいディレクター候補」を探していく。
・Section Committeeの人脈に基づく個別のコンタクトを中心とし、候補人材を絞り込む。必要に
応じ、シンポジウムなどを開催し、複数の候補者をInvitedSpeakerなどの形で招聴することで、
個々の能力を評価する場合もある。
・候補者の中から、ディレクターとしての要件を全て満たし、かつ、最も有望な人材を1名選技し
た上で、「具体的氏名は伏せた形」で、選抜した人材をSection全体に提示する。
・Sectionは、提示のあった人材について、「少なくとも10名の当該領域のトップ人材」に対し、
候補人材に関する「Letter of Recommendation」を依頼する。
・「Letter of Recommendation」による回答がポジティブであった場合（基本的には、ほとんどの
Letterが候補者の能力を高く評価している必要がある）、Section全体に対し、候補者の名前が開
示される。
・その後、Sectionのメンバー全員が、候補者のCurriculumVitae、研究業績、研究ビジョン（Plan
for Future）などを吟味し、能力の評価を行う。
・その上で、候補者をディレクターとすることの適否について民主的な投票を行い、「賛成票と反対
票の割合を明示した投票結果」がプレジデントに提出される。
・プレジデントは上記の投票結果を参照した上で、候補者の適否を判断し、適切と決断した場合は、
最終承認組織である「Senate」に上申する。
・Senateによる承認を得た上で、プレジデントが候補者と直接コンタクトし、ディレクターとして
採用するための交渉を開始する。「サラリー」「研究環境（資金、建物、装置など）」などの諸条件
を提示し、候補者からの合意を獲得する。
・原則として、以上の選抜プロセスを1年以内に完了する。この内、プレジデントによる交渉期間
がかなりの割合を占める。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」について質問したところ、以下の回答が得られた。
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・MPI－NBの年間予算は1，300万ユーロであり、内訳は「Personnel；56％」「Equipment＆Consumables；
29％」「Investions；8％」「Promoting Young Researchers；7％」となっている。
・年間予算の約80～85％が、マックスブランク協会から支給されている。
・上記以外の資金源として、産業界やEuropeanUnionなどからのThirdPartyFundingが挙げられ
る。
これらのコメントから、基本的には「MPト鳩の年間予算の8割以上が、プロジェク
ト公募などの競争的プロセスを経ずに、マックスプラン協会からの基盤資金の形で提
供されている」ことが分かる。
さらに、「拠点の評価」について質問すると、以下の回答が得られた。
・Instituteの研究活動の評価においては、外部メンバーによるPeer Reviewが重視されており、
そのために「Scientific Advisory Board」が設置されている。
・ScientificAdvisoryBoardのメンバーについて、各Instituteのディレクターからの推薦も行
うが、最終的にはプレジデントが選定する。メンバー全体の約95％が、マックスブランク協会に
所属しない外部人材で構成されている。
・MPI－NBの場合、ScientificAdvisoryBoardのメンバーは12名となっており、内訳は、米国が8
名、英国が1名、スイスが1名、ドイツが1名となっている。
これらのコメントから、Scientific AdvisoryBoardと呼ばれる「多くの国外メン
バーを含む外部組織が、拠点評価において大きな役割を果たしている」ことが分かる。
そこで、「外部組織による拠点評価プロセス」について質問すると、以下の詳細コメ
ントが示された。
・原則として、2～3年毎に、Instituteの研究活動について集中評価が行われる。MPI－NBの場合、
3年毎に、Scientific Advisory Boardの評価が実施されている。
・評価のために、ScientificAdvisoryBoardのメンバーが、実際に現地を2～3日間訪問する。最
初に「ディレクター」、続いて「JuniorIndependentResearchGroupのリーダー」「研究者個人」
「ボスドクやPhD」など様々なレベルで、研究活動に関するインタビューを実施する。
・評価項目は、研究成果に加え、組織構成やマネジメントなど活動全般に及ぶ。「マックスプラン協
会の他のInstituteや外部機関との連携状況（組織として孤立していないか、外部連携を有効に
活用しているか、など）」「若手人材の育成状況（若手の昇進が遅すぎないか、将来のキャリアプ
ランが開けているか、など）」についての評価も行われる。
・その上で、インタビューなどに基づく評析結果を報告書にまとめ、各Instituteのディレクター
とマックスブランク協会のプレジデントに提出する。
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・提出された報告書について、各Instituteとの討議が行われ、Institute側は評価内容に対する
疑義があれば、その内容を指摘する。
・評価結果が低く、一方で、研究資源の配分割合が高いInstituteに対しては、プレジデントが「研
究資源（人材や資金）」の削減を指示することもある。
・Scientific Advisory Boardは、評価結果を踏まえ、「研究領域のシフト」「組織のリストラ」な
どの様々な助言を行う。「ディレクターの退任」「Instituteの存続の適否」について言及する場合
もある。
・ただし、評価結果が低い場合でも、Instituteの撤廃などについて性急な結論が下されることは
ない。例えば、3年毎の評価で、再三に渡り指摘された事項について改善効果が認められないな
ど、相応の改善期間を経て、なお問題が解消されない場合に、必要な処置が下される。
・上記に加え、6年毎に「Extended Evaluation」が行われる。Extended Evaluationは、類似領域
で活動するマックスブランク協会の他のInstituteとの比較評価を目的とするもので、MPI－NBの
場合、前回は3つの機関を対象とする比較評価が行われた。
2－2－4．マックスブランク生物化学研究所／Max PLancklnstitute of
BioChemistry（MPJ－BC）／ドイツ
MPI－BCのEBIのManagingBoardofDirectorsであるProf．Dr．WolfgangBaumeister
へのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」
「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめ
ると、次のようになる。
a．発展経緯
MPI－BCは、「MPIofBiochemistry（1912年にKaiser WilhelmInstituteとして設
立された組織を起源とする）」「MPIforProteinandLeatherResearchJ「MPIforCell
Chemistry」という3つの組織を母体とし、これらの後継機関として1973年に創設さ
れた。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・MPトBCは、約800名の人員が在籍しており、マックスブランク協会に属する研究機関の中でも、
最大級の規模を持つ。
・ただし、機関内に10のDepartmentがあるので、Department単位の規模で見ると、マックスブラ
ンク協会に属する他の研究機関と大きな相違はない。
・機関内に10のDepartmentを持つ理由として、対象分野の研究者がCore Facilitiesなどのイン
フラを共有することの必要性、重要性が挙げられる。
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・肝トBCの場合、「充実した研究インフラ」「大学などと異なり教育の義務がなく、研究に集中でき
ること」などの優れた研究環境が、トップクラスの人材を引き付ける求心力となっている。
・トップクラスの研究者をディレクターなどに登用する場合、「MPI－BCが、管理業務が少なく（Less
Administration）、煩雑な手続きが少なく（LessBureaucracy）、自らの好奇心を探求することがで
き（Freedom）、短期的な成果を強いられない（Long－TermStability）などの条件を満たす場である」
ことを示すことが、研究拠点としての魅力を大いに高めている。
・MPI，BCから、これまでに18のStart Up Companyが生まれている。
上記後半のコメントから得られる示唆は、「管理業務が少なく、煩雑な手続きが少な
く、好奇心を探求することができ、短期的な成果を強いられない場」を提供すること
が、世界トップクラスの人材をディレクターとしてスカウトするための魅力的な条件
となり得ることである。
C．組織構成、マネジメント
「拠点の構成」については、以下のコメントが示された。
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾．‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一
・h『I－BCには、約800名のスタッフが在籍している。
・10のDepartmentより構成され、10名のディレクターが個々のDepartmentを運営している。機関
としての重要事項や共通事項については、必要に応じ10名のディレクターが集まり意思決定を行
っている。
・10のDepartmentに加え、組織や予算の面で各Departmentから独立した形で運営される
「Independent Scientific ResearchGroup」が設けられている。
・Independent Scientific ResearchGroupは、「プロジェクト公募などの機会を通じマックスブラ
ンク協会本部から直接獲得した資金」や「DFG（German Research Foundation）などから獲得した
外部資金」など、各Departmentから独立して活動するための独自の資金源を持っている。
d．資金構成、評価システム
「資金やプロジェクト」については、以下のコメントが示された。
・MPI－BCの総予算は約4，900万ユーロであり、約1，000万ユーロがThird Party Fundingとなって
いる。Third Party Fundingの内、260万ユーロがEUからの獲得資金となっている。
・EUなどの大規模プロジェクトに応募するケースでは、肝トBCの場合、2名～3名のメンバーが集
まりプロジェクト企画を創出している。
また、「拠点評価」については、以下のコメントが示された。
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・Departmentの活動評価においては、2回～3回に渡りScientific AdvisoryBoardによる低い評
価が続くと、予算削減などの処置が取られる。そのために、プレジデントとディレクターとの間
で交渉の機会が持たれる。
・各ディレクターが就任時にマックスブランク協会と合意した予算額に対し、第一段階で最大30％
の予算が削減される。その後も活動内容の改善が認められない場合は、一層の削減措置が取られ
る。
・Departmentから独立して運営されている各ResearchGroupについては、別途、ScientificAdvisory
Boardによって個別に評価される。MPI－BC全体についても、別途、評価が行われる。
2－2－5．ミュンヘン大学遺伝子センター／Gene Center，University of Munich
（〕OH－GC）／ドイツ
UOM－GCのHead of Laboratory for Functional Genome AnalysisであるProf．Dr．
EckhardWolfへのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点として
の「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システ
ム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点の立ち上げ」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・UOM－GCは、University of Munichと近隣地域の複数のMax PlanckInstituteにより、1984年に
創設された。初代ディレクターとして、University of MunichのInstitute of Biochenlistryの
Prof．Winnackerが就任した。
・拠点設立段階で、初代ディレクターのProf．Winnackerによる政府交渉の成果として、German
MinistryforResearchandEducationからの大規模グラントを獲得していた。本グラントに基づ
く安定的資金状態が、設立後、少なくとも6年以上は続いた。
これらのコメントから、拠点設立の段階で「その後の立ち上げ活動を6年以上カバ
ーできるだけの基盤資金」を獲得していたことが分かる。
また、「拠点の設立日的」について質問すると、以下の回答が得られた。
・拠点創設の主な目的として、「GeneticEngineeringTechniquesの開発」と「EarlyIndependence
ofJunior Scientistsの促進」を掲げた。
・これまでに、約30名のFull Professorを輩出する成果を上げており、UOM－GCでGroup Leader
として研鎖を積んだ全ての人材が、様々な部門のFull Professorとなっている。
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これらのコメントから、拠点設立の目的として、「新規研究領域の開拓」に加え、「若
手人材の早期育成」が掲げられていたことが分かる。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・UOM－GCの世界レベルでの研究水準の高さが、University of Munichが「ExcellenceInitiative
（2006年に導入されたドイツのエリート大学育成プログラム）」に選定される際の大きな理由とな
っている。
・UOM－GCは、発足当時から「International Visibility」が高かった。
・International Visibilityを高めるには、2つの重要な要素がある。第一が「Top Publication
を輩出すること」、第二が「研究面のGood Conceptを提示すること」である。
これらのコメントの中で、拠点としての成功をもたらす要件として注目すべきは、
「Top Publicationの輩出やGoodConceptの提示を通じ、InternationalVisibility
を高めていく」というやり方である。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・現在のディレクターであるProf．Patrick Cranlerが2004年に着任してから、組織内の求心力が
大いに高まった。
・Prof．Cramerは、主として3つのアプローチを通じ組織を刷新していった。第一に、UOM－GCのメ
ンバーに、組織として取り組んでいる研究の価値を確信させた。第二に、研究者間のインテグレ
ーションを大いに高めた。第三に、組織の研究活動を評価する仕組みとして「International
Scientific Advisory Board」を組成した。
・卓越したScientistであり、ノーベル賞候補者であるProf．Cramerは、組織内の人々をインテ
グレートするための非常に優れた能力を備えている。具体的には、Prof．Cramerは「High
ScientificQuality」と「SocialCompetence」を提示し、「CorporateIdentityに相当するもの」
を創り出すことができる。こうしたアプローチを通じ、組織内の人々に自らが取り組む研究の価
値を確信させる（to be convinced）ことが、組織全体の力を結集する上で非常に重要な役割を果
たす。
これらのコメントから、「組織内の研究者に、自らが取り組んでいる研究の価値を確
信させる」ことが拠点リーダーの重要な役割であり、このことが組織としての求心力
を高め、研究者間の連携や協力を促進していくことが示唆された。
また、「拠点の人材流動」について質問すると、以下の回答が得られた。
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・University of Californiain San Franciscoに在籍していたProf．GrosschedlがUOM－GCのデ
ィレクターに就任したことに伴い、1999年に、米国の大学と同様のTenure－TrackProfessorship
が導入された。
・現在のディレクターであるProf．Cramerは、上記のTenure－Trackシステムの下でUOM－GCに入り、
短期間でFull Professorとなり、さらに、nead of Gene Centerとなっている。
・UOM－GC　がトップ拠点としての発展を遂げた要因の一つとして、上述した「Tenure－Track
Professorshipの導入」を挙げることができる。本システムの導入により、各分野のリーダーをリ
クルートする動きやトップ人材がUOM－GCに集まってくる流れが促進された。
・優れた人材を引き付けるための良い環境が整うと、その後は、トップクラスのリーダーや研究者、
ボスドク、PhDなどが集めることが比較的容易になる。
これらのコメントから、「米国型のTenure－Trackシステムの導入」が、この拠点へ
のトップ人材や若手人材のスカウトを促進させた実態が見て取れる。
さらに、「若手人材の育成」については、以下のコメントが示された。
・UOM－GCには、ボスドクなどの若手人材が自らのビジョンの下で研究に取り組むことができる非常
に自由な環境がある。この環境は、UOM－GCの初代ディレクターのProf．Winnackerが提唱した組
織文化を基盤としている。
・若手人材がトップクラスのリーダーの下で研究に従事し、Natureに投稿するような論文を書き上
げたとしても、その時の経験が「研究者として独立した際に、自分の道を自分で切り拓く力」に
つながらなければ意味がない。
・UOM－GCは「若手人材が独立するための力を蓄える場や機会を与えること」を重視している。その
ために、若手人材が独立して研究活動を推進していく「JuniorResearchGroup（組織や予算の面
で独立して活動できる仕組み）」などを設けている。
加えて、「組織の規模」については、以下のコメントが示された。
・個々のプロジェクト運営においても、フラット型のマネジメントシステムが採用されている。
・UOM－GCの規模は、トップ拠点としての人材のクリティカルマスを満たしている。組織として大き
すぎることもなく、適正範囲にある。
・約250名のメンバーがおり、この内の約150名がScientistとなっている。ほかに、ボスドクや
PhDなどが在籍している。Scientistの内、パーマネントの割合は10％程度であり、5名のFull
Professorと数名のAcademic Staffが活動している。今後は、もう少しテニュアの割合は増える
事態が予想される。
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d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」については、以下のコメントが示された。
・UOM－GCの一部門であるLAFUGA（Laboratory forFunctionalGenome Analysis）の場合、50名を超
えるメンバーの内、大学からの提供資金で活動している人員は17名～18名である。したがって、
組織全体の約三分の二が、External Fundingで活動していることになる。
・外部資金の獲得は簡単ではないが、外部資金獲得に動くことが、研究のHighQualityを維持する
上で大きな効果をもたらす。リーダーには外部資金を引き付ける能力が必要であり、Professor
になるための重要な要件でもある。
・Professorには、教育面に加え、研究面での資金獲得能力と実績が求められている。この意味で、
かつてと比べ、ドイツの大学は大きく変貌している。
また、「拠点の評価」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・評価機関であるInternationalScientific AdvisoryBoardが、UOM－GCの世界的名声を維持する
上で大きな役割を果たしている。具体的には、「UOM－GCのScientific Qualityの検証」「UOM－GC
の中期戦略、長期戦略の策定」「UOM－GCに対する外部支援の獲得」などの面で研究水準の向上や
組織マネジメントに寄与している。
・International Scientific AdvisoryBoardは、原則として、5年に1回の頻度で活動評価を行
う。そのために、一部のメンバーが実際にUOM－GCに滞在する。
・Prof．CramerがInternationalScientificAdvisoryBoardを組成した後、最初に行われた外部
評価の結果として、UniversityofMunichのプレジデントに対し、UOM－GCの世界レベルでの研究
水準の高さ、UOM－GCへの大学としての支援の重要性を認識させることができた。
これらのコメントから、InternationalScientificAdvisoryBoardと呼ばれる「研
究評価の外部組織が行っている具体的な活動内容が、拠点の世界的名声を維持する上
で大きな役割を果たしている」ことが確認できる。
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2－3．環境・エネルギー分野におけるトップ研究拠点の調査
環境・エネルギー分野については、以下の3拠点を現地調査対象として取り上げた。
・英国エネルギー研究センター／UKEnergy Research Centre（UKERC）／英国
・ブッパータル気候環境エネルギー研究所／WuppertalInstitute for Climate，
Environment and Energy（WICEE）／ドイツ
・ポツダム気候変動研究所／PotsdamInstituteforClimateImpactResearch（PICIR）
／ドイツ
2－3－l．英国エネルギー研究センター／UK Energy Research Centre（UKERC）／
英国
UKERCのResearchDirectorであるProf．JimSkea、ExecutiveDirectorであるDr．
JohnLoughheadへのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点とし
ての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価シス
テム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・UKERCの創出は、2002年に英国政府のChief Scientist AdvisorであるSir David Kingが実施
したEnergy Researchのレビューが契機となっている。
・上記レビューの結論として、英国におけるEnergy Researchのレベルは不十分であり、数多くの
異なった場所でバラバラに研究が進められていることが指摘された。
・さらに、英国のEnergy Researchのレベルを高めるため、分散した研究資源を相互に連携し、重
点領域に集中して投入していく仕組みとして、「英国としてのEnergyResearchCentre」を設立す
べきことが示された。
・本提言がUK Research Councilに付され、Research Councilは課題解決の方策として、Energy
Research Centreの機能を備えた「大学群より成るコンソーシアム」を組成することを選択した。
これらのコメントから、UKRECは、「“政策サイドからのビジョン提示”を受けて誕
生したトップ拠点」であることが確認できる。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・その上で、大学群よりなるコンソーシアムを提案主体とし、英国にEnergyResearchCentre機能
を構築するためのプロポーザルを募った。
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3つのコンソーシアムから提出されたプロポーザルについて詳細な評価が行われたが、いずれの
提案も、ResearchCouncilが目指した「Technology」「Systems」「EnvironmentalIssuesJ「EcononlicsJ
「Social Science」の全てをカバーする拠点としては十分なものではなかった。
このためResearch Councilは、3つのプロポーザルの内容を踏まえながら、自らが主体となり、
「Technology」「Systems」「EnvironmentalIssues」「Economics」「Social Science」の全てをカ
バーできる新たなコンソーシアムを組成する方策を取った。
具体的には、UKERCのResearch DirectorであるProf．JinlSkeaがリーダーとなり、3ケ月かけ
て新たなコンソーシアムを組成した。
これらのコメントから、UKRECの場合は、「ビジョンをもとに拠点を立ち上げる段階
においても、政策サイドが主体的に関与していた」ことが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点の組織体制」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・UKERCは、「AdvisoryBoard」「SupervisoryBoard」「Directors Conmittee」より成る組織体制を
取っている。
・「AdvisoryBoard」は、産業界、政府、NGOなどの様々な機関に所属するトップクラスの研究者
や有識者より構成され、UKERCのビジョン、目的、プロジェクトなどを検討し、必要な提言を行う。
UKERCの運営において最も重要な機能として位置付けられている。
・「Supervisory Board」は年に2回の頻度で会合を持ち、Research CouncilなどのFunding
Organizationに対し、UKERCの活動状況や達成成果を報告する。ResearchCouncilがUKERCの運
営を公的立場からチェックする仕組みとして機能している。
・「DirectorsCommittee」は3ケ月に1回の頻度で会合を持ち、「0verallProgramBalanceJ「PriorityJ
「OperationIssues」について、課題の抽出、方向性の検討、方策の提示などを行う。
これらのコメントから、AdvisoryBoardと呼ばれる「トップクラスの研究者や有識
者より成る外部組織が、拠点のビジョン、目的、プロジェクトなどの検討において重
要な役割を果たしている」ことが確認できる。
また、「拠点の人材構成」について質問すると、以下の回答が得られた。
．．．?．．???
・UKERCのプロジェクトには80人のResearcherが参加しており、6つの研究グループに区分され
たネットワーク型組織が構成されている。グループ毎に研究をリードする大学が決められている。l
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿‖＿＿＿＿＿＿－＿＿＿胃＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿‖＿＿一一．．．．－．．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－1
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・エネルギー分野の研究で必要となる「人材のクリティカルマス」については、「人の数」ではなく、
「対象とするシステム全体（Complete System）を見渡せる専門人材（Expert）」を揃えることが
重要になる。現状の研究者は80名だが、対象とすべき全ての分野を効率的にカバーするためには、
120～150名程度にメンバーを増強する必要があると認識している。
・UKERCのプロジェクトに従事する期間については、プロジェクトリーダーとなるシニアクラスの
研究者の場合は5～10年の範囲を想定しており、理想的には7～8年を目安に置いている。
・一方、プロジェクトメンバーとなるジュニアクラスの研究者の場合は、母体である大学内での昇
進、他のプロジェクトへの参画などの理由で、4年程度の在籍期間を想定している。
これらのコメントから、「トップ拠点としての人材のクリティカルマス（活動に必要
となる最低限の人的資源）」については、「同一分野の研究者数を増やす」ことより、
「多様な分野の研究者を揃える（さらに、研究対象領域全域をカバーできるように人
材を揃える）」ことを重視していることが見て取れた。
さらに、「拠点のマネジメント」について、以下のコメントが示された。
・UKERCの運営において、「ビジョン、目的、プロジェクトなどの骨格部分」については「Advisory
BoardJ「SupervisoryBoard」「DirectorsCommittee」によるトップダウン型（hierarchical）の
意思決定は行われる。
・一方で、上記方針に基づく実際の研究業務については、現場主導のボトムアップ型のマネジメン
ト体制が取られている。中でも、各現場における若手研究者の自由度を高めることが重視されて
いる。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」について質問すると、以下の回答が得られた。
・UKERCは、最初の公募で選定したプロジェクトを、獲得済みの5年間のコントラクト枠を用いて
推進している。
・2008年からは、新たに獲得するコントラクト資金をもとに、二回目のプロジェクト公募を行う予
定である。
・5年間という比較的長期の資金漁を提示することが、トップクラスの大学や優れた研究者のプロ
ジェクト応募を促す大きな要因となっている。
これらのコメントから、UKERCでは「トップ人材を拠点に引き付ける上で、“5年程
度の比較的長期の資金源を提示する”ことが効果を発揮している」と考えることがで
きる。
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e．その他の関連事項
上記に加え、「その他の関連事項」として、以下のコメントが示された。
・UKERCと類似した組織体制を取っているトップ拠点として「Tyndall Centre for Climate Change
Research」が挙げられる。いずれも「Research」と「Policy」の両方に強く関与している点が共
通している。
・こうした体制は、「Basic and／or Fundamental Science」で「Large Equipment」が必要な分野に
おいて大きな効果を発揮する。
2－3－2．ブッバータル気候環境エネルギー研究所／Wuppertallnstitute for
Climate，Environment and Energy（WICEE）／ドイツ
WICEE　の　Vice President　である　Dr．－Ing．Manfred Fischecick、Research
OrganizarionでQuality Controlを統括するDr．－Ing．Oscar Reutterへのインタビ
ューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、
特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のよ
うになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・1991年にWICEEが創設された要因として、3つの特徴的な背景が挙げられる。第一に、1980年代
から1990年代初期にかけて、環境問題への社会的関心が非常に高まった。第二に、WICEEが立地
するノルトラインベストファーン州は「ドイツのエネルギー地域」であり、石炭産業に加え、発
電所や化学産業が集積していた。このため、地域として環境問題に取り組む必要があった。第三
に、当時の石炭産業の衰退を受け、地域の産業構造を変革するための先駆的研究開発が求められ
ていた。
・WICEE設立時は、財源のほとんどをノルトラインベストファーン州からのベースファンドが占め
ていた。人員も限られており、研究者数は25～30名程度だった。現在は、研究者以外のスタッフ
を含め、約150名の規模に達している。
これらのコメントから、WICEEは、「地方政府からの提供資金をもとに誕生したトッ
プ拠点」であることが確認できる。
また、「拠点発展の時間」について質問すると、以下の回答が得られた。
・従来の活動基盤を引き継ぐような形ではなく、「全く新しい機関」として誕生したため、ノルトラ
インベストファーン州での存在感を高め、世界的認知を獲得するまでに、かなりの時間を要した。
．．一一一一．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一H一一一一一一一一一一一一一一一一．．‾
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・初代プレジデントのErnst Ulrich Weizsackerが、ビジョナリー・リーダーの役割を果たした。
ErnstUlrichWeizsackerは環境分野のトップ研究者として認知されており、環境問題の有名書籍
の著者でもある。本著書は、ドイツ語だけでなく、外国語でも出版されている。
・WICEEの拠点としての発展フェーズは、以下のように区分できる。設立後の4～5年間が第一フェ
ーズに当たり、「AgendaSetting」の期間に相当する。初代プレジデントのErnstUlrichWeizsacker
を中心に、有名書籍の出版などを通じ、環境分野の新たなプリンシプルやアイディアを世界の研
究者や有識者に提示していった。
・次のおよそ10年間が第二フェーズに当たり、ThirdPartyFundingProjectなどをもとに、提示
したアイディアを具体化した期間に相当する。拠点の各研究リーダーが、SustainabilityResearch
やPolicy Consultingなど、年間約100件のThird PartyFundingProjectを推進してきた。
・上記の経緯を経て、2008年3月に新たなプレジデントを迎えた後、第三フェーズの活動がスター
トする。
これらのコメントから、「拠点独自の活動領域を開拓するために4～5年」「開拓領域
での活動基盤（資金源や人材など）を強化するために約10年」の時間を要していること
が確認できる。
さらに、「拠点発展の要因」について質問すると、以下の回答が得られた。
・WICEEは、「Application Oriented Sustainability Science」という専門領域にフォーカスした
研究拠点である。1991年の設立当時には「研究領域としての斬新さ」が注目され、合わせて「環
境問題へのApplicationを重視したこと」が、トップクラスの研究拠点としての発展を後押しし
た。
・設立時のスタッフの内、約三分の二はプレジデントや他の中核メンバーの人脈で集めた人材であ
る。それまで面識がなかった人材の採用は、全体の三分の一程度となっている。
・WICEEにトップクラスの人材が引き付けられる大きな理由として、「基礎研究ではなく、科学と政
策の両面を捉え、実際の応用を目的とした研究に取り組めること」、つまり「ApplicationOriented
な研究に取り組めること」、が挙げられる。この点が、大学や他の拠点と比較した場合の大きな魅
力になっている。
これらのコメントから、「Application OrientedSustainabilityScienceという独
自の活動領域を開拓した」ことが、拠点発展の大きな要因となったことが示唆される。
b．成功要因、特徴
前述の内容に加え、「拠点活動の特徴」として、以下のコメントが示された。
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・WICEEは、産業界、NGO、Ministryなどのニーズにマッチした「Solution Oriented」「Practical
Oriented」な研究を推進している。したがって、基礎的研究にはあまり取り組んでいない。
・WICEEの発展契機となった代表的研究成果として、1995年に出版された「FACTORFOUR－Doubling
Wealth，Having Resource Use」などが挙げられる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点の組織構成」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・現在、約150名のEmployeeの内、70～75名がResearcherとなっている。ほかに、TechnicalAssistant
やAdministrative Staffが在籍している。
・パーマネントスタッフの割合は、40～50％の範囲となっている。ノンパーマネントスタッフの場
合、通常は個々の研究プロジェクトに基づく参画となり、1年間～3年間の期限付きコントラクト
を取り交わす。在籍期間は、長くても4年程度となっている。
・パーマネントスタッフの割合を一定以下とすることで、「常に新しいアイディアが拠点に流れ込む
環境」を維持する効果がもたらされる。
・人材構成については、「InterdisciplinaryなTeamStructure」を構築したことが成功要因の一つ
に挙げられる。
・特定領域に着目すると、研究活動のためのクリティカルマスは、25～30名程度となっている。
これらのコメントから、「期限付きの形で、次々と新たな人材を引き込む」ことが、
「新しいアイディアが常に拠点に流れ込む環境を維持する」ことにつながっているこ
とが示唆される。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」については、以下のコメントが示された。
r．‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾．一一一．．‾‾‾‾．一一一一一一一．‾一一一一一一H‾‾‾‾一一‾‾‾‾‾‾‾
・現在、研究予算に占める「ノルトラインベストファーン州からのベースファンド」の割合は、20
～25％程度となっている。2007年度のThird Party Funding Projectの総額は、約1千万ユーロ
となっている。2008年度のThird Party Funding Projectの見込額は約800万ユーロとなってお
り、さらなる増額を目指している。
・WICEEとして「長期に渡る科学的アプローチ」に取り組む際にはベースファンドが必要となるた
め、ベースファンドの割合を増やすための方策が議論されている。
・WICEEの場合、予算の獲得はDepartment単位で進められる。したがって、予算獲得の責任は
Departmentにあり、個人レベルには直接的な責任は課されていない。
また、「拠点の評価」については、以下のコメントが示された。
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・毎年、12名の国際的サイエンティストで構成される「International Advisory Board」からの
Recommendationを得ることで、「研究の質」「研究領域」「研究チーム」などについて多面的評価を
行い、WICEEの科学的成果を検証している。
・また、長期的には、Scientific Council ofGermanyなどの評価をもとに、「Research ConceptJ
「Research structure」の刷新を図っている。
2－3－3．ポツダム気候変動研究所／Potsdamlnstitute for Climatelmpact
Research（PICIR）／ドイツ
PICIR　の　Deputy Director　である　Prof．Dr．Manfred Stock、Manager of the
Director’s officeであるDr．J6rg Pietschへのインタビューを行った。得られた結
果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジ
メント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点の発展経緯」については、以下のコメントが示された。
・PICIRは、「Natural Science」と「Social Science」を融合した「ClimateImpact Research」と
いう研究領域を対象とする専門機関として1992年に創設された。
・設立段階では、機関としての名声は確立されておらず、明確なミッションも定められていなかっ
た。
b．成功要因、特徴
「拠点の成功要因」については、以下のコメントが示された。
・PICIRの拠点としての発展は、創出時にビジョナリー・リーダーの役割を担った初代ディレクタ
ーのDr．JoergPietsch（現在のディレクターでもある）の信頼性、名声、能力に負うところが大
きい。
C．組織構成、マネジメント
「拠点の雇用形態」については、以下のコメントが示された。
・PICIRは、設立段階で40名分のPermanent Positionを持っていた。ただし、当初のStaff数は
約30名であり、その内の半数がPermanentという状況だった。
・PICIRは、その後、Permanent Positionの数を50名分増やし、最近、さらに75名分へと増加さ
せた。
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・ただし、「機関として75名分のPermanentPositionを持つ」ことは、「その機関に75名のPermanent
Staffが在籍している」ことを意味しない。あくまで在籍可能な最大数であり、実際に、現在PICIR
に在籍するPermanentStaffの数は約50名となっている。残りは期限付きStaffであり、大半を
ボスドクや学生が占めている。
また、「拠点の組織構成」について質問すると、以下の回答が得られた。
・原則として、PICIRとしての主要な意思決定はディレクターが行う。
・一方、プロジェクトマネジメントについては、権限を個々のグループやチームに出来る限り委譲
したフラット型の仕組みを採用している。
・独創的な研究テーマやプロジェクト企画は、2～3名のトップクラス研究者の集まりの中から生ま
れる。その後、PICIRにおける様々なレベルの議論が行われ、ブラッシュアップされていく。
これらのコメントから、当該研究領域（気候変動研究）では「2～3名のトップクラ
ス研究者の集まり」が、「独創的な研究テーマやプロジェクト企画を生み出すための人
材のクリティカルマス（最小限の人材の数や構成）」となっていることが示唆される。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」および「拠点の評価」については、以下のコメントが示された。
t－－．－．．－．．．．－．．．．．．－．．T．．．．．．．Tr．．．．一一－一一－－H－－－－一一一一一一一一一－－－－－－－－－，－－－－－－－－一一一一一－T－－一一一一－－一一一一－－一一－一一TT－－一一一一一T－－－－一一TT－－
・全予算の約65％が、FederalGovernmentとState Governmentから支給されている。
・2007年度の予算構成は、FederalGovernment及びState Goverrmentからの資金が約640万ユー
ロ、外部資金（Third Party Funding）が約330万ユーロとなっている。
・F。deralG。Vernm。nt及びStat。G。Vernmentの資金は政府機関から直接支給され、機関評価の役
割を担うライプニッツ協会を経由する形を取っていない。この点は、マックスブランク協会やフ
ラウンホーファー協会などに属する機関のケースとは異なる。
・ただし、ライプニッツ協会は、他の協会と同様に、政府からの資金支給額設定の根拠となる機関
評価の役割を担っており、協会による活動評価報告は、支給額設定にかなりの影響を与えている。
・こうした機関評価の一環として、PICIRは、毎年、ScientificAdvisoryBoardに活動報告を提出
している。さらに、一定期間毎にScientificAdvisoryBoardによる大規模な機関評価が行われ、
この評価結果が政府からの資金額増減に大きな影響を与える。PICIRの場合、1991年、1998年、
2007年に大規模評価が実施された。
・外部資金については、政府、EU、DFG（GermanResearchFoundation）、ライプニッツ協会、企業、
各種F。undati。nなど様々な機関から獲得しているが、ほとんどが「コントラク型のプロジェクト」
となっている。
・外部からの競争的資獲得は、機関としての人材流動を促進する効果をもたらす。
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2－4．情報通信技術分野におけるトップ研究拠点の調査
情報通信技術分野については、以下の5拠点を現地調査対象として取り上げた。
・ケンブリッジ大学コンピュータ研究所／ComputerLaboratory（UC－CL），University
of Cambridge／英国
・フラウンホーファーコンピューターアーキテクチャー＆ソフトウェアテクノロジー
研究所／FraunhoferInstitute Conlputer Architecture and Software Technology
（FI－CAST）／ドイツ
・フラウンホーファーオープンコミュニケーションシステム研究所／Fraunhofer
Institute for Open Communication Systems（FトOCS）／ドイツ
・フランス国立情報学研究所／INRIA／フランス
・フランス国立情報学研究所ソフィア・アンティポリス／INRIA－Sophia Antipolis
（INRIA－SA）／フランス
2－4－1．ケンブリッジ大学コンピュータ研究所／Computer Laboratory（UC－CL），
University of Cambridge／英国
UC－CLのTenured Senior LecturerであるDr．Frank Stajanoへのインタビューを
行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」
「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようにな
る。
a．発展経緯
「拠点の発展経緯」については、以下のコメントが示された。
・UC－CLは、1937年に、当時のPhysicsやMathematics部門の計算・演算関連（この時点では、ま
だコンピュータは存在していない）のニーズに専門的に応える機関として創設された。
・第二次世界大戦後、Prof．Sir Maurice WilkesがEDSACIの開発プロジェクトを推進し、世界初
のコンピュータ開発に成功したことが、トップ拠点としてのUC－CLのその後の発展のエポックと
なった。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・トップ拠点として見た場合、UC－CLの第一の特徴として、「基礎的研究」と「スタートアップ企業
創設などを通じた産業イノベーション」の両方に貢献していることが挙げられる。
・UC－CLは、産業界との深いつながりを構築している。
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・第二の特徴として、「SystemOriented」な視点を重視し、先端研究に取り組んでいることが挙げ
られる。
・第三の特徴として、対象分野における「トップ研究者のクリティカルマス」が存在することが挙
げられる。
ここでクリティカルマスとは、「トップ研究者の数」のことではなく、「トップ研究者がカバーす
る専門分野」のことを意味する。
・トップクラスの研究成果を生み出すためには、トップ人材が異分野との交流を深めることが極め
て重要になる。
これらのコメントから、「トップ拠点としての人材のクリティカルマス（活動に必要
となる最低限の人的資源）」については、UC－CLは「同一分野の研究者数を増やす」こ
とより、「多様な分野の研究者を揃える」ことを重視していることが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点の組織構成」については、以下のコメントが示された。
・UC胃CLの場合、昇進プロセスはテニュアトラックだけであり、それ以外のパスは設けられていな
い。
・ただし、例えば、3年間の期限限定付きの「リサーチフェローシップ」などの制度は存在する。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」については、以下のコメントが示された。
・UC－CLの資金構成の変遷を見ると、設立当初は学内からの資金が中心だったが、世界初のコンピ
ュータ開発の成功というエポックを経て、研究領域が拡大していくにつれ、外部からの競争的資
金獲得が増大している。
・UC－CLの場合、所属する研究者に外部資金獲得の義務は課されていないが、外部資金を獲得でき
ず、結果として研究成果が上がらなければ、組織を去らなければならない。
2－4－2．フラウンホーファーコンピューターアーキテクチャー＆ソフトウエアテ
クノロジー研究所／Fraunhoferlnstitute Computer Architecture and Software
TeChnoIogy（FトCAST）／ドイツ
FITCASTのInstitute HeadであるProf．Dr．StephanJahnichenへのインタビュー
を行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」
「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようにな
る。
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a．発展経緯
「拠点の発展経緯」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・FI－CASTは、1983年にGermanNationalResearchCenterforInformationTechnologyのInstitute
として創設され、2001年にフラウンホーファー協会に所属する機関となった。
・FI－CASTの活動領域は、第5世代コンピュータの研究が盛んだったころはComputerArchitecture
が中心だったが、現在は、Software Technologyに関する研究が成果を上げている。
・現在のディレクターであるProf．StephanJahnichenの就任に伴い、Instituteの活動領域を
Software Technologyへと大きくシフトした。
これらのコメントから、FI－CASTがトップクラスの研究拠点としての発展を継続し
ていくために、「新たなディレクターの登用を通じ、活動領域の刷新を図っている」こ
とが見て取れる。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・一つの領域に固執していると、トップ拠点としての研究成果を生み出し続けることができない。
組織として常に進化していく必要がある。機関に在籍するパーマネントスタッフの割合を一定以
下にしている（人材流動性を高めている）理由の一つがここにある。
・フラウンホーファー協会に所属している各Instituteは、それぞれ独立して活動している。
・FI－CASTに優れた研究者が集まってくる理由は、ここに来ると「Hot Topicsの仕事」に取り組む
ことができるからである。
・FI－CASTのサラリーは類似の政府機関と同レベルにあり、必ずしも高いわけではない。産業界の
方が、サラリーは高い。
・FI－CASTの研究拠点としての最大の魅力は、「研究者としてキャリアアップするための優れた仕事
環境」を提供できることにある。
これらのコメントから、FトCASTに優れた人材が集まるのは、「“Hot Topics”に取
り組むことができ、‘‘研究者としてキャリアアップつこつながる」ことが大きな理由と
なっていることが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・FI－CASTには約120名のスタッフが在籍しており、約40％がパーマネントスタッフとなっている。
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・原則として、Instituteとしての意思決定はディレクターが行う。Instituteの活動成果について
も、ディレクターが責任を負う。
・フラウンホーファー協会の場合、ディレクターを選定する際の条件として、「Director of
Institute」と「Chair of Professor」を兼務する形態を求めるケースが多い。
・プロジェクトマネジメントについては、権限を個々のチームやグループに出来る限り委譲したフ
ラット型の仕組みを採用している。
これらのコメントから、「原則として、マネジメントの権利と責任がディレクターに
集約されている」ことが分かる。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・フラウンホーファー協会に所属するInstituteの場合、活動資金の20～30％が協会からのBasic
Fundの形で支給される（なお、これに対し、マックスブランク協会の所属するInstituteの場合
は、80％程度がBasic Fundの形で支給される）。
・フラウンホーファー協会が各Instituteに分配する資金源の構成は、90％がFederal GovernJnent
からの資金、10％がState Governmentからの資金となっている。
・FトCASTの資金の内、フラウンホーファー協会のBasic Fundは30％程度であり、残りの70％は
Industry、EU、政府などから獲得した競争的資金（Third Party Funding）となっている。
これらのコメントから、基本的には「年間予算の約20～30％が、プロジェクト公募
などの競争的プロセスを経ずに、フラウンホーファー協会からの基盤資金の形で提供
されている」ことが分かる。
そこで、「協会からの資金配分」について質問すると、以下の回答が得られた。
・フラウンホーファー協会から支給されるBasicFundについても「安定的資金としての性格」は持
っておらず、資金獲得に関する厳しいルールが定められている。
・そして「協会のBasicFundを獲得するための厳しいルールが定められている」ことが、フラウン
ホーファー協会に所属する各Instituteに成功をもたらす大きな要因となっている。
・予算獲得のため、毎年、11月に各Instituteのディレクターとフラウンホーファー協会の間で予
算交渉が行われる。予算交渉の場で、各ディレクターが「外部研究資金の獲得実績」や「研究成
果」の発表を行う。その上で、産業界やEUなどからの外部研究資金の総額に従い、協会が支給す
るBasic Fundが決定される。
・したがって、フラウンホーファー協会に所属する各Instituteの間には、協会からのBasic Fund
をより多く獲得するための競争が存在する。
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．．．???
．
・Instituteのディレクターは、フラウンホーファー協会との予算交渉を行う前に、Institute内の
複数のDepartment Headとの会合を持ち、「外部研究資金の獲得実績」や「研究成果」の内容を
詰める。
これらのコメントから、「資金配分のための“厳正な算定プロセス”」が定められて
いることが、「フラウンホーファー協会に所属する各Instituteの内部には適度の緊張
を、またInstitute間には競争をもたらし、これが拠点としての活力につながってい
る」ことが把握できる。
さらに、「拠点の評価」については、以下のコメントが示された。
・研究活動状況について、「SteeringBoard」による外部評価が年に1回行われる。Instituteのデ
ィレクター、各Instituteに属するDepartment Headが、Steering Boardへの活動報告を行う。
・その上で、SteeringBoardが各Instituteに関する活動評価報告書を取りまとめ、今後の活動へ
の助言と合わせ、フラウンホーファー協会本部に提出する。SteeringBoardのメンバーの多くを、
産業界の人材が占める。
・lnstituteのディレクターは、例えば、研究テーマや組織の変更などについてSteering Boardの
助言を受けた場合でも、必ずしもその助言に従わなくて良い。ただし、助言に従わず失敗した場
合は、負うべき責任が一層高まる。
・本来、Steering Boardの助言はディレクターによる機関運営を支援するための出されるもので、
これらの助言を受け入れた方が良い結果をもたらす場合が多い。
2－4－3．フラウンホーファーオープンコミュニケーションシステム研究所／
Fraunhoferlnstitute for Open ConTnunication Systems（FトOCS）／ドイツ
FI－OCSのVice DirectorであるDipl．－Ing．Berthold Butcherへのインタビューを
行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」
「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようにな
る。
a．発展経緯
FI－OCSは、Hahn－MeitnerInstituteを起源としており、いくつかの統合、分離の動
きを経て、1988年に創設された。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」については、以下のコメントが示された。
・フラウンホーファー協会には56のInstituteが所属しており、約13，000名のEmployeeが在籍し
ている。
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・活動領域は、「Microelectronics」「Production」「Infornation and Conlmunication TechnologyJ
「Materials andComponents」「Life Sciences」「Surface Technology andPhotonics」「Defense
and Security」の7つのAllianCeによって構成されている。
・全体の予算規模は、約13億ユーロに達する。
C．組織構成、マネジメント
「組織の詳細」については、以下のコメントが示された。
ド‾‾．‾‾‾‾‾‾‾‾‾．‾‾‾‾‾‾‾‾‾．‾．・．Ⅰ．一・一一一一．．．．．一一‾．．一一一一一一一一一一H一一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿＿．H一一一一一一H一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．．一一
・FI，OCSには、Scientist、Student、Technician、AdministrativeStaffを含め、約220名のEmployee
が在籍している。Employeeの出身地域は26ヶ国に及ぶ。
・フラウンホーファー協会に所属するInstituteの場合、「Scientific Personnelの内、Permanent
Positionを持つ者は50％以下でなければならない」という共通ルールが定められている。
・FI－OCSは、Directorate、及び「SnlartEnvironments」「NextGenerationNetworkInfrastructures」
「NetworkResearch」「ModelingandTesting forSystemandService Solutions」「Electronic
Governmentand ApplicationsJ「Open Communication Systems」の6つのCornpetence Centerに
よって構成されている。
・ディレクターやCompetence Centerのリーダーは、基本的にPermanent Positionを持っている。
ただし、Competence Centerのリーダーについては、リーダーとした登用された当初は、まだ
Permanent Positionを持っていないケースも見られる。
・Research Group単位で見ると、30～40％程度がPermanent Positionを持つ者となっている。
・一つのResearch Groupが長期間活動を継続することが保障されているわけではない。Groupの
研究テーマが陳腐化した場合は、統廃合などの措置もあり得る。
・Groupが閉鎖された場合は、研究者のPernlanentとしての地位は保持されるが、研究活動を継続
することが困難な事態が生じ得る。
・個々のプロジェクト運営については、権限を個々のグループやチームに出来る限り委譲したフラ
ット型のマネジメントシステムが適用されている。
さらに、「研究ニーズ」や「研究パートナー」を探索する独自のアプローチとして、
「Alumni Program」が紹介された。
・FI－OCSは、「Former Employees」「Research Fellows and Friends」「Partners」などを対象とし
た「Alumni Program」を運営している。
・具体的には、年に1回、FI－OPCによるInformation FestivalやPartyなどが開催され、全ての
AlumiMemberが招待される。さらに、年に4回の頻度で、NewsLetterによるAlumiMemberへの
情報発信も行っている。
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・「AlumiProgran）」の下で、世界各国の企業や研究機関などに所属するAlumiMeのberとのコミュ
ニケーションを重ねることが、「研究ニーズ」や「研究パートナー」などの探索において大きな効果
を発揮している。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・FトOCSの予算規模は、2004年度を例に取ると、約1，470万ユーロとなっている。
・予算構成についてのルールがあり、フラウンホーファー協会から提供されるBase Fundの額は、
予算全体の30％以下とすることが定められている。ただし特別の理由がある場合は、40％まで割
合を引き上げるケースもある。
・いずれにしても、通常は、毎年、全体の70％以上の予算を、FI－OCS独自で外部から獲得しなけれ
ばならない。
これらのコメントから、「年間予算の30％程度が、プロジェクト公募などの競争的プ
ロセスを経ずに、フラウンホーファー協会からの基盤資金の形で提供されている」こ
とが見て取れる。
このことは、見方を変えると「年間予算の70％程度を、プロジェクト公募などの競
争的プロセスを通じ、外部資金として獲得している」ことを意味する。
そこで、「拠点として、これらの外部資金を獲得できないケース」への対応について
質問すると、以下のコメントが示された。
・外部からの獲得資金の割合が上記基準に満たない場合は、予算や人員の削減、機関としての閉鎖
などの措置が起こり得る。実際に昨年のケースを見ても、2つのInstituteが統合され、1つの
Instituteが閉鎖されている。
・このように、2～3年に渡り外部からの獲得資金が50％程度に止まるようなケースでは、最初に
「Institute内のGroup縮小」や「マネジメントへの支援」などの種々の措置を取った上で、それ
でも結果が出ない場合はInstituteの閉鎖が議論されることになる。
・毎年、外部資金の獲得額をチェックし、目標に達しない場合は人員削減などの措置が検討される。
ただし、一方では、予算以外の活動成果（例えば、産業界と連携状況、論文の発表状況、修士や
博士などの人材育成状況など）を考慮した総合的な評価も行われている。
また、「拠点への配分資金を定める“厳正な算定プロセス”」について、その具体的
内容を質問すると、以下の詳細コメントが示された。
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・フラウンホーファー協会からのBase Fundの支給額は、Instituteが獲得した外部資金の種類と
金額に応じ、以下のルールに従い算出される。
・第一に、「IndustrialProject（withIndustrialPartner）」として外部資金を獲得した場合、獲
得額の10～40％の相当する額がBase Fundとして支給される。
・第二に、「EuropeanProject」とした獲得した外部資金に対しても、獲得額の一定割合がBaseFund
として支給される。
・これに対し、「PublicProjectwithGovernment（ドイツ国内の政府関連プロジェクト）」として獲
得した外部資金に対しては、Base Fundは全く支給されない。
・以上のルールに従い、上限30％の範囲にて、各Instituteに支給するBase Fundの額が算出され
る。
さらに、「拠点の評価」については、以下のコメントが示された。
・研究活動などの評価については、産業界や大学などの人材から成る「Evaluation Board」が助言
を行う。これらの助言を受けて、フラウンホーファー協会のプレジデントとBoard of Directors
が、各Instituteに対する評価結果を決定する。
・各Instituteにおいては、Competence Centerのリーダーが、Center毎の予算目標達成に対する
責任を負っている。
・各Competence Centerの予算達成状況が、Instituteにより年に4回の頻度でチェックされる。
同時に、Instituteとしての予算達成状況も、フラウンホーファー協会により年に4回の頻度でチ
ェックされる。
合わせて、「Institute内におけるCenter間の連携」や「他のInstituteとの連携」
を促す仕組みとして、以下のコメントが示された。
・Center単位での厳密な予算チェックを行う一方で、Competence Center同士のコラボレーション
を高めるため、Instituteとしての働きかけも行っている（各Centerが予算目標を達成する必要
からプロジェクト予算の独占にこだわり、他のCenterとの連携を避け、結果として最適な体制を
組めずにプロジェクトの受託機会を逃すような事態を避けるため）。
・また、上記Center間の連携に加え、Institute間の連携を促進する目的で、「FraunhoferInternal
Programs」という仕組みが導入されている。
・「FraunhoferInternal Programs」は5～6年前に始まったプログラムであり、フラウンホーファ
ー協会の本部資金をベースに、複数のInstituteによる共同提案プロジェクトへの支援を行う。
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2－4－4．フランス国立情報学研究所／川RIA／フランス
INRIAのEuropean＆International AffairsのDirectorであるDr．Fraocois Brown
de CoIstoun、Dr．Pierre N6pomiastchyへのインタビューを行った。得られた結果を
もとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメン
ト」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点の発展経緯」については、以下のコメントが示された。
INRIAは、1967年に設立された「IRIA（ResearchInstitute for Computer Science and Automatic
Control）」を母体とし、活動ミッションを「Research」と「TechnologyTransfer」へと特化するこ
とを目的に、1979年に組織改編された。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」については、以下のコメントが示された。
・INRIAはフランスにおける情報通信分野の中核機関であり、ハードウェアを除く全ての技術を対
象とした研究活動を展開している。
・ソフトウェアに関するアカデミックリサーチに着目した場合、フランス全体の四分の一の人材が
INRIAに集まっている。この他、CNRSにも四分の一の人材が集まっており、残りが大学の人材に
なる。情報通信分野において、IRIAとCNRSは研究中心、大学は教育中心の活動を行っている。
・Iか限IAは、世界トップレベルのステータスを維持・拡大していくための戦略ビジョンとして、
「Scientific Excellence」と「Attractivity（優れた研究者がINRIAに来たいと思うこと）」の
2つを重視している。
・INRIAがトップ拠点として発展を遂げた大きな要因として、「プロジェクト提案の選抜」や「プロ
ジェクト成果の検証」に用いられる「優れた評価プロセス」の存在が挙げられる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点の構成」について質問したところ、以下のコメントが得られた。
・INRIAはフランス国内に8つの研究拠点を持っている。各拠点は、CNRS、国内の大学、国外機関
との強いパートナーシップを構築している。
・これらのパートナーシップがもたらす「人材ネットワークや知恵の集積（クリティカルマス）」を
基盤として持つため、拠点単独では対応可能な規模を超えた「より大規模な研究活動」にも積極
的に取り組んでいる。
・結果として、INRIAの場合、「“世界トップクラスの研究プログラム”を生み出すた桝こ必要な人
材を、拠点内に集める」ことは重視していない。
・IⅦIAは、「“世界トップクラスの研究拠点”として運営可能な範囲に、拠点内の人材規模を抑え
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る」ことを重視している。
・具体的には、拠点を統括する一人のディレクターがマネジメントできる最大規模を600名と定め
ており、過去40年間にINRIAの活動が拡大・発展していく中で、一つの拠点に所属する人材規模
が600名を超える段階になると、新たな拠点を創出する方策を取ってきた。
これらのコメントから、INRIAは「外部の人材や機関とのネットワークを基盤とし、
トップ拠点としての活動を展開している」ことが分かる。
そこで、こうした「ネットワーク型拠点のマネジメント」について質問すると、以
下のコメントが示された。
・INRIAの場合、一つのプロジェクトの構成人数は15名～25名が一般的である。
・ただし、この内、INRIAのメンバーが5名程度に限られるケースがかなり見られる。つまり、プ
ロジェクトチームにおいて、INRIAの人材よりも、「大学（主に学生）、CNRS、産業界、あるいは国
外から参画した‘‘外部人材”」が大きな割合を占めるケースがかなりある。
・INRIAは、「ネットワーク型組織」及び「フラット型組織」の特徴を活かした活動を展開している。
したがって、INRIAのようなタイプの場合、「取り組んでいる研究プログラムの質」「研究者同士の
コミュニケーションの質」「外部機関とのパートナーシップの質」が、研究活動の成否を大きく左
右する。
d．資金構成、評価システム
「拠点の評価」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・INRIAがトップ拠点として発展を遂げた大きな要因として、「プロジェクト提案の選抜」や「プロ
ジェクト成果の検証」に用いられる「優れた評価プロセス」の存在が挙げられる。
・現在、INRIAには約3，500名の人材が在籍している。これらの人材が8つの拠点に分かれ、約150
の研究チームを形成している。
・個々のプロジェクトは、これらの研究チームを主体とした「ボトムアップ型」のプロセスから生
まれ、プロジェクトとして立ち上がった後も、研究チームを主体とした「フラット型」の仕組み
で運営される。
・具体的には、最初に、共通の関心を持つメンバーが集まり、プロジェクトを発案し、発案したプ
ロジェクトをプロポーザルとして取りまとめる。
・次に、通常、4年間に渡る予算獲得を目指し、所属する拠点（フランス各地に設立されているINRIA
のリサーチセンター）に対し、プロポーザルを提出する。
・プロポーザルについてINRIA内でプレゼンテーションを行う際には、プレゼンテーターは必ずし
もINRIAに所属している必要はない。実際に研究チームにおいて中心的役割を果たすCNRSや大学
に所属する人材が、プレゼンテーションを通じ提案内容の価値をアピールするケースも見られる。
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・つまり、INRIAは、外部のトップクラス研究者にとっても、「自らのアイディアを具体のプロジェ
クトとして立ち上げる場」として有効に機能している。
・各研究チームからのプロポーザルが出揃った段階で、「プロジェクト提案の選抜」を行うための仕
組みとして、「IMIIA独特の厳正な評価プロセス」が適用される。具体的には、十分な時間をかけ
て「拠点レベルでの厳正な評価」が行われる。その際、評価の質を高めるために、「提出されたプ
ロポーザルについて、“拠点に所属する全てのINRIAの研究者”による評価コメントを吸い上げ、
これを分析し、プロジェクトの採否に反映していく」ことが重要なポイントになる。
・拠点レベルの審査を通過した後、さらに、「国レベルでの厳正な評価」が行われる。この段階でも、
「INRIA独特の厳正な評価プロセス」が適用される。具体的には、外国人を含むトップ有識者など
から成る「Special National Commission for Evaluation」を組織し、Commissionを母体とした
評価を行う。こうして国レベルの審査を通過した後、大統領による承認を経て、最終的にプロジ
ェクト予算が認可される。
これらのコメントから、INRIAはネットワーク型拠点として、「外部のトップクラス
研究者にとっても、自らのアイディアを具体のプロジェクトとして立ち上げる場」と
して有効に機能していることが分かる。
また、「プロジェクトの厳正な評価システム」が必要となることも確認できる。
そこで、「プロジェクト評価」の具体的方法について質問すると、以下のコメントが
示された。
・予算が認可されると、各研究チームは4年間に渡る予算と独自の運営権限を獲得した形となり、
専用のアドミニストレーションスタッフや秘書を持つことができる。プロジェクトアジェンダに
ついても、チームとして独立した形で策定、運営することができる。
・ただし、予算認可後、4年が経過した段階で、「プロジェクト成果の検証」を行う仕組みとして、
再び、「INRIA独特の厳正な評価プロセス」が適用される。具体的には、評価組織である「Special
National Commission for Evaluation」によるプロジェクト評価が、二日間に渡り実施される。
・第一日目は、類似領域で活動する複数の研究チームが一同に介し、Comissionの前で、研究チー
ムの代表者が4年間の研究成果を発表する。類似領域での研究成果を発表し合うことで、他の研
究成果との差異が一目瞭然となる。本発表を通じ、Commlssionが個々のプロジェクトの独自性や
優位性を厳しく査定していく。
・第二日目は、各研究チームを分離し、チーム毎に、プロジェクトの詳細についてCommissionとの
質疑が持たれる。会合には、チームに所属する全メンバーが出席する。本質疑を通じ、提案した
プロジェクトを組織し、推進していくリーダーの力、チームとしての総合力などが厳しく査定さ
れる。
・二日間に渡る審査を経て、プロジェクトを継続すべきか中止すべきかが決定される。継続が認め
られた場合、最長で4年間（合計で8年間）、さらにプロジェクトに取り組むことができる。
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さらに、こうした厳しい評価制度に応え、「新たなプロジェクトを立ち上げ、継続し
て推進していく研究リーダーの資質」については、以下のコメントが示された。
・INRIAに所属する研究者にとって、こうした厳しい評価制度に応え、新たなプロジェクトを立ち
上げ、立ち上げたプロジェクトを継続して推進していくために、研究リーダーとしての優れた資
質が非常に重要になる。
・具体的には、自らが発案したプロジェクトの価値を、他の研究者に対して定義していく力が求め
られる。つまり、「プロジェクトで何を目指し、そのためにどのような組織を立ち上げ、組織を基
盤としてどのようにプロジェクトを進め、最終的にどうやってゴールに達するのかを‘‘描き出す
力”」が非常に重要になる。
・このため、INRIAの人材採用（人数が限られているので、競争率は非常に高い）においては、研
究リーダーとしての資質を持った人材をスクリーニングし、これらの人材を優先して採用するこ
とが行われている。
・なお、INRIAの場合、プロジェクトを立ち上げる際にも、研究チームとして必要な能力を持つ候
補者の中から、最も優秀な人材を登用する傾向が強い。したがって、INRIAに採用された後も、内
部での活動環境は非常に競争的である。
2－4－5．フランス国立情報学研究所ソフィア・アンティポリス／川田Å－Sophia
AntipoIis（用RIA－SA）／フランス
INRIA－SAのVice Chairman of ResearchProject CommitteeであるDr．Dericheへ
のインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」
「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめ
ると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点の発展経緯」については、以下のコメントが示された。
INRIAは、1967年に設立された「IRIA（ResearchInstitute for Computer Science and Automatic
Control）」を母体とし、活動ミッションを「Research」と「TechnologyTransfer」へと特化するこ
とを目的に、1979年に組織改編された。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」については、以下のコメントが示された。
・研究にとって重要なのは、「科学的充足（ScientificSufficiency）」である。研究環境に加え、地
の利や利便性などのトータルな魅力が研究者をひきつける。
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・ニースやソフィア・アンティポリスは、Quality ofLifeから見て（研究者だけでなく家族、特に
子供にとって）ベストな環境と言える。ここでの研究を希望する人材は多く、したがって拠点へ
の採用や採用後の研究活動における競争も激しくなる。
・INRIA－SAは、地中海全域に広がるネットワークをもとに優れた人材を集め、連携している。
・INR工A－SAでは、「起業リスク」を取る研究者に対し、INRIAのパーマネント資格を失うことなく数
年後に研究所に戻ることを認め、これを制度化している。本制度の下で研究者による起業を支援
し、産業クラスター形成に貢献している。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」については、以下のコメントが示された。
・INRIA－SAのプロパー研究員は450名程度（このうち360名が研究者、PhD課程学生）。はかに大学、
CNRSの連携研究員が所属している。
・研究プランはフラットな構造の中で作られ、ディレクターと研究者が議論して設計する。現在、
30のプロジェクトチームが活動している。
・研究プロジェクトのライフタイムは12年（6年／期×2期）程度。新しい科学をキャッチアップ
するために約10年をかけ、次のプロジェクトへとシフトしていく。
・INRIA－SAの場合、プロジェクトとして必要なクリティカルマスは20人～30人程度である。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」及び「拠点の評価」については、以下のコメントが示された。
・研究費は、半分を産業界から、残り半分を政府から得ている。
・研究評価のポイントとして、「生み出される科学の重要性」と「産業への影響（Transfer）」を重視
している。
・INRIAの研究成果に対する評価機関は、主として「科学省」と「産業省」になる。
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2－5．ナノテクノロジー・材料分野におけるトップ研究拠点の調査
ナノテクノロジー・材料分野については、以下の5拠点を現地調査対象として取り
上げた。
・ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研究所／Cavendish Laboratory，University
of Cambridge（UC－CVL）／英国
・ベルリン工科大学材料科学＆技術研究所／TechnicalUniversityBerlin，Institute
of Materials Science and Technologies（TUB－IMST）／ドイツ
・グルノーブル工科大学・Minatec／Minatec，GrenobleInstitute of Technology
（GIT－Minatec）／フランス
・フランス原子力庁電子情報技術研究所・Minatec／Minatec，CEA（CEA，Minatec）／フラン
ス
・フランス国立科学研究センターCRHEA／CNRS－CRHEA／フランス
2－5－1．ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研究所／Cavendish Laboratory，
University of Cambridge（UC－CVL）／英国
UC－CVLのDepartment of Physics　のHead of Department　である　Prof．Peter
Littlewoodへのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての
「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」
をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点の発展経緯」については、以下のコメントが示された。
・UC－CVLは、UniversityofCambridgeの「DepartmentofPhysics」の別称である。Universityof
Cambridgeには「DepartmentofAppliedMathematicsandTheoreticalPhysics」や「Department
ofAstronomy」などのPhysicalSciences関連の複数の研究拠点があり、CVLはその中の一つに当
たる。
・これらの研究拠点の中で、UC－CVLは、「Experinlental Physics」に特に優れた拠点として位置付
けられる。
・UC－CVLは、1875年に創設された。設立後のFirstCavendishProfessorが電磁気学の世界的権威
のマックスウェル博士であることに象徴されるように、設立段階から常に世界トップクラスの地
位を維持してきた。
・UC－CVLがターゲットとする活動領域は、「FundamentalPhysics」における「エレクトロン」「ニ
ュートロン」「「Ⅹ－RayScattering」の発明から、これらの技術の「Biology」への応用、さらには
「Structure of Protein」へと、時代の変遷に応じ何回も変化している。
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b．成功要因、特徴
「拠点の成功要因」については、以下のコメントが示された。
・UC－CVLには、「特定の領域が非常に重要になる（重要になりすぎる）時が、その領域から去る時
だ」というポリシーが存在する。
・UC－CVLは、多様な領域において様々な研究課題に取り組むことを志向している。
また、「拠点としての魅力」について質問すると、以下の回答が得られた。
・「トップクラスの研究拠点である」ということは、そこに「トップクラスの研究がある」というこ
と。そして、「トップクラスの研究がある」ということは、そこに「トップクラスの研究者がいる」
ということを意味する。
・そして、この「トップクラスの研究者を集める」ためには、「Not Yet Visibleな研究領域を見つ
け出す」ことが最も重要なポイントになる。
・トップクラスの研究者がケンブリッジに集まるのは、第一に、こうした「Not Yet Visibleな研
究」に取り組む機会を掴むため、第二に、こうした「NotYetVisibleな研究」を支援できる「優
れた学生」が集まっているからである。
・直近の取り組みとしては、「PhysicsforMedicine」を対象とした新たな研究センターの立ち上げ
が挙げられる。
．UniversityofCambridgeは昔からPhysicsに強く、Physicsを活かすことでBiologyの強みも蓄
積されている。にもかかわらず、10～15年前までは「Medicine」を「ScientificDiscipline」と
してほとんど取り上げておらず、今後の発展が期待されている。
‾‾’．－－－一一一一－－一一一一一一一－－－－－－－－一一一－T一一T－－－－・－－－一一一一－－－－－T一一一一－一一－．．－－T－－－－－－－r－T一一T－T一一一一T一一一一一一一一－一一－一一一一一一一L－．－．．．－．T．T．．．．．
これらのコメントから、前述のポリシーを受けて、「Not Yet Visibleな研究領域を
見つけ出す」ことを拠点のビジョンとして掲げていることが確認できる。
そして、この「特定領域への研究者らの注目と集中がピークに達する頃には、新た
な研究領域の探索へとシフトすべきである」という拠点のビジョンが、「トップクラス
の研究者を集める」ための大きな求心力を形成していることが把握できる。
C．組織構成、マネジメント
「ビジョンを具体化するプロセス」については、以下のコメントが示された。
・「Physics forMedicine」の研究センター構想が生まれた契機は、「Department ofPhysics」と
「C1inicalSchool」の2人の前任ヘッドが議論し、これらの2つの組織を連携することで、あら
たな「Not Yet Visibleな研究」を創出できると判断したためである。
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・こうして提示された新たなビジョンを実際に具体化したのが、現在の「Department of Physics」
のヘッドなどである。ビジョンを提示すること以上に、提示されたビジョンを具体化していくリ
ーダーが必要であり、ビジョンを実現するための仕組みを作り、人や資金を集めるなど、戦略的
な動きをまとめていくことが極めて重要である。
・UC－CVLにおいては、誰でも新たな研究ビジョンを提示できる。そして、提示したビジョンに対す
る他の研究者の共感を獲得できれば、新たな動きを創り出すことができる。UC－CVLは、ビジョン
の提示とその実現において、極めて「フラットな組織構造」を取っている。
また、「組織の人材や環境」については、以下のコメントが示された。
・UniversityofCambridgeの場合、拠点のマネジメントにおいて最もパワフルに活躍するのは「Head
ofDepartment」である。多くの意思決定を行い、予算も管理していく。Departmentが進む方向を、
自ら定めていく。
・分野によって異なるが、UC－CVLの場合、トップクラスの人材が5人程度集まれば、トップクラス
の研究成果を生み出すためのクリティカルマスは満たされるものと想定している。人数が多くな
りすぎるとInteractionが途絶える弊害が出る。
・トップクラスの研究拠点として、活動スペースや活動環境も非常に重要だが、UC－CVLの場合、こ
の点についてはあまりうまく対処できていない。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」については、以下のコメントが示された。
・UC－CVLの活動資金については、最も少ない算定となる「SpendableResearchBudget（FacultySalary、
CapitalExpenditureなどを含まない）」で見ると、約1，600万ポンド／年となる。
・このほか、「サラリーが1，000万～1，200万ポンド」「CapitalExpenditureが約1，250万ポンド」
「CapitalInjectionが平均で約4，500万ポンド」「その他の大学施設使用費などが、約5，000万
ポンド」の規模となっている。
・外部から獲得する競争的研究資金については、「研究者が個人で応募するResearch Fund」と
「Department単位で応募するResearch Fund」が挙げられる。
・個々の研究者の資金源は、「個人で競争的に獲得した資金」と「Department単位で獲得した競争
的資金からの配分」の2つが挙げられる。
・かなりのGraduate Studentが、この内の「Departmentが提供する活動資金」を、競争的に獲得
していく。ケンブリッジ地域には、他にも様々なResearchFellowshipを獲得する機会が提供さ
れている。
51
・こうして自らの活動資金を確保したGraduateStudentは、個々の研究者が提供する活動資金では
なく、研究者が取り組んでいる研究テーマの価値に応じ、主体的に所属研究室を選ぶ傾向が高ま
る。基本的には、ボスドクの場合も同様の傾向が見られる。
さらに、「研究者の昇進や流動」については、以下のコメントが示された。
・研究者の昇進については、Departmentではなく、外部組織の「Separate Committee」が判断を下
す。このCommitteeは、毎年、評価のための会合を開く。
・Committeeのメンバーは、関係する多様な領域のHead ofDepartmentやSenior Professorsで構
成される。評価システムについては、他の大学や研究機関などの外部のトップクラス研究者によ
る「Recommendation Letters」を重視することなど、米国のシステムと類似している。
・HeadofDepartmentが昇進に関する相談や助言を行うが、毎年、研究者は自らの判断で「Application
for Promotion」を出すことができる。
・一般的には、「Lectureshipin Cambridge（米国のAssistant Professorに相当）」を経て、3年
から5年後にPermanent Staffの資格を得る。失格する人は、ほとんどいない。
・一方で、米国では見られない制度として、「5YearResearch Fellowship」という仕組みがある。
これがある意味で米国における「Tenure Track」の役割を果たしている。「5Year Research
Fellowship」の資金は政府が提供しており、国レベルの厳しい競争に勝ち残った者がこの資金を
獲得する。
・「5YearResearchFellowship」を獲得した優秀な人材をどの大学も獲得したいため、「Fellowship
終了後のPermanent Staffのポジション」を確約することで、積極的にリクルートを試みる。
・一方で、UniversitY Of Cambridgeの場合、学生がUniversitY Of Cambridgeの中で研究活動を
継続し、昇進していく傾向が強い。人材育成面で好ましくない事態ではあるが、University of
OxfordやImperial Collegeにおいても同様な傾向が見られる。
2－5－2．ベルリン工科大学材料科学＆技術研究所／Technica＝JniversityBerlin，
lnstitute of Materials Science and TechnoIogies（TUB－1MST）／ドイツ
TUB－IMSTのInstituteofMaterialsScienceandTechnologiesのHeadであるProf．
Dr．Walter Reimersへのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点
としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価
システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」については、以下のコメントが示された。
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・現在のTUB－IMSTのHeadであるProf．WalterReimersがスカウトされ、2001年に大学に移籍し、
ナノテク研究を本格化した。
・Prof．Reimersは、移籍前はHahn－Meitner工nstituteに在籍しており、既に、ナノテク分野で世
界的な研究成果を上げていた。
・大学への移籍に際し、Prof．Reimersは、Hahn－MeitnerInstituteで研究活動を共にしていた一
部のスタッフを一緒に連れてきた。
b．成功要因、特徴
「拠点としての魅力」について質問したところ、以下の回答が得られた。
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・TUB－IMSTは、「Nano Metallic Material Composite」の研究において、独自の領域を開拓してい
る。
・研究拠点としての魅力は、「そこで活動しているトップ人材」と「そこでしか取り組めない独創的
なプロジェクト」にある。
・研究拠点としてのInternational Visibilityを維持するには、「新たな研究のアイディアを提示
し続けること」が効果的である。
これらのコメントから、「研究拠点としての求心力になる‘‘International
Visibility”」を高めるために、「世界の研究コミュニティーに対し、“拠点独自のアイ
ディア”を提示し続けている」ことが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」については、以下のコメントが示された。
・2001年にProf．Reimersが大学に移籍した段階で、約20名のスタッフが集まった。この中には、
5名のボスドク、10～12名のPhDが含まれている。
・移籍段階で約20名のスタッフを集めることが出来たのは、「それまでの研究実績をもとに、ここ
でしか学べない知識」を提示したことが大きな理由となっている。
・研究拠点としての「リーディングポジション」が得たければ、「リーディングサイエンティスト」
と共に研究活動をスタートすることが重要である。
・現在、TUB－IMSTには約30名のスタッフが所属しており、3つの研究チームを構成している。Prof．
Reimersも含め、4名のScientistがパーマネントポジションを得ている。
・研究テーマやプロジェクト企画の適否については、HeadであるProf．Reimersが最終判断を行っ
ている。
・一方、各研究チームのマネジメントには、フラット型の仕組みを採用している。
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d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」については、以下のコメントが示された。
・2001年にProf．ReinlerSが移籍した「拠点創出段階」では、移籍時にStartingFundとして支給
された資金を加え、大学からのBasic Fundが50％～60％を占めていた。
・現在、TUB－IMSTの予算は、約100万ユーロとなっている。この内、約25％が大学からのBasicFund、
残りの75％がExternal Fundとなっている。
・約75％のExternalFundについては、ResearchOrganizationからの資金が50％以上、産業界か
らの資金が20～30％を占めている。
・約25％の大学からのBasic Fundは、3名のScientist、3名のTechnician、1名のSecretaryの
費用に相当する。
2－5－3．グルノーブル工科大学・Minatec／Minatec，Grenoblelnstitute of
Technology（GJT－Minatec）／フランス
GIT－Minatecに所属する研究部門のDirectorであるDr．Gerald Ghibaudoへのインタ
ビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、
特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のよ
うになる。
a．発展経緯
「拠点の発展経緯」については、以下のコメントが示された。
・MinatecはCEAとグルノープル工科大学が共同で創設した拠点である。グルノーブル工科大学の
ナノテク関連の中核研究機関が、2006年のMinatec（MicroelectronicsNanOteChnoogyInnovation
Center）の創設に伴い、Minatec内の施設に移転した。
・Minatecの施設建築費については新たな資金が投入されたが、研究予算については創設前と同様
に、グルノーブル工科大学とCEA（Minatec創設の主体となったフランス原子力庁電子情報技術研
究所）がそれぞれ自らの資金を獲得する形は変わっていない。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」については、以下のコメントが示された。
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・グルノーブルは、ナノエレクトロニクス分野の研究開発に強みを持つ人材や機関が集積した地域
である。
・グルノーブル工科大学やCEAが保有する関連施設が、地域としての強みをさらに高めている。
54
・Minatecの研究活動（教育活動を除く）には、グルノーブル工科大学から約400名、CEAから約
2，000名のResearcherが参画している。一方、教育活動については、グルノープル工科大学が単
独で担っている。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・IMEFLAHC（ェレクロトロニクスやフォトニクスなどを専門領域とするGIT－Minatecに所属する研
究部門の一つ）の場合、約170名のメンバーで構成されている。この内、60名がグルノーブル工
科大学に所属するResearcherであり、教育と研究を兼務している。この他に、CNRSに所属する
10名のResearcherがおり、研究に専従している。また、支援スタッフとして、20名～25名のエ
ンジニアやテクニシャンが在籍している。
・上記に加え、70名～80名のPhDが在籍している。PhDの活動資金として、French Ministry of
Researchが支給する4年間のグラント、CNRSのグラントなどが充てられている。
・この他に、学生向けの特徴的なグラントとして、「Co－FinanceGrant」と呼ばれる資金が用意され
ている。「Co－FinanceGrant」とは産業界と政府が二分の一ずつを負担する資金枠のことで、この
資金を獲得した学生には「資金を提供した企業のR＆Dラボで、一定期間活動する機会」が与えら
れる（ただし、全期間を大学のラボで研究することも認められている）。
・グルノーブル工科大学の研究チームは、ボスドクや若手研究者を含め、通常、5名～6名程度で構
成される。ボトムアップ型のプロセスで研究テーマを提案し、ディレクターが研究テーマやプロ
ジェクトを決定する。その上で、必要に応じ、研究テーマやプロジェクトに適した「外部の世界
トップクラス人材」を招聴する。
上記後半のコメントから、学生向けの様々なグラントが用意されていることが分か
る。Co－FinanceGrantと呼ばれるGIT－Minatec独自の仕組みが導入されており、「資金
を提供した企業のR＆Dラボで、一定期間活動する機会が得られる」など、学生にとっ
て魅力の高いグラントとなっている。
また、「世界トップクラス人材の招聴」について質問すると、以下の回答が得られた。
・独創的なプロジェクトを立ち上げるためには「複数の世界トップクラス人材を一箇所に集める」
ことが理想的だが、最低限一人のトップ人材がいれば、プロジェクトを立ち上げることは出来る。
・そのための有力なアプローチとして、「国外からのトップ人材の招聴」が挙げられる。国外のトッ
プ人材を招聴することで、内部の研究者が大きな刺激を受け、結果として研究環境が非常に活性
化する。
55
・グルノーブル工科大学は、国外のトップ人材を引き付ける仕組みとして、2007年から、世界トッ
プクラスのSenior ScientiStを対象に、「渡航費用、サラリー、グルノーブル工科大学での特別
なポジションを用意した上で、Senior Scientistが希望する期間だけ、グルノーブル工科大学の
研究プロジェクトに参加出来るプログラム」を制度化した。
・2008年6月には、このプログラムを使い、スタンフォード大学の教授を招嘱することが決まった。
グルノーブル工科大学に数ヶ月滞在し、研究活動に加え、講義やセミナーなどを行う。2009年、
2010年についても、同様な形で招碑を継続することが計画されている。
・シニアクラスのトップ研究者は非常に多忙なので、一年間続けてグルノーブル工科大学に滞在す
ることは難しい。こうした問題を解決するため、先方の希望に即した短期滞在を認めることが、
今回のプログラム導入の主眼となっている。今後は、「Senior Scientist　と共に若手研究者も受
け入れる」など、招聴プログラムの幅を一層広げていくことを検討している。
これらのコメントから、「独創的なプロジェクトを立ち上げるために、国外から世界
トップクラス人材の招聴している」「国外から世界クラスの人材を招聴することで、拠
点内部の研究環境が活性化する」ことが確認できる。
また、「希望期間だけプロジェクトに参画できる仕組み」を導入することが、「世界
トップクラスの研究者を拠点に引き付ける」効果を上げていることが分かる。こうし
た「期間指定型の招聴制度」の枠を、今後は若手研究者まで拡げていくことも検討さ
れている。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」については、以下のコメントが示された。
・研究予算は組織が主体となって獲得し、組織全体で管理する。各種研究資金に対するプロポーザ
ルも、組織として承認されたものを提出する。
・グルノーブル工科大学に所属するResearcherの場合、研究資金獲得に対する義務や責任は負って
いない。
・ただし、前年実績などを参考に、資金獲得の成果が上がっていないResearcherに対しては、研究
部門のDireCtOrが「本年度は、研究資金獲得に向け、優れたプロポーザルの作成、提案を強化し
てほしい」などの要求をする。
2－5－4．フランス原子力庁電子情報技術研究所・Minatec／Minatec，CEA
（CEA－MinateC）／フランス
CEA－MinatecのTechnologyTransfer＆CommercializationのStrategicMarketingManager
であるDr．BrunoPaingへのインタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠
点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評
価システム」をまとめると、次のようになる。
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a．発展経緯
「拠点が創設された背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・MinatecはCEAとグルノーブル工科大学が共同で創設した拠点である。CEAは1945年に原子力を
対象として設立された機関であるが、その後、様々な分野に研究領域を拡大してきた。こうした
流れの中で、ナノテクノロジーの研究についても、活動を強化、展開してきた。
・Minatec創設の動きは、10年前に始まった。当時のフランスは、ナノテク分野の研究に従事する
個々の機関を見ても、活動規模やステータスが十分ではなかった。そこで、この分野でのフラン
スの存在感を高め、研究活動を国際的レベルまで引き上げることを目標に、CEAが主体となり、CEA
のナノテクノロジー部隊とグルノーブル工科大学を連携し、「Minatec（Microelectronics
NanotechnologyInnovation Center）」という名称の「ナノテク分野の看板組織（ブランド）」を
立ち上げた。
・拠点としての立ち上げは順調に推移したが、活動開始後も、国際的ブランドとしての地位を確立
することは容易ではなかった。参加したCEAの研究者の中に、自らの研究成果を「Minatecの活動」
としてではなく、「CEAの活動」として発表する動きが続いたためである（つまり、当時は、Minatec
よりもCEAの方がブランドとしての価値が高かった）。全ての参加者の動きをMinatecのブランド
価値向上に向け集約するための体制作りに、大変な労力を要した。
・現在は、研究拠点としての信頼が高まり、Minatecというブランドの高さが外部資金の獲得を後
押しするケースが見られるようになっている。
これらのコメントから、拠点を立ち上げた後で、「世界トップクラスの研究拠点とし
てのブランドを確立するまでに、かなりの時間を要した」ことが分かるC
また、「ビジョン創出の経緯」については、以下のコメントが示された。
・Minatecのビジョンは、当時、CEA－Letiのディレクターだったジーン・テルメが提示した。現在、
ジーン・テルメは、CEA－GrenobleとCEAのTechnologicalResearch Divisionのディレクターを
兼務している。
・現在、Minatecを取り巻く地域では、約3億ユーロの予算（予算の構成については後述）が集ま
り、約4，000人の人材がマイクロ＆ナノテクノロジーに関わる研究活動を展開している。
・マイクロ＆ナノテクノロジーに、ライフサイエンス、エネルギーを加えると、約8億ユーロの予
算が集まり、約6，000人の人材が研究活動を展開するまでになっている。さらに、約6，000人の
学生が集まっている。
・こうした発展を踏まえ、ジーン・テルメは、拠点拡大の第二ステップとして、マイクロ＆ナノテ
クノロジーとライフサイエンスやェネルギーなどを融合した更に大きなビジョンとして、「GIANT
（GrenobleInstitute Alps Nanotechnology）」という拠点構想を具体化しようとしている。
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b．成功要因、特徴
「拠点の成功要因」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・Minatecのビジョンを提示した当時は、CEA－Letiの研究者が減少していた。ジーン・テルメは、
こうした状況を巻き返すために、「産業界にとって魅力的な仕組みやプロジェクトを生み出し、拠
点としての魅力を高める」ことが必要であると判断した。
・そこで、ジーン・テルメは1997年～1998年にかけて、CEA－Letiを活性化し、拠点としての魅力
を高める方策として、「Minatecという新たな研究拠点構想」を創り出した。
これらのコメントから、「組織のリーダーが自らビジョンを創り、構想を全体に示し、
拠点として具体化した」ことが確認できる。
また、「拠点としての特徴」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・MinatecのCEA側の母体となっているCEA－Grenobleには、基礎研究部門が所属している。基礎研
究を対象とする部門でありながら、「産業界との関係が深い」という大きな特徴を持っている。
・CEA－Grenobleの予算の三分の二をコントラクトが占めることからも分かるように、外部機関との
積極的な連携を図っている。
・また、所属研究者による会社設立の動きも支援しており、研究者が会社設立に参加した後、4年
以内であれば、事業の成否に関わらず、CEAに復帰できる形を取っている。研究者にとって起業に
失敗した場合のリスクヘッジが図れるので、会社設立への参画を促進する効果を上げている。
・グルノーブルにはハイテク企業が集積しているが、これらの多くはCEAからスピンオフした企業
である。代表として、STマイクロエレクトロニクスやソイテックなどが挙げられる。
・Minatecでは、企業とCEAやグルノーブル工科大学が連携した活動が展開されている。産業界に
とってMinatecは、研究開発に必要な様々な要件（研究連携、人材育成など）を一箇所で満たす
ことのできる“非常に効率的な場”となっている。
・こうした産業界との強い結び付きは、2006年のMinatec設立が直接もたらしたものではなく、設
立母体であるCEAが過去40年以上に渡り継続的に構築・拡大してきた産業界との良好なネットワ
ークを基盤としている。Minatecは、産業界とのネットワークを一層強化するための仕組みとし
て導入された。
・実際に、Minatecを創設したことにより、参画したグルノーブル工科大学への産業界の関心が高
まり、学生にとっての魅力も増すなどの大きな効果がもたらされた。結果として、グルノーブル
工科大学における産業界との連携、最先端研究などの動きが活発化している。
これらのコメントから、Minatecは、「設立母体が確立していた産業界との強い連携
をさらに強化する仕組みを持ち、拠点に参画した大学に対しても大きな波及効果をも
たらしているトップ拠点」であることが把握できる。
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C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」については、以下のコメントが示された。
・Minatecは、あくまで、世界トップクラスの研究拠点であることを示すブランドとしての位置付
けであり、Minatecという組織の下で、研究活動のための実務が推進されているわけではない。
・つまり、人材採用などの個々の実務については、CEAとグルノーブル工科大学が、それぞれ独自
の活動を展開している。
・また、Minatecにおいて、CEAは研究中心、グルノーブル工科大学は教育中心の活動を行っている。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」については、以下のコメントが示された。
・MinatecにおけるCEAとしての活動規模は、現在、人員が2，000人以上、予算が3億ユーロ以上
に達している。予算の三分の二は民間や公的機関とのコントラクト、残りの三分の一が政府から
の資金となっている。
・特徴的なポイントとして、CEAのスピンオフ企業からのコントラクトやライセンス収入が、資金
全体のかなりの割合を占めていることが挙げられる。スピンオフ企業にとっても、CEAに所属する
人材の優秀さや組織としての強みや特徴を十分に把握しているので、他のコントラクト先を探す
よりも、CEAに委託する傾向が強い。CEAの場合、通常、特許権は所有し、実施権をスタートアッ
プ企業にライセンスする形を取っている。
・コントラクトやライセンス収入に加え、これらのスピンオフ企業と連携して政府資金を獲得する
ケースなどもある。例えば、スピンオフ企業の一つであるソイテックとの最近のプロジェクトでは、
4千5百万ユーロの政府資金を獲得している。
・MinatecはCEAとグルノーブル工科大学が共同で創設した拠点であるが、運営資金の構成につい
ては、そのほとんどをCEAとLocalAuthorityからの提供資金が占める形となっている。
2－5－5．フランス国立科学研究センターソフィア・アンティポリスCRHEA／
CNRS－CRHEA／フランス
CNRS－CRHEAのDirectorであるDr．Jean－Yves Dubozへのインタビューを行った。
得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構
成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点の発展経緯」については、以下のコメントが示された。
・CNRS－CRHESは、1980年代にCNRSのソーラーセル研究所として創設された。
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・ソーラーセル研究所は、1995年に研究分野を絞り込むなど、組織戦略の大きな見直しを行った。
名称も変更し、研究効率の改善を図った。これらの取り組みが、その後のCNRS－CRHESの研究拠点
としての名声やステータス向上につながった。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・CNRS－CRHESは研究拠点としての規模は大きくないが、半導体の薄膜形成などに用いられるエピタ
キシャル研究において世界的名声を得ている。
・小規模な拠点として、研究対象を絞込み、特定分野に研究資源を集中して投資する戦略が、独自
の強みを生み出している。
これらのコメントから、小規模な拠点の場合、対象を絞込み、特定分野に研究資源
を集中投資することが、研究拠点を他と差別化する上での強みにつながる」ことが見
て取れる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・CNRS－CRHEAには、55名のパーマネントスタッフが在籍している。3名が常駐の管理部門スタッフ、
35名がCNRSの派遣研究者、3名がニース大学の研究者となっている。他に、博士課程学生、企業
からの技術者、ボスドクなどが活動している。
・ECプログラムに基づく欧州各国からのコントラクトに取り組むことを重視しており、これらのプ
ロジェクトにおいて高い成果を上げることが、CNRD－CRHEAの名声の向上に役立っている。
これらのコメントから、「研究の依頼先が“自国内”から“欧州全体”へと拡がった
ことが、研究拠点としての国際的認知を高めている」ことが見て取れる。
また、拠点の組織マネジメントに関連して、以下のコメントが示された。
・研究拠点の事務系業務や研究支援業務には、研究者のメンタリティをある程度理解していないと
円滑に進められない部分も少なくない。CNRS－CRHESの管理スタッフには研究職から転じたスタッ
フがいるので、研究者とのコミュニケーションを含め、業務がうまく進んでいる。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」については、以下のコメントが示された。
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・研究費は約140万ユーロ／年となっている。約50％がCNRSの予算、残りの約50％がコントラク
トによる外部資金になる。
・人件費や管理費を含めた予算総額は、約420万ユーロ／年となっている。
・研究依頼については、大部分が産業界からのものであり、他に、EUやフランス政府などからのも
のもある。
・産業界からのコントラクトが多い理由として、CNRS－CRHEAが戦略的に整備してきた「特定分野に
ける研究蓄積」や「特定分野の研究推進に関わる研究者群の存在」などが高く評価されているこ
とが挙げられる。
「拠点の評価」については、以下のコメントが示された。
・CNRSの場合、4年毎にラボレベルでの評価が行われる。「国内外のトップクラスの研究者から成る
評価コミッティー」が、対象ラボの評価（プレゼンテーションとインタビュー中心）に2日間の
時間を割く。
・各ラボが取り組んでいる研究のプレゼンテーションを行い、これを受けた評価コミッティーがそ
の内容を議論し、評価結果を評価対象となったラボラトリーにフィードバックする。
・個々のインタビューを通じ、例えば、「研究機材が実際の研究に役立っているか」「研究支援シス
テムが十分に機能しているか」などまで、多岐に渡る詳細なチェックが行われる。
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2－6．基礎科学領域（数学・素粒子物理）におけるトップ研究拠点の調査
基礎科学領域（数学、素粒子物理）については、以下の5拠点を現地調査対象として
取り上げた。
・基礎科学領域／数学
・ケンブリッジ大学アイザックニュートン数理科学研究所／Isaac NewtonInstitute
ofMathematicalSciences，University ofCambridge（UC一工NIMS）／英国
・フランス高等科学研究所／InstitutdesHautesEtudesScientifiques（IHES）／フラン
ス
・パリ数学財団／Mathematical Sciences of Paris Foundation（MSPF）／フランス
基礎科学領域／素粒子物理
ジョンアダムズ加速器科学研究所／JohnAdamsInstitute ofAccelerator Science
（JAIAS）／英国
マックスブランク核物理学研究所／Max PlanckInstitute for Nuclear Physics
（MPLNP）／ドイツ
2－6－1．ケンブリッジ大学アイザックニュートン数理科学研究所／lsaac Newton
lnstitute of MathematicalSCiences，University of Cambridge（UC－1NIMS）／英国
UC－INIMSのDirectorであるSir David Wallaceへのインタビューを行った。得ら
れた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、
マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・UC－INIMSの創出は、大学関係者や数学者達が、「Center for Visitor ResearchProgranl」の設立
を望んだことを大きな背景としている。
・UC胃INIMSは1992年に創設された。1992年の設立までに、ビジョン構築や政府との支援交渉など
の準備のために、3～4年の期間を要した。
・さらに、UC－INIMSを設立後も、PrOgramが定常的に立ち上げるようになるまでに3～4年の期間を
要した。一つのprogramの準備・立ち上げに2年程度かかることがその理由である。
・組織的に見て、UC－INIMSは他のトップ拠点とは大きく異なる。多くのトップ拠点は、設立に際し、
専属の研究者（Own Researcher）を求めるため、これらの人材のスカウトに多くの努力と長い時
間が必要になる。これに対し、INIMSの場合は、ResearchProgramに参加する研究者を招聴すれ
ばよい。
・組織立上げに必要となる力（inertia）はそれほど大きくなく、Newtonという名前が持つブラン
ドカなどにより、設立初期の段階で既に、高い名声が得られた。
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これらのコメントから、UC－INIMSは、「ビジターの形で、国内外の優れた人材を集
め、世界レベルの研究成果を生み出しているトップ拠点」であることが分かる。
また、「拠点の立ち上げ資金」について質問すると、以下の回答が得られた。
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・拠点創出に際しては、ケンブリッジ大学が多くの支援（コミットメント）を行った。
・第一に、建物などの多くの資産を提供した。UC－INIMSは、CentreforMathematicalSciencesに
設立された最初の建物である。
・第二に、初期資金については、ケンブリッジ大学のセント・ジョンカレッジとトリニティ・カレ
ッジが多くの資金を提供した。セント・ジョンカレッジは数学研究の長い歴史を持ち、トリニテ
ィ・カレッジはニュートンを輩出した組織である。
・一方で、UC－INIMSは設立当初から、非常に競争的な資金源であるEPSRC（EngineeringandPhysical
SciencesResearchCouncil、現在のINIMSの主要資金源）を獲得する力を持っており、実際に獲
得してもいた。
・拠点創出段階では非競争的な資金が必要であり、発展段階以降は兢争的資金が重要な役割を果た
す（必要になる）という認識を持っている。
・UC－INIMSのケースでは、設立初期のカレッジからの提供資金が非競争的資金に当たる。
・UC－INIMSは、VisitorのResearchを支資する「資金と組織（活動環境）」を準備し、トップ人材
を引き寄せ、集まったトップ人材達が互いに協力してGreat Scienceに取り組むための場として
機能している。
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これらのコメントから、UC－INIMSでは、拠点創出段階では非競争的資金が必要にな
るが、「その後の拠点発展段階では、競争的資金が重要な役割を果たす」という認識を
持っていることが確認できる。
b．成功要因、特徴
「拠点としての魅力」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・UC－INIMSが発展を遂げた大きな要因の一つとして、設立段階からトップレベルの人材が拠点創り
（制度設計や組織設計など）に主体的に関与していたことが挙げられる。
・UC－INIMSの初代ディレクターのマイケル・アティアは、非常に有名な卓越した数学者であると共
に、トリニティ・カレッジのマスター（学寮長）であり、RoyalSociety（王立協会、英国学士院）
のプレジデントでもあった。
・マイケル・アティアに代表される英国の科学を支えるトップ人材の集団によって率いられてきた
拠点がUC－INIMSである。
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・そして、UC－INIMSが発展を遂げたもう一つの大きな要因として、外部のトップサイエンティスト
達から構成されるScience Steering Comnitteeを挙げることができる。独立した組織として、
UC－INIMSが取り組む科学を最高度（最先端）のレベルに維持するために貢献してきた。
・トップ人材がUC－INIMSに集まる理由の一つとして、「ケンブリッジ」や「ニュートン」という名
前が高いブランドカを持つことが挙げられるが、より本質的な理由は、世界トップレベルの卓越
した人材で構成される「Scientific Steering Committee」の存在にある。
・UC－INIMSは、年に2回、Applications forPrograms、Proposals forResearchProgramsを採用
するが、これらのprogramは、Scientific Steering Conmitteeが研究動向を洞察し選んだもの
である。このScientific Steering CommitteeによるProgramの選考プロセスが極めて重要な役
割を果たしている。
・つまり、トップ人材がUC－INIMSに集まるのは、上記選考を通じて生み出された魅力的なprogram
（例えば、multidisciplinaryなprogram）に引きつけられるためである。
これらのコメントから、第一に、「“拠点独自の研究プログラム”が、国内外の優れ
た人材を引き付ける求心力となっている」ことが分かる。
第二に、Science Steering Committeeと呼ばれる「世界トップ人材で構成される外
部組織が、この‘‘拠点独自の研究プログラム”を選定している」ことが確認できる。
そして、第三に、「こうした外部組織を通じ、世界トップの知恵を集めることが、拠
点のレベルを最高度に保つことを可能にしている」ことが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・UC－INIMSは、ケンブリッジ（大学）の数学分野の拠点であるCentre forMathematicalSciences
の一角に位置する。
・センター内には、UC－INIMSの建物のほかに、AcademicDepartrnentsの多くの建物がある。建物の
多くの部分は地下に設置されているため、地上の外観よりもはるかに大きな施設群となっている。
・UC－INIMSのマネジメント・ビジョンとして、研究者が力を発揮できる環境（建物、支援サービス、
共通の関心、新しい関心など）を整えることを最も重視している。
・INIMSには、研究職はDirectorとDeputy Directorの二人だけであり、いずれもpart－timeであ
る。この他に、12人～13人の（拠点運営に携わる）スタッフがいる。
・これらのメンバーでResearchProgramを管理・運営し、外部の研究者（Visitor）を招聴し、Program
を推進する。招職者の内、約70％が外国（英国外）からの研究者となっている。
・UC－INIMSには、学部学生、大学院生、ボスドクは在籍していない。
これらのコメントから、「プログラムのほとんどのメンバーが短期滞在のビジターで
あり、その7割が国外から招碑されている」ことが確認できる。ビジターを中心とす
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る研究体制の導入が、拠点の国際化に大きく貢献していることが見て取れる。
そこで、「こうしたビジター達の滞在期間」について質問すると、以下の回答が得ら
れた。
・UC，INIMSには、一つのprogramの枠で最長6ケ月間しか滞在できない。個々のProgramに応じ、
滞在期間には1週間～6ケ月の幅がある。
・UC－INIMSの場合、同時期に約50人までは活動可能（建物面での制限もある）となっている。通
常、2つのprograTnを平行して進めるため、一つのprogramに20～25人が参画する。集まったト
ップ人材が互いに関わりを持つための適正な規模として認識されている。
・個々のprogramのorganizerは、招碑した研究者を必要以上には組織化しない。個々の研究者の
関心を重視し、出来る限り自由に行動させる。
・UC－INIMS内部の人間関係は、参画する研究者ビジターが一つのprogramの下で一緒に活動するた
め、それほど競争的ではない。一方、個人同士の関係（感情）では、ライバル意識が見られる。
これらのコメントから、「一つのプログラムでの滞在期間は短く制限されるが、参加
者の自由度は非常に高い」ことが分かる。
さらに、「拠点の施設環境」について質問すると、以下の回答が得られた。
・トップ拠点の居住空間は、研究者の活動に影響を与える。UC－IⅣIMSの場合、施設が非常にコラボ
レーションしやすくデザインされている。この評判に魅力を感じてやってきた研究者が沢山いる。
・UC－INIMSの場合、施設全体が極めてオープンな構造に作られている。また、シンボリックな特徴
として、施設内の至る所に「黒板」が設置されていることが挙げられる。トイレやェレベータの
中にも黒板がある。建物全体が非常に良くメンテナンスされており、研究者にとって快適な環境
が提供されている。
これらのコメントから、「研究活動にさまざまに配慮した居住空間などの環境デザイ
ンが、拠点の魅力をさらに高めている」ことが見て取れる。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金構成」については、以下のコメントが示された。
・UC－INIMSが組織として研究資金を獲得するので、個々のVisitorは研究資金を準備する必要はな
い。UC－INIMSが獲得した資金をもとにScientific ReSearchProgramを決め、決めたProgramに
Visitorを招聴する。
・UC－INIMSの資金収入は年間200万ポンド～210万ポンド。この内の半分がStaff、Visitor、建物、
研究に関わるその他の費用に当てられ、残りの半分がVisitorの生活費（directtovisitorfor
travel subsistence）などに当てられる。
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・現在、UC－INIMSは、英国政府のResearchCouncilの一つであるEPSRC（EngineeringandPhysical
SciencesResearchCouncil）からの次期予算枠の提示を受け、INIMSの次の6年間を支えるMajor
ProposalをEPSRCに提出し、上記資金獲得のための審査を受けている。
・200万ポンド～210万ポンドの年間収入源のうち、今後（の6年間）は、EPSRCのグラントが150
万ポンドを占めるようになる見通しである。
・EPSRCはUC－INIMSが自主的に推進しているPier－ReviewSystetnがうまく機能していることを評
価しており、今後6年間で1，000万ポンドの資金提供を行うことを宣言している。
さらに、「拠点の評価システム全般」について質問すると、以下の詳細コメントが示
された。
・UC－INIMSには、非常に厳格なpier－reView systemが導入されている。グラントなどの外部資金
獲得に関わるpier，reViewに加え、UC－INIMSが独自に運営している内部のpier－reView system
が存在する。
・UC－INIMSが独自のpier－reView systemを運営している理由として、6ケ月のprogramに最大で
25万ポンド程度を投入することになるため、最適なprograln選抜に万全を期したいという事情が
挙げられる。
・具体的には、年に2回のproposalを採用するプロセスにおいて、ScientificSteeringCommittee
のメンバーあるいは専門家の示唆に基づき、個々のproposalを、多いケースで8人のレフェリー
に送り、内容についての評価を受ける。
・その上で、ScientificSteeringCommitteeはproposalの内容とreferences（レフェリーによる
評価結果）をもとに、適切なプロポーザルを選抜する。
・その際、一つの選抜のために2サイクルの評価を行うことが一般的で、1サイクル目の評価をも
とに、Scientific Steering Committeeがプログラムの修正をアドバイスするケースが多い。
・EPSRCは、UC－INIMSが上記のような内部のpier－reViewsystemに基づき、EPSRCから提供された
資金を配分していることを評価している。
・EPSRCは、UC－INIMSが提供資金を国外からの研究者招碑に使うことを歓迎している。国外からの
研究者招稗が、英国における数学研究の集積につながるからである。実際に、約70％の予算が外
国からの研究者招碑に当てられている。
e．その他の関連事項
「その他の関連事項」については、以下のコメントが示された。
・UC－INIMSに類似したトップ拠点として、米国のプリンストンのInstitute for Advanced Study
が挙げられる。ただし、この拠点の場合、Visitorも多いが、同様に多くのpermanentresearcher
も在籍している。
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・米国のサンタバーバラのKavliInstitute for Theoretical Physicsも似ているが、permanent
researcherが在籍している。
・フランスのパリ近郊のInstitut des Hautes Etudes Scientifiquesもvisitor programを管理・
運営しているが、5名～10名のsenior researcherが在籍している。
・UC－INIMSのシステムは、数学分野の場合、特に適用しやすい。ライフサイエンスなど他の分野の
場合はexperimentがあるので、例えば、6ケ月ではexperimentが終わらないケースなどが想定
される。
・UC－INIMSでは、年間に200程度の論文が生み出される。
・EUがUC－INIMSへのフアンディングを行う際に、UC－INIMSの運営ポリシーにまで介入するよう
なことはない。
2－6－2．フランス高等科学研究所／lnstitut des Hautes Etudes Scientifiques
（IHES）／フランス
IIⅢSのDirectorであるDr．JeanPierre Bourguignonへのインタビューを行った。
得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構
成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・IHESは、1958年に実業家のレオモチャンが、「数学と他の学問分野の垣根を取り払った新たな研
究の場」を創出することを目的に、私財を投じて立ち上げた組織である。
・設立当時のIHESの資金源は、レオモチャンからの資金以外は、レオモチャンの産業界の友人から
のものに限定されていた。
・IHESの場合、1958年の設立から1960年代後半までの期間を「拠点形成期」として位置付けるこ
とができるが、この時期は、フランス政府からの資金も一部には見られたものの、資金源のほと
んどを産業界に依存している状況にあった。科学面の活動では発展を遂げたが、財政的には非常
に厳しい状態だった。
・1962年に施設を移転し、移転のための負債を抱えた段階では、財政がさらに不安定となった。こ
うした状況は、創設者のレオモチャンが1972年にディレクターを退くまで続いた。
これらのコメントから、IHESは、「民間実業家からの提供資金をもとに誕生したト
ップ拠点」であることが分かる。
また、資金を提供した実業家がディレクターを務めた約15年間は、「拠点の活動は、
主として民間資金により賄なわれており、次第に財政が逼迫していった」経緯も確認
できる。
これらの経緯を踏まえ、その後の「資金源の変遷」について質問すると、以下の回
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答が得られた。
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・レオモチャンがディレクターを退いた後、オランダの数学者であるニコラ・コイフラが、新たな
ディレクターとして就任した。この時からコイフラがディレクターを退く1985年までの期間を「基
盤強化期（ConsolidationPhase）」として位置付けることができる。
・コイフラは、より安定的な資金源の獲得に奔走し、フランス政府だけでなく、他の欧州諸国から
の資金獲得にも成功した。欧州諸国からの資金額は決して多くなかったが、国外においても世界
トップ拠点として認められたという事実は、フランス政府からの拠出資金を安定化する上で大い
に役立った。
・一方、この時期になると、産業界からの資金については、減少、衰退する傾向が顕著になってき
た。
これらのコメントから、IHESは、二代目ディレクターによるリードの下、「資金源
を“民間資金”から“フランス政府や欧州各国の公的資金”へと拡げる」ことで財政
の逼迫状況を克服し、研究拠点としての国際的認知を高めると共に、財政基盤を堅固
なものとしていったことが確認できる。
その上で、「その後の拠点発展」についてさらに質問すると、以下の回答が得られた。
?
・この後、三代目ディレクターであるマッセル・メルジから現在の五代目ディレクターに至るまで
の期間は、「拠点拡大期」として位置付けられる。
・この期間は、全体としては拠点としての発展・拡大が継続されてきたが、局面的に捉えると、停
滞が懸念された時期も存在する。実際に、現在の五代目ディレクターが就任した時には、安定的
資金であるフランス政府や欧州諸国からの資金に減少する兆しが見られた。
・1997年に、それまでベルギーがIHESに拠出していた高額の資金源が突然途絶えた（当該予算が、
ベルギー内に新立された類似機関の資金源に振り替えられた）ことなどが背景となっている。
・そこで、フランス政府や欧州諸国からの支援を安定的資金とする従来の資金構造を改め、民間資
金、特に、民間からのEndoⅦentの強化を図ることで、国と民間資金の組み合わせによる「資金
構造のさらなる安定化・自立化」に取り組んだ。
・具体的には、2001年～2004年に、民間からのEndoⅧent獲得を目標とする「第一次ファンドレイ
ジングキャンペーン」を実施した。その結果、約1千万ユーロの新たな資金源を獲得できた。
・現在、「第二次ファンドレイジングキャンペーン」を実施中であり、国と民間資金のベストミック
スを実現することで、資金構造の一層の安定化・自立化を図っている。目標額に定めた2千万ユ
ーロに対し、これまでに1千3百万ユーロの資金を獲得している。
・民間からのEndownlentの最大の提供者は、ヘッジファンドを運営しているジム・サイモン（米国
在住の数学者）になる。五代目ディレクターの友人であり、友人としての縁を活かし、資金援助
を依頼した。ジム・サイモンは、IHES以外の数学分野の研究拠点にも、類似の資金援助を行って
いる。
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・最近の動きとして、銀行であるソシエテ・ジェネラルが、1百万ユーロの資金拠出に合意した。
拠出資金をもとに、IHES内に「ソシエテ・ジェネラルの名前を冠したAdvancedTrainingProgra皿」
を設立することが決まっている。
・また、ソシエテ・ロレアルとも、現在、最終交渉段階にあり、合意が成立すれば、さらなる資金
源が獲得できる。本ケースでは、IHES内に「ソシエテ・ロレアルの名前を冠したSpecialChairfor
Women Scientist」を設立することを計画している。
これらのコメントから、三代目ディレクターから五代目である現在のディレクター
に至る間に、それまでの“民間資金”から“公的資金”へとシフトしてきた流れを再
度見直し、「“公的資金”から“民間からの寄付金”へと重心を移し変える」ことで、
拠点の更なる発展へとつなげようとしていることが確認できる。
これらの動きから、トップ拠点としての継続的発展を図るためには、「資金源を固定
化せずに、状況に応じて多様化していく能動的な取り組みが行われている」ことが見
て取れる。
b．成功要因、特徴
「拠点としての特徴」については、以下のコメントが示された。
・最近、IHESのPermanent Professorの一人が、米国機関から、現状のおよそ2．5倍のサラリー提
供を条件とする勧誘を受けた。しかしながら、このProfessorは、最終的にはIHESに残ることを
選択した。
・あくまで一例ではあるが、IHESには、高額のサラリーとは異なる「世界のトップ人材を引き付け
る研究環境（後述）」が存在している。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・IHESの場合、「世界トップクラスの研究プロジェクトを立ち上げ、推進していく人材」として、
パーマネントスタッフについては10名しか在籍していない（IHESの雇用者が5名、CNRSの雇用
者が5名）。
・ただし、これら10名の能力により、必要となる広範な学問領域は十分にカバーされており、個々
の研究者はそれぞれの領域において世界トップクラスである。
・IHESには、この他に40名～50名のビジターが在籍している。平均滞在期間は、2．5ケ月程度で
ある。
・数多くの応募があるので、非常に高い競争率の下、厳選された世界トップクラスのビジターが集
まってくる。
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・IHESは、同時期に受け入れるビジター数の上限を50名に設定している。パーマネントスタッフ
と合わせ研究者の規模を60名以内とすることが、IHESが世界トップクラスの研究成果を生み出す
ための「人材集積の適正規模（クリティカルマス）」となっている。
これらのコメントから、IHESは、「数ヶ月の範囲に期間を限定して滞在するビジタ
ーの形で、国内外の優れた人材を集め、世界レベルの研究成果を生み出しているトッ
プ拠点」であることが分かる。
さらに、「常勤の研究者とビジター研究者の総数を、適正規模として60名以下に制
限している」「そのうちの六分の一を占めるパーマネントスタッフが、広い研究領域を
カバーできる世界的権威である」ことが、世界トップクラスの研究成果につながって
いることが把握できる。
d．資金構成、評価システム
「現在の資金構成」などについては、以下のコメントが示された。
・当初は産業界からの資金のみであった資金源については、拠点としての発展・拡大に伴い、次第
にフランス政府などの資金の割合が増え、現在は、フランス政府からの資金が約50％、国外から
の資金が約20％を占めるようになっている。
・五代目ディレクターの経験や知見に従えば、「政策的資金を重点投入した拠点から、世界トップク
ラスの研究成果が生まれるようになる前兆」として、「拠点の活動に関与している若手研究者数の
増加や台頭が認められること」を評価指標として用いることができるのではないか。
2－6－3．パリ数学財団／Mathematical Sciences of Paris Foundation（MSPF）／
フランス
MSPFのDirectorであるProf．Jean－Yves CheminとProf．Francis Cometsへのイ
ンタビューを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功
要因、特徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、
次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・MSPFは、優れた人材や機関を結びつけたネットワーク型の拠点であり、2006年に設立された。CNRS
やパリ第六大学（ピェール＆マリー・キューリー大学）などが創設メンバーとなっている。
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・MSPFは、フランス高等教育・研究担当省のRTRA（Advanced ResearCh Centers）プログラムによっ
て設立された拠点の一つに当たる。ただし、政府によるRTRAプログラムの制度化より先行し、こ
こでの拠点立ち上げの動きが独立して進められていた。
・2006年2月に、高等教育・研究担当省がパリ第六大学の数学部門とパリ第七大学のコンピュータ
科学＆数学部門を訪問し、会合を持った。政府側ではRTRA構想の検討は進めていたが、この時点
ではまだ、プログラムの具体化には至っていなかった。
・会合を通じ、パリ第六大学などが取り組んでいた拠点立ち上げの動きが非常に良い具体例である
ことが分かり、これらの動きを踏まえたその後の政府による検討が、RTRA制度の誕生につながっ
た。
これらのコメントから、MSPFは「パリ第六大学の研究者らが政府案に先行して練っ
ていた構想」を、「フランス政府から提供された“拠点活動支援資金”」をもとに実現
したトップ拠点であることが確認できる。
b．成功要因、特徴
「拠点としての魅力」について質問したところ、以下の回答が得られた。
・MSPFは、「拠点としてのInternationalAttractivityを高め、よりVisibleにすること」を目的
に設立された。研究者だけでなく、学生と研究者双方に対してAttractivityを高めることを重視
している。
・こうした拠点のビジョンは、設立に参画した各機関を代表する「15人のディレクター全員による
集まり」の中から生まれている。
・実際に、MSPF設立以前は、米国からのボスドク応募を獲得することが困難な状況にあった。これ
に対し、設立初年度の公募では、提示した15のボスドクポジションが直ちに埋まり、その内の2
名が米国からの応募となった。ネットワークによるVisibilityの向上が、拠点としての求心力を
大きく高めている。
これらのコメントから、MSPFは「トップ拠点の求心力となる“International
Visibility”を高める」ことを重視しており、「研究者だけではなく、優れた学生を引
き付けるための仕組み作りに注力している」ことが分かる。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」について質問したところ、以下回答が得られた。
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．‾‾‾‾‾‾‾一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一H一一一一一一一一一．一一一一一一一一一一・一－H一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．．．一一・．．一胃・．．－．．．．－．－．．．．．．．．
パリ地域の6大学と複数の研究機関をネットワークすることで、数学分野の約1，000名の研究者
が集積した拠点が形成されている。内訳は、約500名のパーマネントと約500名のノンパーマネ
ント（ボスドクなど）となっており、この中には、4名のフィールズ賞受賞者も含まれる。
MSPFの拠点運営における非常に重要なポイントとして、参画機関の間にFight、Competition、
Problemが起こらないようにしていることが挙げられる。Problenlが存在しなければ、その解決の
ために膨大なェネルギーを割かなくても済む。
Problemを発生させないためには、「拠点を構成する個々のInstitution」ではなく、「拠点として
取り組むScience」に関心を集中させる必要がある。このことが、MSPFのディレクター達が果た
している重要な役割になる。
これらのコメントから、「参画機関同士のコンフリクトを避けるために、個々の機関
の利害を超えた科学的課題に注力させるディレクターの手腕」が、ネットワーク型拠
点を機能させていることが把握できる。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」については、以下のコメントが示された。
．‾‾‾‾－’－－一一一一－－－－－－一一－－－一一一一一－－－一一－一一一－－一一一一一－－－．－－－－一一－－．・．．．．．．．．．－．．．．－．－．－．．．．－．．
・RTRAから1，550万ユーロの資金が提供されており、これが拠点形成における安定的
資金の役割を果たしている。
・RTRAからの資金は、サラリーも含めたほとんどの費目に適用できる。ただし、MSPF
のケースでは、実際にRTRAの資金がサラリーとして支給されているのは3人の管理
スタッフに限定されている。
・MSPFのディレクター達には、それぞれの所属機関からサラリーが支給されている。
MPRFによりネットワークされた全ての研究者も、母体である各大学などに籍を置い
ている。
・RTRAからの資金以外に、MSPFとして独自のDonationを獲得していくための基盤構
築に向け、拠点としての活動を展開している。
2－6－4．ジョン・アダムズ加速器科学研究所／John AdamsInstitute of
Accelerator Science（JAIAS）／英国
JAIASのDirectorであるProf．KenPeachへのインタビューを行った。得られた結
果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特徴」「組織構成、マネジ
メント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のようになる。
a．発展経緯
「拠点が誕生した背景」については、以下のコメントが示された。
72
・JAIASが誕生した契機は、およそ10年前、Prof．PeachはRutherford Appleton Laboratoryの
Director of Particle Physicsに任命された時期に遡る。
・Prof．Peachは、Director就任後の数ヶ月をかけて、対象分野の現状を調査した。その結果、加
速器関連の研究活動は火が消える寸前の状態にあることが分かった。当時は、関連分野の大学院
生が全英で一人という状況にあった。
・同時期に、Prof．Blairも同じような分析を行い、現状に対し強い危機感を抱いた。Prof．Peach
とProf．Blairは、それぞれ他の関係者に対し現状の危機的状況を示し、英国における加速器研
究の再生を訴えた。
・JAIASは、2004年9月に「University of Oxford」と「Royal Holloway University of London」
のJoint Ventureの形で獲得した「PPARC（現在のScience and Technology Facilities Council
の一部門）からのグラント」を財源として、同年10月に創設された。
・2005年4月にProf．KenPeachがDirectorに、同年5月にProf．GrahameBlairがDeputyDirector
に任命されている。
・また、同時期に、リバプール近郊において、「UniversityofLiverpoolJ「UniversityofManchesterJ
「Lancaster University」のJoint Ventureの形で「CockroftInstitute」も創設されている。
また、「資金や人材の推移」については、以下のコメントが示された。
・平行して、Prof．Peachは、ResearchCouncilから45万ポンド／年規模の3年間に渡る資金枠を
獲得し、この資金にいくつかの小さなResearchGrantを加え、合計で60～70万ポンドの資金を
準備した。
・その上で、1999年4月に「ParticleAcceleratorforParticlePhysics」というResearchProgram
をスタートし、小さなResearch Lineを用いた研究を開始した。
・JAIAS創設の準備期間となった最初の3年間のResearchProgramを通じ、スタート時には「10名
のAcademicStaff」「6名のResearchStaff」「数名のEngineeringStaffJ「数名のResearchStudent」
だった組織が、この間におよそ2倍の規模に拡大した。
・3年目の終了時において、研究成果に対する極めて高い評価（Remarkable Progress）を取得し、
その結果として、2004年からの3年間を対象とした900万ポンドの継続研究資金を獲得した。加
えて、別枠の予算として、新たに700万ポンドを資金源も獲得した。
・こうした動きが周囲の共鳴をもたらし、最終的には「UniversityofOxford」と「RoyalHolloway
University of London」によるJoint Venture Projectに結びついた。
・具体的には、PPARC等による「UniversityBasedAcceleratorScienceInstitute」を創出する
ためのプロジェクト公募が行われ、「Linear Collider」と「Neutrino Factory」の関連研究を核
とするJAJASの創出をもたらした。
b．成功要因、特徴
「拠点の成功要因」については、以下のコメントが示された。
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・JAIASが誕生した第一の要因として、Prof．PeachやDr．Brian Fosterなどの「英国における加
速器研究の再興を掲げるトップクラスの研究者達」の存在が挙げられる。
・こうしたビジョナリー・リーダーの存在が、若手研究者を鼓舞し、研究に対する夢を与えた。
・第二の要因として、これらのリーダーが、熱意のある「Young Academic Staff」や「ボスドク」
をスカウトし、強い研究チームを創り上げた。
・第三の要因として、「KeySkill」や「KeyTechnology」の存在がある。JAIASのケースでは、「Laser
Metrology」などの強みが大きな影響をもたらした。
・第四の要因として、トップクラスの「Graduate Student」の存在が挙げられる。
また、「拠点としての魅力」について質問すると、以下の回答が得られた。
・トップクラスの人材を引きつけるのは「研究の質」であり、そのためにはInstituteが「卓越し
たProgram（ClearProgram）」「卓越した存在感（ClearVisibility）が」を持っている必要がある。
・優れた研究者にとって、そのInstituteで活動することがキャリアップにつながる（そこでの研
究実績が研究者としてのブランドを高める）こと、そしてそのためのProgramが存在しているこ
とが非常に重要である。
・世界中からトップクラスの人材が集まる理由は「InternationallyConlpetitiveandInteresting」
だからである。
・JAIASがここ数年取り組んできたのは、「世界においてHighly Visibleな存在になること」、そし
て「優れた研究者がJAIASに在籍することで生じるリスクを最小化する（研究者としてキャリア
アップできる条件を整備する）」ことである。
これらのコメントから、第一に、「卓越した研究プログラムが、トップ人材を引き付
ける求心力となっている」ことが分かる。
また、第二に、「卓越した存在感、すなわち、世界の研究コミュニティーにおける認
知度の高さが、拠点にトップ人材を引き付けている」ことが示唆される。
C．組織構成、マネジメント
「拠点のマネジメント」については、以下のコメントが示された。
・素粒子物理の領域でトップクラスの研究成果を生み出すためのクリティカルマスとして、「1～2
名のAcademicStaff」「1～2名のPosDoc」「1～2名のGraduateStudent」「1～2名のTechnical
Staff」が必要になる。
・つまり、5～6名で構成されるチームが、研究成果を生み出すための基本となる。チーム規模が
小さい方が、研究活動の効率が高まる。
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・JAIASの場合、60名のメンバーが所属しており、7つのProjectに取り組んでいる。現状のJAIAS
がトップクラスの研究インパクトを生み出すためのクリティカルマスに相当する。
・JAIASには、17人のPermanent Academic Staffが在籍している。
・1998年には、全英で一人だけだった関連分野のGraduate Studentが、現在は50名以上輩出され
ており、その内の20名がJAIASに所属している。
・JAIAS創設時には、1960年に建築された建物をベースとし、9つのオフィスを改造するために5
万ポンド以上の費用をかけた。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」については、以下のコメントが示された。
・JAIASは、現在は発展フェーズにあるが、まもなく発展段階の一つのピークを迎えるものと認識
している。
・トップ拠点の創出フェーズでは、安定的な資金源が特に必要になるが、発展フェーズや成熟フェ
ーズにおいても、何らかの安定的資金は必要である。
・JAIASの場合、通常のResearChFundが2～3年の期間となっているのに対し、7年間のGuarantee
Fundを獲得済みである。
・大学からの支援（Commitment）も重要であり、JAIASの場合、UniversityofOxfordより50万ポ
ンド、Royal Holloway University of Londonより4～5万ポンドの財政的支援を受けている。
・拠点として発展していくには、リーダーが自由に裁量できる安定的資金が必要になる。JAIASの
場合、最低で20万ポンド、通常は50万ポンド程度の安定的資金が確保されている。
また、「拠点の評価」について質問すると、以下の回答が得られた。
・JAIASの運営体制は、「AdvisoryBoard」「InternalAdvisoryCornmitteeJ「ExecutiveConmittee」
などから構成される。
・「AdvisoryBoard」は、年に1回の頻度で会合を持っ。現状のメンバーは、英国から1名、欧州か
ら2名、北米から2名、日本から1名、合計で6名の世界トップクラスの研究者や有識者から構
成される。
・「Internal Advisory Conmittee」は、年に2回の頻度で会合を持つ。「University of Oxford」
「RoyalHollowayUniversityofLondon」及び「FundingAgency」が、スポンサーを代表する立
場から、JAIASの研究投資効率のチェック・検証する。
・「Executive Committee」は2ヶ月に1回の頻度で会合を持ち、Instituteの運営に関する諸事項
を協議する。
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・JAIASにとって最も重要な組織が「Advisory Board」であり、完全に独立した組織としてJAIAS
が進むべき方向を提示している。JAIASの「ScientificCredibility」を支える役割を果たしてい
る。
これらのコメントから、AdvisoryBoardと呼ばれる「世界トップクラスの研究者や
有識者で構成される外部組織が、拠点のScientificCredibilityを支える上で、大き
な役割を果たしている」ことが確認できる。
2－6－5．マックスブランク核物理学研究所／Max PlanckJnstitute for Nuclear
Physics（MPトNP）／ドイツ
MPI－NPのManaging DirectorであるProf．Dr．Christoph Keitelへのインタビュ
ーを行った。得られた結果をもとに、トップ拠点としての「発展経緯」「成功要因、特
徴」「組織構成、マネジメント」「資金構成、評価システム」をまとめると、次のよう
になる。
a．発展経緯
「所属するマックスブランク協会の概要」について、以下のコメントが示された。
・マックスブランク協会は、1911年に創設されたKaiserWilhelmSocietyの後継機関として、1948
年に誕生した。
・MPI－NPは、カイザーウイルへルム・インスティテュートKaiser－WilhelmInstituteのMedical
Research部門からスピンオフする形で、1958年に設立されている。
・現在、マックスブランク協会に所属する全研究機関には、約23，400名のスタッフが在籍しており、
この内、Scientistが約4，400名を占める。
・2007年度の総予算は約14億3，300万ユーロに達している。約82％が連邦政府や州政府からの
PublicFunding、残りの18％がDonationやThirdPartyFundedProjectなどのExternalFunding
となっている。
b．成功要因、特徴
「マックスブランク協会に所属する研究拠点全体の特徴」について、以下のコメン
トが示された。
・MPIは、世界最高レベルのBasic Researchに取り組む機関である。
・「Natural Sciences」「Life Sciences」「Social Sciences」「Humanities」をカバーする広範な領
域で、研究活動を展開している。
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C．組織構成、マネジメント
「拠点の組織構成」については、以下のコメントが示された。
・MPI－NPは、5つのDivisionと9つのIndependent Research Groupより構成される。
・約400名のスタッフが在籍しており、この内、サイエンティストが84名、博士課程学生が102名、
Diploma Student（修士過程学生に相当）が41名、ゲストサイエンティストが85名を占める。
・84名のScientistの中で、パーマネントスタッフの割合は約50％となっている。ただし、この中
にはFormerDirectorやResidualGroupMenlberが含まれているので、現行の研究チームにおけ
るパーマネントスタッフの割合はもう少し低い。
また、「拠点のマネジメント」について質問すると、以下の回答が得られた。
・ディレクターを任命する際には、世界トップレベルの研究者であることが必須条件となる。少な
くともドイツ国内ではベストである必要があり、世界でもトップレベルにあることが求められる。
・国外においてより優れた人材の活動が顕著である場合は、ディレクターに任命されるチャンスが
なくなる。
・「MPI一評があらかじめ研究テーマを設定し、ディレクターを募る」のではなく、「優れた研究者を
をディレクターとしてスカウトし、トップクラスの研究を委ねる」形を取る。このため、新たな
ディレクターの任命に伴い、研究分野が大きく変化するケースがしばしば見られる。
・MPIでは、ディレクターが機関の運営について大きな自由度を持っている。
・MPI－NPには5名のディレクターが在籍しているが、各ディレクターが拠点トップである「Managing
Director」のポジションを輪番制で担うことで、権力の過度の集中を避ける工夫をしている。
・肝ト評においては、原則として、ディレクターがプロジェクトや研究テーマを決定している。研
究テーマの考案は、トップダウンで行う場合もあるし、各グループを中心にボトムアップで行う
場合もある。
．．．．．．．－．－－．．．．．．．．．．．－．．－．－．．．．－．．．．T．．．．－．．．．．．．．．．．T．－・．・．，．・．一一－－－一一一T・－－－一一一一－T－－－－一一－－T－－－一一一T－－－一一一－T－－H一一一一一一－T－－一一一－T．
これらのコメントから、第一に、肝I－NPでは「拠点を率いるディレクターは、世界
トップ人材の中から選ばれている」ことが分かる。
第二に、「研究責任者として世界最高の頭脳を呼んでくるからには、研究拠点の研究
分野の重点が変わることも厭わない覚悟でマネジメントしている」ことが見て取れる。
上記に加え、「拠点の人材や環境」については、以下のコメントが示された。
．．．．－．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．－．．．．・．．．．．．．一一一一一・一一一．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一H一一一一一一一一一一一一一一．．一一一一一一一．‾‾‾
・素粒子物理の領域で新たなプロジェクトを立ち上げるためには、3人のSeniorPeopleを集める
必要がある。通常、2名がExperimentに強い人材、1人がTheoryに強い人材の構成となる。これ
がクリティカルマスに当たる。
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・若手の研究者を対象としたJuniorIndependentGroupを組成している。若手研究者がキャリアを
蓄積しReputationを高めるための格好の場となる。通常、1人のディレクターが1～2のJunior
Independent Groupを設けている。
・各プロジェクトは、権限をグループやチームに出来る限り委譲したフラットシステム型で運営さ
れる。グループリーダーの半数程度は、国外からの人材となっている。
・肝Iにおけるサラリーは、ドイツ国内の大学と同レベルにある。米国大学に比べると、決して高
くない。
d．資金構成、評価システム
「拠点の資金」については、以下のコメントが示された。
・肝ト肝の2007年度の予算は、2，720万ユーロとなっている。
・Max Planck Societyなどからの公的資金（Federal GovernmentやGermanStateからのPublic
Funding）以外の外部資金は、個々の研究者レベルで獲得できる。
さらに、「拠点の評価」については、以下のコメントが示された。
・世界トップレベルのScientistで構成される「AdvisoryBoard」が、2年に1回の頻度で現地を
訪問し、活動内容の評価を行う。その上で、評価結果を、肝Iのプレジデントに提示する。
・通常、3日間滞在し、第一日目はディレクターが活動内容を報告する。第二日目はYoungScienti。t
が活動内容を報告する。第三日目にプレジデントが現地を訪れ、AdvisoryBoardとの会合を持ち、
「AdvisoryBoardによるInstituteの評価結果」について協議を行う。その上で、評価結果に基
づき、プレジデントがInstituteに対し、活動内容への意見を述べる。
・ある研究所に関して低い評価が続くと、ディレクターはその任を解かれ、Instituteが閉鎖され
ることになる。このように競争的で、非常に厳格な評価が実施されている。
・ただし、プレジデントがこうした意思決定を行うまでには、組織として十分な評価期間を設ける
（1回の評価で決めるようなことはしない）。拙速な判断は行わない。
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2－7．研究拠点を支援する機関の戦略・方針に関する調査
研究拠点への支援については、以下の4機関を現地調査対象として取り上げた。
・欧州委員会Directorate・GeneralforResearch／DG Research，European Commission
（EC－DGR）／EU
・ウェルカムトラスト／Wellcome Trust（WT）／英国
・フランス全国研究機構／Agence Nationale dela Recherche（ANR）／フランス
・フランス高等教育・研究担当省／FrenchMinistryofHigherEducationandResearch
（Ⅶ1ER）／フランス
2－7－1．欧州委員会DG ResearCh／DG Research，European Comnlission（EC－DGR）
／EU
欧州委員会・研究理事会のユニット長であるMr．WilliamCannellへのインタビュ
ーを行った。
世界トップクラスの研究拠点形成に関する「欧州での政策・資金サイドの最新動向」
について得られたコメントをまとめると、次のようになる。
「第7次フレームワークプログラムの目的」については、以下のコメントが示され
た。
・2007年2月に、「EuropeanCommission（EC）」は「EuropeanResearchCouncil（ERC）」を設立
した。
・ERCの活動資金は、「EuropeanUnionの第7次フレームワークプログラム（FP7）」から提供されて
いる。
・「欧州における研究開発の質を向上すること」が、ERCの大きな設立日的となっている。
・そのために、FR7の約540億ユーロの予算を基盤に、「7年間で約75億ユーロを充当する新たなフ
アンディングシステム（競争的研究資金）」が構築された。
・本フアンディングシステムは、「欧州における研究開発の質を向上する」というERCの設立目的に
応えるため、自由な競争条件（open－COmpetition）の下で、「“研究領域’’よりも“研究の質”を
重視し、優れた提案（proposal）を選抜していく（例えば、対象領域の枠に収まらないプロポーザ
ルであっても優れた提案であれば採用していく）」という大きな特徴を持っている。
・さらに、提案（proposal）を公募する際に、「研究者主導型（investigator－driven、機関からで
はなく、研究者個人からの提案を重視する方式）」かつ「ボトムアップ型」の仕組みを用いること
が、もう一つの大きな特徴となっている。
・上記仕組みをもとに、「“機関”ではなく‘‘個人”を重視した選抜」を行うことが、結果として、
「優れた研究者（予算を獲得するための優れた研究能力を有する個人）が集積したトップクラス
機関（特に、トップクラス大学）への研究支援を強化する」ことにつながる。
「第7次フレームワークプログラムの効果」については、以下のコメントが示され
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た。
・従来、欧州においては、「ネットワーク型の提案（複数の大学や研究機関が連携した提案）への研
究支援を重視」すると、「多くの大学に対し、ほぼ同等の研究支援を行う結果」をもたらすことが
指摘されていた。
・新たなフアンディングシステムの導入により、上記傾向が是正され、「トップクラスの研究拠点に
対し、重点的な研究支援を行う」ことが可能になる。
・米国の場合、主要な研究主導型大学（researchintensiveuniversity）の数は100程度に限定さ
れている。さらには、例えば、NSFのグラントの支給状況を見ても、この内の30～40の大学に予
算の80％以上が集中している。
・これに対し、欧州の場合、約2，000の研究主導型大学（researchintensiveuniversity）が活動
する状況となっている。
・この意味で、多くの大学に対し同レベルの支援を行う形ではなく、個々の実態に応じメリハリの
きいた支援を行うことが求められている。
・上記趣旨に基づき導入された新たなファンディングシステムの下で、ERCによる最初の提案公募
（2007年4月に締切り）が行われた。約9，160件の提案応募が寄せられ、競争の結果、約300の
提案が採用されている。
・なお、システム導入に当たり、提案選定やプロジェクト評価のために、「PhysicalSciencesJ「Life
Sciences＆Medicine」「Social Sciences＆Humanities」の3分野において複数の評価パネルが
設置された。各パネルは、約10名の世界トップクラス人材から構成されている。
2－7－2．ウエルカムトラスト／Wellcome Trust（WT）／英国
WTのHead of Neurosciences and Physiological Sciencesである　Dr．Richard
Morris、Science Programme ManagerであるDr．Michael Dunn、Strategic Planning
and PolicyUnitのPolicyAdviserであるDr．Nicola Perrinへのインタビューを行
った。
世界トップクラスの研究拠点形成に関する「欧州での政策・資金サイドの最新動向」
について得られたコメントをまとめると、次のようになる。
・WTは1936年に設立された民間の研究支援団体であり、バイオメディカル分野を中心とし、英国
及び国外の研究を対象に、年間約6億5，000万ポンドの資金援助を行っている。
・WTには、500名以上のスタッフが在籍しており、これらの資金援助活動を推進している。
・WTによる研究支援の代表例として、ケンブリッジ郊外のヒンクストンに立地している「Sanger
Institute」が挙げられる。
・SangerInstitiuteは、WTとUK Medical Research Councilにより、1993年に設立された。遺伝
子分野におけるトップ拠点の一つとして認知されている。
・最近の動きとして、WTは、SangerInstituteの2001年～2006年までの活動資金として、約3億
ポンドの援助資金を行っている。
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・「Wellcome Trust Genome Campus」と呼ばれる　SangerInstituteの立地場所には、European
BioinformticsInstituteやUKMedical Research Councilの関連機関などが複数集積しており、
ライフサイエンス研究の一大コンプレックスを形成している。
2－7－3．フランス全国研究機構／AgenCe NationaIe dela RecherChe（ANR）／フ
ランス
ANRのHead ofInternational Affairs兼Program OfficerであるDr．Nakita
Vodjdaniへのインタビューを行った。
世界トップクラスの研究拠点形成に関する「欧州での政策・資金サイドの最新動向」
について得られたコメントをまとめると、次のようになる。
「ANRが設立された背景」については、以下のコメントが示された。
．．．－．．．．．．．．．．．．．．－．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．－．．．．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一H一一一一一一一一H－．一一一一一一．‾
・2005年までのフランス政府の研究予算は、「ResearchOrganizationに直接支給されるもの」が多
く、「Call for Proposalのプロセスを経るもの」は少なかった。
・具体的には、CallforProposalを経る研究予算は2種類あり、一つがBasic Scienceを対象と
する「FFS（Funds for Science）」、もう一つはApplied Scienceを対象とする「FFT（Funds for
Technology）」になるが、これらを合わせた予算総額が、2億5，000万ユーロ程度に止まっていた。
・こうした事態を打開するため、2005年のANR創設に伴い、Research Organizationに直接支給す
る研究予算は一定レベルに据え置く一方で、ANR経由にてCallfor Proposalやプロジェクトベ
ースで配分する研究予算を強化する方針が取られた。
・上記の方針を受け、実際に、蛸Rの研究予算規模は、2005年が7億ユーロ、2006年は7億5，000
万ユーロ、2007年は8億5，000万ユーロ、2008年は9億5，500万ユーロへと拡大している。
・また、服の創設前は、フランス政府による研究予算の配分について、「透明性が十分でない（not
transparentenough）」「評価の基準が明確でない（notpredictableenough）」という問題点が指
摘されていた。
「Amの研究資金制度の特徴」については、以下のコメントが示された。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．－．．．．．．．．．．．．．．－．．．．．．．．．－H．．－．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．‾
・このため個Rは、予算配分プロセスの「透明性」や「公平性」を高めることを目的に、「Callfor
Proposalにおける情報公開」「選定ルール（評価基準やプロセスなど）の明確化」などにも徹底し
て取り組んでいる。
・さらに、ANRのプログラムとして採択され、予算配分された後の「進捗状況のモニタリング」や
「成果の評価」の仕組みも、改善や検討が進められている。
・ANRが配分する研究予算の大きな特徴として、「ほとんどの予算（全体の約95％）がC0－0perative
Projectを対象とした枠組みになっている」ことが挙げられる。
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・「ResearchOrganizationに直接支給された研究資金の場合、機関外の連携に使われるケースがほ
とんど見られない」ことが、大きな背景となっている。フランス全体としては「単独」と「連携」
の両方の研究が必要であり、このため、ANRが配分する資金においては、ネットワーク型の研究
を重点的にカバーするようになっている。
・ANRの研究資金が配分されるプログラムの実施期間は、2～4年程度となっている。
・プログラムのタイプについては、「トップダウン型のThematicPrograms」が研究予算の三分の二
を占め、残りが「ボトムアップ型の　Non Thematic Programs（ほとんどが　mostly
trans－disciplinary）」となっている。
・ANRは、研究プログラムの選定において、「政策サイドのGeneralView」と「研究サイドのAcademic
View」のバランスを取る面でも機能している。ただし、政策サイドと研究サイドのバランスだけ
を考慮しているわけではなく、産業界を含めた多方面からの意見集約を図っている。
2－7－4．フランス高等教育・研究担当省／French Ministry ofHigher Education
and Research（FMHER）／フランス
FMHERのAdvisor to The Director on ReSearch AffairsであるProf．Jean－Luc
C16Tnent、Scientific Advisor forInternational Affairs to The Director General
for Research andInnovationであるDr．Dominique Sotteau、Dr．Daniele Hulin、
Dr．Bernard Froment、Dr．Serge Hagegeへのインタビューを行った。
世界トップクラスの研究拠点形成に関する「欧州での政策・資金サイドの最新動向」
について得られたコメントをまとめると、次のようになる。
・フランス政府による研究支援の最新動向として、フランス全国研究機構（ANR）の設立による「Call
forProposalやプロジェクトベースで配分する研究予算の強化」に加え、2006年に導入された研
究支援プログラムである「RTRA（Advanced Research Center）」などが注目される。
・このRTRAプログラムは、産業や技術開発を支援するための基礎研究センターを強化すること
を目的としている。
・本プログラムを通じ、フランスの大学などにおける研究現場を、マサチューセッツ工科大学やケ
ンブリッジ大学などの世界的名声を持つ拠点に対しても、十分な競争力を持つ拠点として強化し
ていくことを狙っている。
・そのために、拠点の「Excellence」「Visibility」「Attractiveness」「Interactivity」「Reactivity」
を高めることを重視している。
・本プログラムの支援対象として13の研究拠点が採択され、これらの13拠点に対し、全体で約2
億100万ユーロのグラントが用意された。平均で、1拠点当たり約1，350万ユーロの資金が提供
される。
・提供される資金は、原則として、建物費以外であれば、拠点の裁量に応じ自由に使えるように設
計されており、研究の各種費目やサラリーなどに充当できるようになっている。
・5年間をかけて、本プログラムの有効性が検証されることになっている。
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2－8．欧州現地調査結果小括
前項までにまとめた23拠点と4機関へのインタビュー結果を概観すると、欧州の世
界トップクラスの研究拠点に見られる特徴、及びこれらの研究拠点のマネジメントに
関わる動向として、以下の事項などが導き出される。
（1）壁窒塾点上土工旦△杜を集塑皇力
いずれの拠点においても、世界トップクラス研究拠点の最も重要な要件は「優れた人
材を集める力を持っていること」で一致している。
ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研究所へのインタビューで得られた「トップ
クラスの研究拠点にはトップクラスの研究があり、トップクラスの研究がある場所に
は、トップクラスの研究者がいる」というコメント（P50参照）が、これを象徴して
いる。
2）丞迫力上皇五里之望＿∠堂ZE＿芝芝生
この「優れた人材を集める力」が、独自のビジョンや研究プログラムになる。
そのためのアプローチは拠点により異なるが、例えば、ブッパータル研究所のケー
スでは初代ディレクターが掲げた「Application Oriented Sustainability Science」
というビジョン（P32参照）が、ジョン・アダムズ加速器科学研究所のケースでは
「ParticleAccelerator for Particle Physics」という研究プログラム（P73参照）
が、それぞれの求心力を形成している。
（3）壁塁上ヱZA巫蛙去る塾点会旦盟主
ビジョンやプログラムに基づき「拠点の研究ターゲット」を選定する際に、「世界ト
ップクラスの研究人材」が関与している。「世界初の研究成果」を生み出すには、「世
界トップクラスの研究人材の視点」で研究ターゲットを絞り込むことが重要になるた
めである。
トップクラスの人材のターゲット選定への関与は、二つの方法により実現される。
第一が「拠点リーダーへの世界トップクラスの研究人材の登用」であり、代表的ケ
ースとして、マックスブランク核物理学研究所（P77参照）やフラウンホーファーコ
ンピューターアーキテクチャー＆ソフトウェアテクノロジー研究所（P38参照）など
の取り組みが挙げられる。
第二が「外部評価組織へのトップ人材の登用」であり、この場合は「拠点評価の目
利き」として世界トップクラスの研究人材が意思決定に関与することになる。代表的
ケースとして、ケンブリッジ大学アイザックニュートン数理科学研究所（P64参照）
やミュンヘン大学遺伝子センター（P27参照）などの取り組みが挙げられる。
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（4）塾基を立ち土埋る塾塑型遡塾資金
拠点設立の段階で、複数年に渡る立ち上げ活動に充当するための初動資金を捻出す
る体制が整っている。
具体的には、「複数年の活動に充当できる活動資金を既に確保している」、あるいは
「外部資金を獲得するための十分な実力と実績を持った研究リーダーが揃っている」
などのケースが挙げられる。
「初動資金の提供者」については、多様な主体が資金提供の役割を担い得ることが
分かる。今回のインタビューでも、「中央政府」「州政府」「学協会」「大学」「個人実業
家」など、様々な事例が見られた。
（5）生塾A杜を監阻：邑麺避な剋塵
世界トップクラスの研究拠点には、世界トップレベルの活動に必要となる「人材の
クリティカルマス（最小限の研究人材の数や構成）」を満たすために、柔軟な人材登用
制度が導入されている。
拠点独自の研究成果を生み出すには、複数のトップ研究者の協力が必要になる。そ
のために、拠点内部での研究者連携に加え、例えば、フランス高等科学研究所などは
「数ヶ月の短期滞在を前提としたビジター型の招聴制度」を活用し、外部のトップ人
材を登用している（P70参照）。
また、Minatecの一画を成すグルノーブル工科大学は、「国外のトップ人材を対象に、
渡航費用、サラリー、特別なポジションを用意した上で、先方が希望する期間だけ、
研究プロジェクトに参加出来る仕組み」を制度化している（P55参照）。
（6）国際的認知度や研究環境の向上
世界トップクラスの研究活動を推進する基盤として、ボスドクや学生などの優れた
若手研究者を集めることを重視している。
そのために、若手研究者を引き付ける力となる「国際的認知度（International
Visibility）」や「研究環境」の向上に取り組んでいる。
ベルリン工科大学材料科学＆技術研究所のインタビューで得られた「国際的認知度
を維持するには、新たなアイディアを提示し続けることが効果的」というコメントに
象徴されるように、世界トップクラスの研究拠点は、「トップレベルの論文」や「他で
は得られないトピックス」などを武器に、独自性や差別性を高める情報を戦略的に発
信している（P53）。
また、欧州分子生物学研究所ハイデルベルグの取り組みに代表されるように、拠点
の研究環境向上の一環として、家族ケアなどの多様なニーズに応えた研究者支援制度
を整備・強化する動きも見られる（P15）。
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第3章　欧米の事例にみる世界トップクラス研究拠点の要件と日本への示唆
本章では、今回の欧州調査と昨年度実施した米国調査の結果を総合し、世界トップクラス
研究拠点が成立するための要件を検討する。また、この検討結果から、今後我が国におい
て世界トップクラス研究拠点を形成していく上での実践的インプリケーションを導出する。
3－1．世界トップクラス研究拠点の要件
まず、米国調査の結果から我々が抽出した世界トップクラス研究拠点の要件を振り返っ
ておく。米国調査では、ライフサイエンス分野1拠点、環境分野2拠点、情報通信分野2
拠点、ナノテクノロジー・材料分野2拠点、基礎科学分野（素粒子物理関連）2拠点の計
9拠点を対象にケーススタディを実施し、多くの拠点に共通にみられた特徴として以下の
諸事項を指摘した。
・対象拠点が「世界トップクラス」である由来を調査結果から帰納的に定義すれば、それ
は「世界中からトップクラスの優れた人材を引き付けられる力を有していること」である
と言える。
・その力は、「明確などジョンを掲げる魅力的なリーダーの存在」、「優れた研究支援機能」、
「そこにしかない研究・実験設備や研究プログラム」、「リスクをとるチャンスを与える組
織文化」などによって提供されている。
・世界トップクラス研究拠点のマネジメントにおける特徴は、「人事評価におけるピア評
価の重視」、「研究に専念できるリサーチ・トラックのようなキャリア・システムの導入」、
「研究者による外部資金獲得の重視」などに見られる。
なお、世界トップクラス研究拠点に共通の特徴としては、この他、「ジュニアレベルの人
材における流動性の高さ」、「研究人材の国際性の高さ」などが指摘されたが、これらは世
界トップクラスであるための要件というよりも、世界トップクラス研究拠点がその卓越性
故に世界中から人材を結集させ、また世界中に人材を輩出する機能を有していることの帰
結とみるべき点である。
今回の欧州における拠点調査は、「世界中からトップクラスの優れた人材を引き付けられ
る力を有していること」が世界トップクラス拠点としての基本的な要件であるという点に
ついては、米国調査と同様の知見をもたらしている。しかし、この人材を引き付ける要件
が整備されるプロセスには、米国とは異なる特徴が見られた。
まず、欧州の世界トップクラス研究拠点の共通点として、
・拠点の求心力となる独自のビジョンや研究プログラムの創出が重視されていること
・世界トップクラスの人材が、ビジョンや研究プログラムの策定に関与していること
が挙げられるが、これらは米国の世界トップクラス研究拠点においても実践されている事
項である。ただ、米国のほとんどの事例では、ビジョンや研究プログラムを創出する世界
トップクラスの人材が、自ら設立時の拠点リーダーに就任しているのに対して、欧州の拠
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点の中には、これと同様の事例が存在する一方、世界トップクラスの人材が評価委員など
として招稗され、外部からビジョンや研究プログラムの策定に関与するといった事例が多
くみられた。例えば、ミュンヘン大学遺伝子センターでは、評価委員会に当たる
International Scientific Boardにメンバーとして招聴されたトップクラス人材が、同セ
ンターの中長期戦略の策定に携わっている。また、欧州の研究拠点では、しばしば外部の
世界トップクラスの人材が、ビジョンや研究プログラムのみならず重点的な資源投入の対
象となる研究ターゲットの策定にも関与している。この事例としては、ケンブリッジ大学
アイザックニュートン数理科学研究所の評価委員会であるScience Steering Committeeに
招聴されたトップクラス人材が、年に2回、プロポーザルの選考に当たっていることが挙
げられる。
このような欧州の拠点にみられる取り組みは、拠点の求心力を形成する際、拠点外部の
トップクラス人材を、米国の拠点より積極的に活用していることを示している。さらに欧
州の拠点の中には、優れた人材の募集や受け入れに際しても、米国の拠点より積極的な取
り組みを推進している事例がある。それらの取り組みは、
・外部から優れた人材を登用するための柔軟な研究交流制度が導入されていること
・優れた人材を集めるための条件として、生活面での支援を含む受け入れ環境が整備され
ていること
の2点に要約できる。前者の事例には、アイザックニュートン数理科学研究所における短
期滞在を前提としたビジター型の招聴制度が含まれる。フランス国立情報学研究所におい
て、プロジェクト提案の機会が外部の研究者に開かれていることも、これに該当する事例
である。後者の事例としては、マックスブランク神経生物学研究所や欧州分子生物学研究
所（ハイデルベルグ）で、研究者を登用するための環境条件として、子弟の養育を支援する
仕組み（child care）が整備されていることなどが挙げられる。これらの特徴的な取り組み
は、魅力的な研究プログラムや卓越した研究成果の発信を以って自ずと拠点の国際的認知
度が高まり、人材が引き付けられることを期するに止まらず、欧州の拠点がより積極的に
優れた人材を結集させようとしていることを端的に示している。
このように欧州の拠点では、シニアクラスの研究者から若手研究者までを含む各層の優
れた人材が、多様な方法で外部から登用されている。その際、重要な役割を果たしている
のは、人材の供給源となっている研究コミュニティ（特定組織の枠を超えて共通のディシ
プリンや問題意識により結び付いた研究者の社会）の存在である。拠点が発信する研究成
果や拠点が輩出する人材は、研究コミュニティの内部で評価され、その卓越性が認知され
ることによって、研究コミュニティから優れた人材を拠点に引き付ける誘因となる。かく
して拠点に結集した人材が新たに卓越した研究成果を挙げれば、それがまた拠点の求心力
を高めることになり、拠点と研究コミュニティの間には、優れた人材と研究成果の好循環
が形成されるのである。
このような好循環が持続するためには、拠点内部における人材の規模が優れた研究成果
86
の創出に足るクリティカルマスに達し、その研究活動が常に活性化していなければならな
い。個々の人材にとって、拠点に参集するインセンティブは、共通のディシプリンや問題
意識を持った多くの優れた同僚と切磋琢磨する機会が得られることである。そのような機
会は、研究者間の競争ばかりではなくコラボレーションを促すことによって、研究成果の
効率的な創出に結び付いていく。このため概して世界トップクラス研究拠点のマネジャー
は、
・拠点内外の研究者が協力的に研究活動を推進する場として拠点が機能していること
の重要性を認識している。これが最も顕著に窺える事例は、複数の大学や公的研究機関の
ネットワークによって構成されているパリ数学財団であって、そこでは参加機関の間に対
立や葛藤が生じることに伴う損失が強く認識され、拠点としての課題に研究者が集中でき
るようにすることが参加機関の代表者であるディレクターの役割とされている。
なお、研究活動にとっては、研究者間のコラボレーションばかりでなく、研究者と管理部
門のコラボレーションも活性化要因となる。このため
・管理スタッフが研究者のメンタリティと研究内容を理解することにより、研究者との円
滑なコミュニケーションを保持すること
の重要性が、強く認識されている拠点もあった。例えばフランス国立科学研究センターの
ディレクターは、研究職から転じた管理スタッフが、そのようなコミュニケーションを成
立させる上で果たす役割を積極的に評価している。
さらに今回の調査結果からは、
・複数年にわたって立ち上げに充当できる多様な初動資金の基盤が存在していること
を、世界トップクラス研究拠点の形成にかかる要件として指摘することができる。昨年度
の米国調査では、カーネギーメロン大学ロボット研究所の立ち上げにDARPA（Defense
Advanced Research Project Agency）からの集中的な資金投入が大きく寄与していたことな
どに初動資金の重要性を示す典型的な事例が見出されたが、その資金的基盤における多様
性が重要であるという点は、今回の欧州調査の過程で明らかになった要件である。例えば
欧州においても、設立時6年以上に亘ってドイツ研究教育省から大規模グラントを獲得し
ていたミュンヘン大学遺伝子センターのように、政府資金に大きく依拠して立ち上げられ
た拠点はあるが、他方には、設立時の資金源のほとんどを産業界に依存していたフランス
高等科学研究所のような事例も存在している。また、アイザックニュートン数理科学研究
所の場合、設立時の資金の多くは、母胎であるケンブリッジ大学のカレッジから提供され
ていた。このような事例において、政府による競争的資金が重要な役割を果たすようにな
ったのは、当該拠点が拡大成長期を迎えてからである。したがって、これらの事例は、政
府資金の他にも拠点の立ち上げを支援する多様な資金源が存在することの重要性を示唆し
ていると言えるであろう。
以上、調査結果により得られた知見に基づいて、世界トップクラス研究拠点が成立する
要件について考察した。ここで抽出された要件を総合すると、図3－1のようにまとめるこ
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とができる。この図において世界トップクラス研究拠点は、恰も研究コミュニティや資金
源といった外部環境要因との間で入力と出力を循環させる開放系のシステムとして模式化
されている。
ただし、このようなシステムとしての世界トップクラス研究拠点の持続可能性は、この
図に示された成立要件の他、当該拠点が関係している研究分野のライフサイクルというダ
イナミックな要因にも規定されるであろう。ある研究分野において拠点が外部環境との好
循環を保持したシステムとして成立していても、その研究分野のライフステージが衰退期
に入れば、やがて当該拠点の役割も終わりを迎えることになる。したがって、ある研究拠
点が特定研究分野のライフタイムを超えて持続的に世界トップクラスのポジションに立つ
という状況は、その拠点が絶えず関連する新しい研究分野を先取りし、成熟した研究分野
からは撤退する戦略をとることによってのみ可能となる。実際、今回調査の対象となった
拠点の中には、このような戦略を意図している事例がみられた。例えば、ケンブリッジ大
学キヤベンディッシュ研究所には、特定の分野が非常に重視されるようになった時は、最
早その分野から去る時だというポリシーが存在するという。また、フラウンホーファー・
コンピュータアーキテクチャー＆ソフトウェアテクノロジー研究所では、一つの分野に固執
していると世界トップクラスの研究成果を生み出し続けることができないとの認識の下、
組織を常に進化させていくために、パーマネントスタッフの割合を制限しているという。
これらの事例は、ときとして世界トップクラス研究拠点の役割が、特定分野における研究
活動の実施に止まらず、特定分野のライフタイムよりも長期に亘る知的進化のプロセスを
担うものとして設計されていることを示している。
88
図3－1．システムとしての世界トップクラス研究拠点の成立要件
3－2．我が国の拠点形成施策への示唆
今回調査対象とした欧州の世界トップクラス研究拠点の中には、米国の拠点より一層明
確な戦略的意図を持って形成されてきた事例が数多く見られた。米国で既に世界トップク
ラス研究拠点が成立している領域で新たに欧州の拠点を形成するためには、その先発拠点
に対して研究ターゲット等を差別化する必要があり、また後発の拠点が優れた人材の獲得
において優位性を構築することは一般に困難である故に、欧州では研究コミュニティとの
連携に依拠して人材を柔軟に登用する方式が進展したものと考えられる。
世界トップクラス研究拠点の形成という課題において、さらに後発に位置している我が
国に対して、こうした欧州の取り組みは、いくつかの重要な示唆を与えている。以下では、
それらの示唆を、研究拠点のマネジメントにかかる実務的インプリケーションと、研究拠
点形成にかかる政策的インプリケーションとして整理しておく。
3－2－1．研究拠点のマネジメントにかかる実務的インプリケーション
研究拠点のマネジメントにおいて留意すべき点は、当該拠点の関与する研究分野がどの
ようなライフステージにあるのかによって異なる。以下、留意点を整理するに当たり、必
要に応じてステージ間の差異に言及しておく。
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（1）先駆的なビジョンの策定またはビジョン、研究プログラム、研究ターゲットの差別
化
拠点が潤沢な外部資金を獲得し、優れた人材を結集するための必須条件は、初期段階の
研究分野においては先駆的なビジョンの策定、成長段階の研究分野においては先発拠点に
対するビジョン、研究プログラム、研究ターゲットの差別化である。
先駆的なビジョンの策定は、新しい研究分野の創出に他ならないことから、策定自体が
困難であるばかりか、策定されたとしても、そのフィージビリティの不確実性が高いため
にビジョンの正当性を獲得するプロセスにも困難が伴う。しかし、そのビジョンに基づく
拠点が逸早く形成されれば、世界トップクラス研究拠点としての地歩を確立できる可能性
は高い。
一方、拠点の設立時に当該研究分野が既に成長段階にある場合、世界トップクラス研究
拠点は他に成立していることから、ビジョンの策定に当たっては、それら先発拠点との差
別化を図るとともに、研究プログラムの独自性を追及し、ターゲットとなる研究課題を十
分に絞り込む必要がある。研究ターゲットの絞込みが適切になされれば、そこに研究資源
を集中的に動員することにより、卓越した研究成果の創出が期待できる。この段階では、
いわゆる「選択と集中」が、世界トップクラス研究拠点形成の可能性を高めるであろう。
（2）拠点リーダーないし評価委員会への世界トップクラス人材の登用
世界トップクラスたるべき拠点のビジョン、研究プログラムおよび研究ターゲットの策
定には、世界トップクラス人材の関与が望まれる。したがって、自らの責任と権限におい
てビジョン等の策定に当たる拠点リーダーに世界トップクラス人材を登用するか、あるい
はビジョン等の策定にかかる評価委員会に世界トップクラス人材の参加を求める必要があ
る。
特に関連する研究分野が初期段階にある場合、当該分野における研究機能の拠点化の当
否を評価することは困難であるが、この段階で既に世界トップクラスの地位を確立してい
る研究者を拠点リーダーに登用できれば、拠点形成のフィージビリティを高めることがで
きるであろう。また、研究分野が成長段階にある場合、世界トップクラス人材は既に先発
拠点のリーダーに就任している可能性が高いため、この段階で新たな拠点のビジョン等を
策定する際には、複数の世界トップクラス人材を評価委員として招聴する方法が有用であ
る。
なお、このような人材の選定に当たっては、研究コミュニティ内部の相互評価を重視し、
特定の利害関係が反映されないよう留意しておくことが肝要である。
（3）人材を柔軟に登用するための制度と受け入れ環境の整備
研究コミュニティから優れた人材を登用するためには、短期滞在型の招聴制度や拠点外
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部に開かれた研究プロジェクト公募制度などの多様な制度を設置するとともに、生活面で
の支援を含めた受け入れ環境の整備を図る必要がある。
この点は、特に後発拠点にとって、先発拠点に対する差別化要素になし得る取り組みで
ある。後発拠点は、このような取り組みを国際的な研究コミュニティに向けて積極的に訴
求しなければならない。
（4）研究者間のコラボレーションの促進
研究拠点が持ち得る一つの重要な役割は、まだ競争前の段階にあり、インパクトが不可
視な研究課題について、拠点内外の研究者間で知識やアイデアが共有されるための場とし
て機能することである。研究者間の不毛な対立を回避するために発明の権利調整などに配
慮し、コラボレーションを促進することは、多数の優秀な人材を当該拠点に引き寄せ、結
果的に当該拠点の国際的なプレゼンスを一層高める機能を持つ。研究者間の競争のみを促
す環境では、単に研究者同士の分断が進展し、研究拠点としての機能は荒廃するであろう。
この点に対する配慮は、特に知識やアイデアの共有が画期的な研究成果の創出に結びつ
く機会が豊富に存在する初期段階の研究分野において重要である。
（5）特定研究分野からの撤退時期の見極め
ビジョンによって定義される拠点の研究ドメインが、特定研究分野の消長の域を超える
スコープを有している場合は、個別の研究分野のライフステージを見極め、成熟・衰退期
に達した研究分野からは適時撤退することが望ましい。この撤退と新規分野への移行を円
滑に進めるためには、撤退前の段階から、特定研究分野の消長の影響を受けない核心的な
内部資源を見定めておき、それ以外の周辺的な部分では、固定的な内部資源の規模を適切
にコントロールしておく必要がある。
3－2－2．研究拠点形成にかかる政策的インプリケーション
拠点形成にかかる政策の立案・実施において留意すべき事項は、以下の3点に集約され
る。
（1）適時に初動資金を提供する機動的な拠点形成支援プログラムの設置
および多様な形態で初動資金の獲得を可能にする柔軟な制度の設計
ある研究分野における拠点構想が、大学や研究コミュニティの内部で熟成されるまでに
は数年から10年程度の時間を要することがあるが、拠点形成の機が熟した際には、早いタ
イミングで初動資金を獲得できることが望ましい。したがって、拠点形成の機会に応じて
適切に形成支援が行われるよう、拠点形成プログラムの公募スケジュール等にかかるスキ
ームには柔軟性を持たせる必要がある。
また、この点に関連して公的支援施策ばかりでなく、産業部門からの寄付金等の資金提
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供も柔軟かつ円滑に行えるようにするための制度設計を行うことが求められる。
（2）研究分野の多様性を考慮した拠点形成支援プログラムの設置
米国調査の報告書でも考察したように、研究機能の拠点化に伴うメリットは、研究分野
によって異なる。例えば、ゲノムサイエンスのような分野では規模の経済が作用する一方、
アースサイエンスのような分野では範囲の経済が作用する。前者においては、特定の研究
課題をターゲットとして短期間に集中的な資源投入を図ることが肝要となり、後者におい
ては広範な研究機能を統合するため時間をかけて機能間の擦り合わせを行うことが不可欠
となる。
したがって、拠点化のメリットを最大限に引き出すためには、研究分野に応じて、1プ
ロジェクト当たり予算規模や実施期間等の上限が異なる拠点形成支援プログラムを設置す
ることが求められる。
（3）一国における研究拠点ポートフォリオの最適化
一国における研究拠点の分野別布置は、いわば当該国において選択された科学技術資産
である研究拠点のポートフォリオを示すものとして見ることができる。この研究拠点ポー
トフォリオの最適な状態は、拠点が関連する研究分野の発展段階によって変化する。すな
わち、ある時点で最適と評価される研究拠点ポートフォリオであっても、個々の研究分野
におけるライフステージの遷移や、新たな研究分野の出現に伴って、その最適性は失われ
ることがある。したがって、一国の研究拠点ポートフォリオを定期的に見直し、科学技術
動向や当該国における現有資源の強み・弱みなどに鑑み、重点的に拠点化を推進すべき研
究分野は必要に応じて組み換えることが望ましい。
なお、上記（1）、（2）に関連する拠点形成支援プログラムの機動性および多様性の拡
大を追及する上では、拠点形成支援プログラムとはスキームの異なる研究助成制度が、結
果的に拠点形成を補完する機能を有することに着目し、そのような制度間の補完関係に配
慮して、全体としての研究助成制度を設計するアプローチが有用と考えられる。
例えば、我が国における現行の拠点形成支援プログラムは、基本的に大学等の機関から
提案される事業計画を助成対象としているが、他方には科学技術振興機構の運用する戦略
的創造研究推進事業（EmTO型研究）が代表するような、特定研究者とその総括下にある研
究グループを対象として基礎的・探索的な研究プロジェクトの予算を提供する助成制度も
存在している。もとより後者は拠点形成を目的とする制度ではないが、その助成対象は、
いわばバーチャルな研究拠点であり、実際、事後的にプロジェクト予算が拠点形成の初動
資金としての意義を付与されて然るべき成果を生み出す可能性もある。
このようにスキームの異なる多様な制度が、結果的に拠点形成を補完していくプロセス
に留意しておくことは、上記（3）に述べた研究拠点ポートフォリオの組み換えを図る際、
92
それを円滑に推進するための施策の立案に資する視点を提供するであろう。
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資　料　編

資料1－1“Biology＆Biochemistry”分野の論文被引用数に基づく機関ランキング／1995年～2004年の10年間を対象とした場合
「論文数」に基づくランキング結果　　　　　　　　　　　　　　　　　「論文被引用数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機関名 論文数
1 UNIV TEXAS 8811
2 HARVARD UNIV 8617
3 RUSSIAN ACAD SC I 6711
4 UNIV TOKYO 6569
5 Max PlanCk SoCiety 5525
6 KYOTO UN川 4668
7 CNRS 4645
8 OSAKA UNIV 4317
9 UN IV CALIF SAN FRANCISCO 3946
10 JOHNS HOPK用S U日用 3901
11 UNIV TORONTO 3870
12UM V CAL肝 SAN DはGO 3691
13 UNIV CALIF LOS ANGELES 3683
14 UNIV PENN 3673
15 UNlV W ISCONS川 3651
16 UNIV WASH INGTON 3642
17 UNIV ILL川OIS 3638
18 UNIV OXFORD 3542
19 UN川 MICH IGAN 3465
20 UNIV CAMBRIDGE 3449
21 NCl 3355
22YALE UNlV 3291
23WASH 川GTON UNIV 3261
24 CORNELL UNIV 3156
25 UNIV CALIF BERKELEY 3128
26 KAROL川SKA　川ST 3108
27 STANFORD UNIV 3071
28DUKE UNIV 2944
29 UN川 COLL LONDON 2918
30 UNIV 日用NESOTA 2738
31 VANDERBILT UNIV 2697
32 UNIV N CAROL川A 2683
33MCGILL UNIV 2681
34 UNIV …ARYLAND 2616
35 川H V COLORADO 2586
36 COLUMBIA UNIV 2456
37 SCRIPPS RES INST 2388
38PENN STATE UNIV 2239
39 UNJV BR．TJSH COLUMBJA 2212
40 BAYLOR COLL MED 2168
41 VET ADM MED CTR 2122
42 UN川 V IRG 用IA 2008
43 MIT 1956
44UNIV CH CAGO 1919
45 NIDDK 1791
46 YESHIVA UN川 1717
47 Med iCaI Research CounciI 1442
48 EUROPEAN MOLEC B10L LAB 1280
49 ROCKEFELLER UNIV 1234
50BRIG日用 ＆WOMENS HOSP 1216
ラ
ン
ク
機関名 論文引用数
1 HARVARD UN川 303125
2 〕NIV TEXAS 227261
3 Max PIanCk SoCiety 134040
4 UNIV CALIF SAN FRANCISCO 121020
5 UNIV TOKYO 114374
6 UNIV CALIF SAN DIEGO 111395
7 JOHNS HOPK 川S UNIV 102039
8 UNIV WASH川GTON 99063
9 YALE UN川 97475
10 STANFORD 〕HIV 95229
11 UNIV PENN 95031
12 UNJV CAu F LOS ANGELES 92570
13 WASH川GTON UNIV 92542
14 NCl 89955
15 DUKE UNIV 88762
16 UNIV MICH GAN 85607
17 UNIV OXFORD 83287
18 UNIV CAL IF BERKELEY 80946
19UNIV TORONTO 80670
20 UNIV ILL川OIS 79602
21 UNIV CAMBRIDGE 79368
22 UN IV WISCONS川 79348
23 CNRS 78398
24 SCRIPPS RES INST 77666
25 KYOTO UN IV 77364
26 CORNELL UNIV 72758
27 OSAKA UN IV 71562
28 KAROL川SKA　川ST 69842
29 UNIV COLL LONDON 65239
30 COLUNBIA UNIV 62811
31 EUROPEAN MOLEC Bl0L LAB 62715
32 UN川 N CAROL川A 62308
33 VANDERBILT UNIV 60665
34 MIT 59358
35UN IV V用G用IA 58884
36 PENN STATE UNIV 58505
37 MCGILL UN川 57968
38 BAYLOR COLL NED 57556
39 ROCKEFELLER UNJV 52787
40UN川 COLORADO 52730
41 N IDDK 50859
42 UN川 CH CAGO 46698
43 BRIGHAM ＆WOMENS HOSP 46648
44 UNIV BFH TISH COLUMBIA 46159
45 UNIV MARYLAND 46155
46VET ADM MED CTR 44868
47 MediCaI ResearCh Council 44299
48 RUSSI州 ACAD SCl 43744
49 UNIV MINNESOTA 43421
50 YESHIVA UN IV 43361
出典：EssentialScienceIndicatorsデータベース（1996年1月～2006年6月分、ThomsonScientific（現・ThomsonReuters）提供）に基づき日本総合研究所が編集
「一論文当たりの平均被引用頻度」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 引 用 頻 度
1 EUROPEAN MOLEC B 10L LAB 49
2 ROCKEFELLER UN IV 42．78
3 BR IGHAM ＆WOMENS HOSP 38．36
4 HARVARD UN IV 35．18
5 SCRIPPS RES INST 32．52
6 STANFORD UN 川 3 1．01
7 Medic a l Research CounC il 30．72
8 UN IV CAL IF SAN FRANC ISCO 30．67
9 H IT 30．35
10UN IV CAL IF SAN DIEGO 30．18
11 DUKE UN IV 30．15
12 YALE UN 川 29．62
13 UN 川 V IRG 川IA 29．32
14N IDDK 28．4
15 WAS日用GTON UN IV 28．38
16 UN IV WASH 川GTON 27．2
17 MC l 26．81
18 BAYLOR COLL MED 26．55
19 JOHNS HOPK 川S U日用 26．16
20 PENN STATE UN IV 26．13
21 UN IV CAu F BERKELEY 25．88
22 UN IV PENN 25．87
23 UN IV TEXAS 25．79
24COLUMB IA UN IV 25．57
25YESH IVA UN IV 25．25
26 UN IV CAL IF LOS ANGELES 25．13
27 UN 川 M ICH IGAM 24．71
28 UN 川 CH ICAGO 24．33
29 Max P lanck SoC iety 24．26
30UNIV OXFORD 23．51
31UN川 N CAROL 川A 23．22
32 CORNELL UN IV 23．05
33 UNIV CAMBR ID（］E 23．01
34 VANDERB ILT UN IV 22．49
35 KAROL 川SKA　川ST 22．47
36 UN IV COLL LONDON 22．36
37 UN IV ILL 川O IS 21．88
38 UN IV W ISCONS 用 21．73
39 MC馴LL 〕M V 21．62
40 VET ADM MED CTR 21．14
41 UN IV BR IT ISH COLUMB IA 20．87
42UM IV TORONTO 20．84
43 UN IV COLORADO 20．39
44 UN IV NARYLAND 17．64
45 UN 川 TOKYO 17．41
46 CNRS 16．88
47OSAKA UN IV 16．58
48KYOTO UN 川 16．57
49 UN IV 日用NESOTA 15．86
50 RUSS IAN ACAD S引 6．52
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資料1－2　“MoleCular Biology＆GenetiCS”分野の論文被引用数に基づく機関ランキング／1995年～2004年の10年間を対象とした場合
「論文数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論 文数
1 Max Planck SoCiety 4434
2 UNIV TOKYO 3493
3 JOHNS HOPK用S UNIV 3115
4 NCl 3005
5 UNIV PE値 2922
6 STANFORD UNIV 2746
7 UM V 甑SH川GTON 2641
8 UNIV CAMBRIDGE 2546
9 YALE UNIV 2537
10 UNIV CAL．F SAN DfEGO 2525
11 BAYLOR COLL ”ED 2484
12CNRS 2433
13UN川 TORONTO 2396
14 UNIV CALIF LOS ANGELES 2331
15WASH川GTON UN川 2322
16 COLUMB IA UNIV 2279
17 KYOTO UNIV 2210
18 UNIV CALIF BERKELEY 2199
19 UNIV OXFORD 2143
20 UN川 田CH用AN 2066
21 OSAKA U日用 2043
22 UN川 COLL LONDON 1991
23 UNIV W ISCONS用 1903
24 CORNELL UNIV 1890
25 NICG ILL UNIV 1855
26 MIT 1780
27UNIV N CAROL用A 1768
28 DUKE UNIV 1756
29 EUROPEAN MOLEC B10L LAB 1543
30 INST PASTEUR 1526
31 UN川 CH柑AGO 1503
32 HEW YORK UNIV 1493
33 CASE WESTERN RESERVE UNIV 1469
34 UNIV UTAH 1466
35 UNIV MASSACHUSETTS 1423
36 MediCal ResearCh Council 1378
37 VANDERBILT UNIV 1378
38 MASSACHUSETTS GEN HOSP 1372
39SCRIPPS RES INST 1354
40 CHILDRENS HOSP 1322
41ROCKEFELLER UNIV 1320
42 NICHD 1145
43 FRED HUTCHINSON CANC RES CTR 1070
44 MEM SLOAN KETTERING CANC CTR 1066
45 CanCer Res UK 1034
46 SALK INST B l0L STUDfES 731
47 COLD SPRJNG HARBOR LAB 686
「論文被引用数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論文引用数
1 Max Planck SoCiety 161135
2 STANFORD UN川 147209
3 JOHNS HOPKINS UNIV 130965
4 M IT 128242
5 UNIV CALIF SAN D．EGO 124387
6 YALE UNIV 118248
7 NCl 112581
8 WASH川GTON UNIV 110169
9 UNIV PENN 107003
10 COLUMBJA UN JV 106445
11 BAYLOR COLL MED 106286
12 UNIV WASH 川GTON 105825
13 UN IV CALIF BERKELEY 104735
14 EUROPEAN MOLEC B10L LAB 95763
15 日田V CA鵬剛DGE 91359
16 UhllV TOKYO 89619
17 UN川 OXFORD 85978
18 UNIV TORONTO 85346
19 MASSACHUSETTS GEN HOSP 76800
20 ROCKEFELLER UNIV 75181
21 CNRS 74916
22 MEM SLOAN KETTERING CANC CTR 74882
23 UNIV CALIF LOS ANGELES 74579
24 KYOTO UNIV 73378
25 UNIV COLL LONDON 72338
26 UNIV MICHIGAN 70363
27 SCRIPPS RES　LNST 68883
28 UNIV N CAROL川A 68225
29 UNIV CHICAGO 64691
30 DUKE UMIV 64664
31 MCGILL UN川 63405
32 OSAKA UNIV 62409
33 CHILDRENS HOSP 62099
34 Cancer Res UK 61554
35 CORNELL UNIV 61239
36 NEW YORK UNIV 60298
37 COLD SPRING HARBOR LAB 59379
38 N ICHD 58996
39 UNIV WISCONS川 57983
40 UNIV MASSAcHUSETTS 56538
41 Med iCal ResearCh Council 54258
42 SALK INST Bl0L STUDIES 52277
43 UN川 UTAH 51969
44FRED HUTCHINSON CANC RES CTR 51753
45 CASE WESTERN RESERVE UN IV 50507
46 NST PASTEUR 48655
47 VANDERBILT UN IV 48150
出典：EssentiaLSciencelndicatorsデータベース（1996年1月～2006年6月分、ThomsonScientific（現・Thomson Reuters）提供）に基づき日本総合研究所が編集
「一論文当たりの平均被引用頻度」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 引用頻度
1 COLD SPRING HARBOR LAB 86．56
2 HIT 72．05
3 SALK INST B l0L STUDIES 71．51
4 MEM SLOAN KETTERING CANC CTR 70．25
5 EUROPEAN MOLEC BlOL LAB 62．06
6 Cancer　Res UK 59．53
7 ROCKEFELLER UN IV 56．96
8 MASSACHUSETTS GEN HOSP 55．98
9 STANFORD UNIV 53．61
10 M CHD 51．52
11 SCRIPPS RES INST 50．87
12 UNIV CAL IF SAM DIEGO 49．26
13 FRED HUTCHINSON CANC RES CTR 48．37
14 UNIV CALIF BERKELEY 47．63
15 WAS日用GTON UN川 47．45
16 CHILDRENS HOSP 46．97
17 COLUMBIA UNIV 46．71
18YALE UNIV 46．61
19 UN川 CH ICAGO 43．04
20BAYLOR COLL MED 42．79
21 JOHNS HOPK LNS UNIV 42．04
22 NEW YORK UNIV 40．39
23UNIV OXFORD 40．12
24 UNIV WASH用GTON 40．07
25UNIV MASSACHUSETTS 39．73
26MediCal ResearCh Counc il 39．37
27 UNIV N CAROLINA 38．59
28 NCl 37．46
29 DUKE UNIV 36．82
30 UN川 PENN 36．62
31 Max PIanck Society 36．34
32 UNIV COLL LONDON 36．33
33 UN川 CAMBRIDGE 35．88
34 UN川 TORONTO 35．62
35UHIV UTAH 35．45
36 VANDERB ILT UNIV 34．94
37CASE WESTERN RESERVE UNIV 34．38
38 MCGILL UNIV 34．18
39 UNIV M柑H IGAN 34．06
40 KYOTO UNIV 33．2
41 CORNELL UNIV 32．4
42UNIV CAL IF LOS ANGELES 31．99
43 lNST PASTEUR 31．88
44 CNRS 30．79
45 OSAKA UN IV 30．55
46 UM V 椚SCONS 用 30．47
47UN川 TOKYO 25．66
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資料1－3　“PhysiCS’’分野の論文被引用数に基づく機関ランキング／1995年～2004年の10年間を対象とした場合
「論文数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論文 数
1 RUSSIAN ACAD SCI 31354
2 CHINESE ACAD SCl 21905
3 Max Planck SoCiety 16384
4 UNIV TOKYO 14697
5 lST NAZL FIS NUCL 13292
6 TOHOKU UNIV 10574
7 CNRS 10311
8 CEA 9415
9 OSAKA UNIV 9351
10 KYOTO UNIV 7832
11 MIT 7617
12 UN lV CALIF BERKELEY 7354
13 UNIV CAMB剛DGE 7344
14 LOS ALAMOS NATL LAB 7234
15 UNIV PARIS ll 6738
16 CERN 6686
17 TOKYO JNST TECHNOL 6185
18 UNIV ILL川O IS 6119
19 AIST 5958
20 UNIV OXFORD 5617
21 UN川 PARIS 6 5406
22 UNIV MARYLAND 5373
23 STANFORD UNlV 5301
24 ARGONNE NATL LAB 5264
25 PRINCETON UNIV 5045
26 UNIV TEXAS 4822
27 UNIV ROMA LA SAPIENZA 4775
28 UNIV CALIF SANTA BARBARA 4691
29 UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCI TECHNOL ＆MED4593
30 UhllV W ISCONS川 4557
31 OAK RIDGE NATL LAB 4303
32 ETH ZURICH 4299
33 UN ，V CAL．F SAN D JEGO 4217
34 CALTECH 4209
35 UN IV CALIF LOS ANGELES 4115
36 UN IV MICHIGAN 4108
37 PENN STATE UNIV 4042
38 NATL INST STAND ＆TECHNOL 3995
39 BROOKHAVEN NATL LAB 3965
40 LAWRENCE LIVERMORE NATL LAB 3963
41 HARVARD UNIV 3811
42 CORNELL UN IV 3234
43 OH10 STATE UN IV 3173
44 UNIV WASHINGTON 3114
45 RUTGERS STATE UNIV 2948
46 lBM CORP 2861
47 UNIV M川NESOTA 2796
48 AT＆T 2570
49 BOSTON UN 川 2462
50 UNIV PENN 2230
「論文被引用数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論文引用数
1 Max Planck Society 217927
2 UNIV TOKYO 160736
3 MIT 145829
4 lST NAZL FIS NUCL 144082
5 RUSSIAN ACAD SCl 139219
6 UNIV CALLF BERKELEY 125916
7 CERN 114768
8 STANFORD UN川 113981
9 TOHOKU UNIV 103262
10 PRINCETON UN IV 102887
11 UNIV CALIF SANTA BARBARA 102741
12 LOS ALAMOS NATL LAB 1027日
13 UNIV CAMBRIDGE 99618
14 CEA 98410
15 CHINESE ACAD SCI 94005
16 UNIV ILL川OIS 89163
17 CNRS 83198
18 ARGONNE NATL LAB 82321
19 HARVARD UNIV 81322
20 CALTECH 80128
21 UNIV MARYLAND 77307
22 BROOKHAVEN NATL LAB 77307
23OSAKA UNIV 76759
24 UNIV PARIS 11 76248
25 UNIV OXFORD 74012
26 UNlV CALIF SAN DIEGO 68613
27 KYOTO UNIV 67732
28 lBM CORP 65154
29 NATL INST STAND ＆TECHNOL 62952
30 UNIV CALJF LOS ANGELES 62757
31UNIV LONDON IMPERIAL cOLL SCI TECHNOL ＆MED62607
32 UNIV WASH川GTON 61397
33 ETH ZURJCH 60333
34 TOKYO INST TECHNOL 60095
35 AT＆T 59857
36 UhllV WISCONS 川 58720
37 CORNELL UNIV 58618
38 LAWRENCE LIVERMORE NATL LAB 57587
39 OAK RIDGE NATL LAB 56403
40 UNIV MICm GAN 53722
41 BOSTON UN IV 53105
42 UNIV TEXAS 52932
43 RUTGERS STATE UNIV 52662
44 UNIV PENN 52131
45 OHl0 STATE UNIV 51121
46A IST 50825
47 UN川 PARIS 6 50743
48 UNIV M川NESOTA 50633
49 UN川 ROMA LA SAPはNZA 50137
50 PENN STATE UNIV 49882
出典：EssentialSCiencelndicatorsデータベース（1996年1月～2006年6月分、ThomsonSCientific（現・Thomson Reuters）提供）に基づき日本総合研究所が編集
「一論文当たりの平均被引用頻度」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 引用頻 度
1 UNIV PENN 23．38
2 AT＆T 23．29
3 BM CORP 22．77
4 UNIV CAL IF SANTA BARBARA 21．9
5 BOSTON UN IV 21．57
6 STANFORD UN IV 21．5
7 HARVARD UN IV 21．34
8 PR INCETON UN IV 20．39
9 UN IV WASH 川GTON 19．72
10 BROOKHAVEN NATL LAB 19．5
11 M H 19．15
12 CALTECH 19．04
13 CORNELL UN IV 18．13
14 UN IV M 川削ESOTA 18．11
15 RUTGERS STATE UN IV 17．86
16 CERN 17．17
17 UN JV CAL JF BERKELEY 17．12
18 UN IV CAL IF SAN D IEGO 16．27
19 OH10 STATE UN IV 16．11
20 NATL INST STAND ＆TECHNOL 15．76
21 ARGONNE NATL LAB 15．64
22 UNIV CAL IF LOS ANGELES 15．25
23 UNIV ILL 川O IS 14．57
24 LAWRENCE L IVERMORE NATL LAB 14．53
25 UNIV MARYLAND 14．39
26 LOS ALAMOS NATL LAB 14．2
27 ETH ZUR ICH 14 ．03
28 UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCI TECHNOL ＆MED13．63
29 UN 川 CAMBR IDGE 13．56
30 Max P lanCk Soc iety 13．3
31 UN 川 OXFORD 13．18
32 OAK R IDGE NATL LAB 13．11
33 UN 川 田 CH 粕川 13．08
34 UN 川 W iSCONS 川 12．89
35 PENN STA TE UN IV 12．34
36 UH IV PAR IS 11 11．32
37 UN IV TEXAS 10．98
38 UN IV TOKYO 10．94
39 lST NAZL F IS NUCL 10．84
40 UNIV ROMA LA SAPIENZA 10．5
41 CEA 10．45
42 TOHOKU UN IV 9．77
43 TOKYO INST TECHNOL 9．72
44 UNIV PAR IS　6 9．39
45 KYOTO UN IV 8．65
46 AIST 8．53
47 OSAKA UN IV 8．21
48 CHRS 8．07
49 RUSS IAN ACAD SC I 4．44
50 CHJNESE ACAD SC I 4．29
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資料1－4　“Chemistry”分野の論文被引用数に基づく機関ランキング／1995年～2004年の10年間を対象とした場合
「論文数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関名 論 文 数
1 RUSSIAN AcAD SCl 30106
2 CHINESE ACAD SCl 25333
3 Max PJanCk SoCiety 11244
4 KYOTO UhllV 8857
5 UN川 TOKYO 8090
6 CNRS 7671
7 TOKYO INST TECHNOL 7150
8 OSAKA UNIV 7086
9 CSIC 6717
10 CMR 6371
11 AIST 6119
12 TOHOKU UNIV 6107
13 ACAD SCI CZECH REPUBL 5098
14 UNIV cALIF BERKELEY 4995
15 KYUSHU UNIV 4719
16 UNIV CAMBRIDGE 4708
17 ETH ZURICH 4540
18 HOKKAIDO UNIV 4418
19 UNIV TEXAS 4409
20 UN川 lLL 用O IS 4237
21 UNIV PARIS 6 4231
22 UNIV OXFORD 4048
23 NAGOYA UN川 3815
24 UNIV 日用NESOTA 3538
25 TECH UNIV MUNICH 3454
26 UNIV PAR IS 11 3417
27 朋廿 3404
28 JST 3396
29UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCI TECHNOL ＆MED3383
30 UNIV BOLOGNA 3362
31 UN川 STRASBOURG l 3341
32 UNIV WISCONS川 3293
33 TEXAS A＆M UNIV 3190
34 UNIV LUND 3052
35 PEl州 STATE UN川 2902
36 NORTHWESTERN UNIV 2708
37 HARVARD UN川 2580
38 STANFORD UNIV 2537
39UNIV MICHIGAN 2536
40 UNIV UTRECHT 2419
41 CORNELL UNIV 2343
42 UNIV N CAROLINA 2333
43 UNIV UTAH 2330
44 UNIV PENN 2140
45 CALTECH 2133
46 UNIV CALIF LOS ANGELES 2123
47 SCRIPPS RES INST 2074
48UNIV CALIF SANTA BARBARA 2045
49 UN IV CALIF SAN DIEGO 1858
50 YALE UNIV 1676
「論文被引用数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論文引用数
1 Max PlanCk Society 157274
2 CHINESE ACAD SCl 119082
3 UNIV CALIF BERKELEY 116220
4 KYOTO UNIV 97808
5 UN川 TOKYO 95670
6 RUSS用N ACAD S引 85433
7 附T 84520
8 CNRS 76704
9 HARVARD UNIV 76480
10 ETH ZURICH 71055
11 OSAKA UN川 69346
12 CALTECH 67183
13 UNIV ILLLNOIS 67068
14 UN川 C川BR IDGE 66251
15 UN川 TEXAS 63961
16 UNIV h川㈹ESOTA 63035
17 NORTHWESTERN UNIV 62168
18 UNIV STRASBOURG l 61647
19 TOKYO INST TECHNOL 60698
20 TOHOKU UNIV 60274
21 SCF”PPS RES　LNST 60231
22 CNR 59704
23 CSIC 57990
24 STANFORD UNIV 55873
25 AIST 53181
26 UNIV WISCONS川 51605
27 UNIV OXFORD 51533
28 TECH UNIV MUNICH 49210
29YALE UNIV 47769
30 UNIV LONDON INPEFHAL cOLL SCI TECHNOL ＆MED47133
31 KYUSHU UNIV 46271
32 TEXAS A＆M UNIV 45287
33 UNIV PARIS 6 44825
34 UNLV N CAROLINA 44434
35 HOKKAD O UN川 43561
36PENN STATE UNIV 43283
37UNIV CALIF SANTA BARBARA 43125
38 NAGOYA UNIV 42132
39 UN川 LUND 41550
40 UNIV UTRECHT 41474
41 UNIV CALIF LOS ANGELES 40964
42 JST 40933
43 ACAD SCI CZECH REPUBL 40203
44 UNIV BOLOGNA 40150
45 CORNELL UNIV 39943
46 UM V ＝CH柑AN 38736
47 UNIV CALIF SAN DIEGO 37692
48 UN川 PARIS ll 37658
49 〕NIV PE値 37594
50 UNIV UTAH 37594
出典：EssentialScienceIndicatorsデータベース（1996年1月～2006年6月分、ThomsonScient捕C（現・Thomson Reuters）提供）に基づき日本総合研究所が編集
「一論文当たりの平均被引用頻度」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 引用頻 度
1 CALTECH 31．5
2 HARVARD UN IV 29．64
3 SCF”PPS RES INST 29．04
4 YALE UN 川 28．5
5 M IT 24．83
6 UN JV CAL IF BERKELEY 23．27
7 NORTHWESTERN UN IV 22．96
8 STANFORD UN IV 22．02
9 UN IV CAL IF SANTA BARBARA 21．09
10 UN IV CAL IF SAN D IEGO 20．29
11 UNIV CAL IF LOS ANGELES 19．3
12 UNIV N CAROL INA 19．05
13 UNIV STRASBOURG l 18．45
14 UN川 田Nl旺SOTA 17．82
15 UNIV PENN 17．57
16 UN IV UTRECHT 17．15
17 CORNELL UN IV 17．05
18 UM IV UTAH 16．13
19 UN IV ILL 川O IS 15．83
20 UN IV W ISCONS 川 15．67
21 ETH ZUR ICH 15．65
22 UM V 肌 Cr＝GAN 15．27
23 PENN STATE UN IV 14．91
24 UN 川 TEXAS 14 ．51
25 TECH UN IV MUN ICH 14．25
26 TEXAS A＆M UN IV 14．2
27 UN IV CAMBR IDGE 14．07
28Max P lanck SoC iety 13．99
29 UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCI TECHNOL ＆MED13．93
30 UN川 L〕ND 13．61
31 UNIV OXFORD 12．73
32 JST 12．05
33 UN IV 80LOGNA 11．94
34 UHIV TOKYO 11．83
35 NAGOYA UN 川 11．04
36 KYOTO UN IV 11．04
37 UN IV PAR IS 11 11．02
38 UM V PA＝S 6 10．59
39 CNRS 10
40 TOHOKU 〕N 川 9．87
4 1 HOKKA IDO UN IV 9．86
42 KYUSHU UN IV 9．81
43 OSAKA UN IV 9．79
44 CNR 9．37
45 朋ST 8．69
46 CS IC 8．63
47 TOKYO INST TECHNOL 8．49
48 ACAD SC I CZECH REPUBL 7．89
49 CH INESE ACAD SC l 4．7
50 RUSS IAN ACAD SC I 2．84
100－101

資料1－5　“Computer SCience”分野の論文被引用数に基づく機関ランキング／1995年～2004年の10年間を対象とした場合
「論文数」でサブ・ランキングした場合
ラ
ン
ク
機 関名 論文数
1 BM CORP 3255
2 AT＆T 2259
3 UNIV TEXAS 2108
4 MIT 2031
5 UN川 ILL川OIS 1933
6 STANFORD UN川 1681
7 CARNEG IE MELLON UNIV 1656
8 UNIV CALIF BERKELEY 1648
9 NRIA 1624
10 NATL UNIV SINGAPORE 1554
11 UNIV MARYLAND 1372
12 GEORGIA INST TECHNOL 1278
13TECHNl0N ISRAEL INST TECHNOL 1256
14 TEL AVIV UNIV 1102
15 UNIV CALIF SAN DIEGO 1093
16 UhllV WATERLOO 1067
17 ETH ZURICH 1065
18 PURDUE UNIV 1055
19 UNIV SO CALIF 993
20 UNIV TORONTO 992
21 UNIV CALIF LOS ANGELES 979
22 UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCI TECHNOL ＆MED969
23 UNIV MICHIGAhl 938
24 CNRS 934
25 ECOLE POLYTECH FED LAUSANNE 917
26MICROSOFT CORP 848
27 UN川 M川NESOTA 831
28 UNIV WASHLNGTON 822
29 RUTGERS STATE UNIV 820
30 UNIV WISCONS川 811
31 Max Planck Society 802
32 UN 川 CAMBRIDGE 792
33 CORNELL UNIV 777
34PENN STATE UNIV 758
35OH10 STATE UNIV 729
36COLUMBIA UNIV 716
37UNIV COLORADO 699
38 UNIV PENN 699
39 PFH NCETON UNIV 696
40 UNIV CALIF IRVINE 673
41 HARVARD UNIV 652
42 LUCENT TECHNOL 652
43 UNIV CALIF DAVIS 621
44 UN川 OXFORD 574
45WEはMANN　川ST SCl 510
46ARIZONA STATE UNIV 504
47 cALTECH 493
48 UNIV UPPSALA 420
49 UNlV CALIF SANTA CRUZ 304
50 BR IG日用 YOUNG UN川 161
「論文被引用数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論文引用数
1 AT＆T 21280
2 柑H CORP 18792
3 UNIV CALIF BERKELEY 13242
4 MIT 12889
5 STANFORD UNIV 12009
6 UNIV ILL川OIS 10307
7 UNIV TEXAS 8767
8 ETH ZURICH 7190
9 CAFM EGIE MELLON UNIV 6844
10 UNJV CALIF SAN DIEGO 6134
11 UNIV MARYLAND 5862
12 用RIA 5782
13 PENN STATE UNIV 5471
14 TECHNJON ISRAEL INST TECHNOL 5399
15 GEORGIA INST TECHNOL 5348
16 UhllV OXFORD 5128
17 PRINCETON UNIV 5011
18 UNIV H川NESOTA 4863
19 UN川 WAS日用GTON 4863
20 UNIV SO CALIF 4856
21 TEL AVIV UNIV 4739
22 CORNELL UN IV 4702
23 UNIV CALIF LOS ANGELES 4614
24 UN川 MICHIGAN 4430
25 ARIZONA STATE UNIV 4397
26 BRIGHAM YOUhlG UN IV 4382
27 COLUMBIA UNIV 4329
28 UhllV UPPSALA 4107
29 UNIV COLORADO 4033
30 UNIV TORONTO 3935
31 UN川 CAMBRIDGE 3903
32 PURDUE UN IV 3779
33 OH10 STATE UNIV 3671
34 WEはMANN　川ST SCl 3621
35 UNIV CALIF DAV IS 3577
36NATL UNIV SINGAPORE 3528
37CALTECH 3525
38Max Planck Society 3478
39RUTGERS STATE UNIV 3342
40 MICROSOFT CORP 3330
41 ECOLE POLYTECH FED LAUSANNE 3320
42 UNIV CALIF IRVINE 3243
43 UNIV PENN 3233
44 UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCI TECHNOL ＆MED3233
45 UNIV WISCONS川 3223
46 HARVARD UNIV 3186
47 LUCENT TECHNOL 3179
48UN川 WATERLOO 3172
49 UNIV cALIF SANTA CRUZ 3097
50 CNRS 3095
出典：EssentialScienceIndicatorsデータベース（1996年1月～2006年6月分、ThomsonScientific（現・ThomsonReuters）提供）に基づき日本総合研究所が編集
「－論文当たりの平均被引用頻度」でサブ・ランキングした場合
ラ
ン
ク
機 関 名 引 用 頻 度
1 BR IGHA…YOUNG UN 川 27．22
2 UN lV CAu F SANTA CRUZ 10．19
3 UN IV UPPSALA 9．78
4 AT＆T 9．42
5 UN IV OXFORD 8．93
6 AR JZONA STATE UN IV 8．72
7 UN IV CAL IF BERKELEY 8．04
8 PENN STATE UN IV 7．22
9 PFH NCETON UN IV 7．2
10 CALTECH 7．15
11 STANFORD UN IV 7．14
12 WE IZMANN　用ST SC l 7．1
13 ETH ZUR ICH 6．75
14 M IT 6．35
15 CORNELL UN IV 6．05
16 COLUMB IA UN IV 6．05
17 UN IV WASH INGTON 5．92
18 UN IV M rNNESOTA 5．85
19 用M CORP 5．77
20 UN IV COLORADO 5．77
21 UN IV CAL IF DAV IS 5．76
22 UN IV CAL IF SAN D IEGO 5．61
23 UN IV ILL INO IS 5．33
24 OH 10 STATE UN IV 5．04
25 UN IV CAMBR IDGE 4．93
26 UN IV SO CAL IF 4．89
27 HARVARD UN IV 4．89
28 LUCENT TECHNOL 4．88
29 UN IV CAL IF IRV INE 4．82
30 UN IV M ICH IGAN 4．72
31 UN IV CAL IF LOS ANGELES 4．71
32 UN IV PENN 4．63
33 Max P Lanck SoC iety 4．34
34 TEL AV 川 UN 川 4．3
35 TECHN l0N ISRAEL INST TECHNOL 4．3
36 UM V 仙RYLAND 4．27
37 GEORG IA INST TECHNOL 4．18
38 UN IV TEXAS 4．16
39 CARNEG IE MELLON UN IV 4．13
40 RUTGERS STATE UN IV 4．08
41 UN IV W ISCO帖 用 3．97
42 UN IV TORONTO 3．97
43 M ICROSOFT CORP 3．93
44 ECOLE POLYTECH FED LAUSANNE 3．62
45 PURDUE UN IV 3．58
46 川R IA 3．56
47 UN IV LONDON IMPER IAL COLL SCI TECHNOL ＆MED3．34
48 CNRS 3．31
49 UN IV WATERLOO 2．97
50 NATL UN IV S INGAPORE 2．27
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資料1－6　“Mathematics”分野の論文被引用数に基づく機関ランキング／1995年～2004年の10年間を対象とした場合
「論文数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論 文 数
1 MOSCOW MV LOMONOSOV STATE UN IV 3343
2 RUSS IAN ACAD SC l 2785
3 UN IV PA剛S 6 2357
4 CH INESE ACAD SC I 2158
5 UN IV ILL 用O IS 1804
6 UN IV W ISCONS 川 1661
7 UN IV CAL IF BERKELEY 1574
8 UN IV M ICH IGAN 1500
9 RUTGERS STATE UN IV 1486
10 UN IV　PAR IS ll 1433
11 UN IV TEXAS 1351
12 UN IV M 川NESOTA 1261
13 CNRS 1216
14 M IT 1172
15 PENN STATE UN IV 1150
16 HARVARD UN IV 1137
17 TEL AV IV UN IV 1105
18 UN IV TOULOUSE 3 1098
19 OM O STATE UN IV 1097
20 TEXAS A＆M UN IV 1096
21 NATL UN IV S INGAPORE 1079
22 UN IV WATERLOO 1064
23 TECHN l0N ISRAEL INST TECHNOL 1055
24 HEBREW UN IV JERUSALEM 1027
25 UN IV CAL IF LOS ANGELES 10 17
26 UN IV TORONTO 1000
27 PURDUE UN IV 986
28 CORNELL UN IV 973
29 UN IV WASH INGTON 964
30 STANFORD UN IV 961
31 UN IV N CAROL INA 957
32 PR LNCETON UN IV 926
33 UN IV M ISSOUR l 888
34 UN IV MARYLAND 886
35 GEORG IA INST TECHNOL 867
36 UN IV CH ICAGO 856
37 ECOLE POLYTECH 840
38 NEW YORK UN IV 797
39 UN IV FLOR IDA 789
40 AUSTRAL IAN NATL UN IV 788
4 1 UN IV NEW S WALES 73 1
42 N CAROL INA STATE UN IV 715
43 UN IV CAMBR IDGE 709
44 COLUMB IA UN IV 708
45 UN IV LONDON IMPERIAL COLL SC I TECHNOL ＆MED686
46 UN IV OXFORD 625
47 CALTECH 604
48 CARNEG IE MELLON UN IV 520
49 JOHNS HOPK INS UN IV 491
50 AT＆T 361
「論文被引用数」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 論 文引用数
1 UNIV PAR IS　6 9544
2 UNIV CAL IF BERKELEY 9398
3 HARVARD UN IV 8699
4 STANFORD UN IV 8456
5 UNIV M ICrH GAN 7320
6 UNIV …川川ESOTA 7311
7 〕NIV W ISCONS 川 6876
8 UNIV WASH INGTON 6575
9 M IT 6377
10 COFM ELL UN IV 6222
11 RUTGERS STATE　UN IV 6180
12 UN JV CAL IF LOS ANGELES 6071
13 UN IV PA剛S 11 5901
14 NEW YORK UN IV 5535
15 UN IV ILL 川O IS 5518
16 UN IV TEXAS 5221
17 PR INCETON UNIV 4953
18 UN IV CH ICAGO 4917
19 CH INESE ACAD SC I 4774
20 TEXAS A＆M UhllV 4744
21 RUSS IAN ACAD SC l 4521
22 TEL AV IV UN IV 4518
23 CNRS 4295
24 PENN STATE UN IV 4202
25 PURDUE　UN IV 4155
26 COLUMB IA UN IV 4117
27 UNIV WATERLOO 4077
28 UNIV　TORONTO 3986
29 GEORG IA INST TECHNOL 3966
30 OH 10 STATE UN IV 3932
31MOSCOW MV LOMONOSOV STATE UN IV 3838
32 JOHNS HOPK INS UN IV 3812
33 UN IV N CAROL 川A 3768
34 UN IV LONDON IMPEFu AL COLL SC I TECHNOL ＆MED3746
35 NATL UN IV S INGAPORE 3668
36 UN IV TOULOUSE 3 3650
37 ECOLE POLYTECH 3556
38 N CAROL LNA STATE UN IV 3496
39 HEBREW UNJV JERUSALEM 3457
40 UN IV CAMBR IDGE 3455
41 CALTECH 3394
42 UNIV MARYLAND 3367
43 UNIV OXFORD 3365
44 AT＆T 3359
45 TECHN l0N ISRAEL INST TECHNOL 3357
46 AUSTRAL IAN NATL UN IV 3297
47 UN IV NEW S WALES 3284
48 CARNEG IE MELLON UN IV 3234
49 UN IV M ISSOUR I 3188
50 UN IV FLOR IDA 3186
出典：EssentialScienceIndicat。rSデータベース（1996年1月～2006年6月分、ThomsonScientific（現・ThomsonReuters）提供）に基づき日本総合研究所が編集
「一論文当たりの平均被引用頻度」に基づくランキング結果
ラ
ン
ク
機 関 名 引 用 頻 度
1 AT＆T 9．3
2 STANFORD UN IV 8．8
3 JOHNS HOPKINS UNIV 7．76
4 HARVARE）UN IV 7．65
5 NEW YORK UN IV 6．94
6 UNIV WASH用GTON 6．82
7 CORNELL UN IV 6．39
8 CARNEGIE　MELLON　UNIV 6．22
9 UNIV CALIF BERKELEY 5．97
10 UNIV　CALIF　LOS ANGELES 5．97
11 COLUMBIA UNIV 5．81
12 UN IV M川削ESOTA 5．8
13 UNJV CHICAGO 5．74
14 CALTECH 5．62
15UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCi TECHNOL ＆MED5．46
16 MIT 5．44
17 UNIV OXFORD 5．38
18 PRINCETON　UNIV 5．35
19 N　CAROLINA　STATE　UNIV 4．89
20 UNIV NICHIGAN 4．88
21 UNIV CAMBRIDGE 4．87
22 GEORGIA INST　TECHNOL 4．57
23 UNIV NEW S WALES 4．49
24 TEXAS A＆M　UN IV 4．33
25 ECOLE POLYTECH 4．23
26 PURDUE　UNIV 4．21
27AUSTRALIAN　NATL UNIV 4．18
28 RUTGERS STATE UNIV 4．16
29 UNIV W ISCONS川 4．14
30 UNIV PARIS ll 4，12
31 TEL AVIV UNIV 4．09
32 UNIV PA＝S　6 4．05
33 UNIV FLORIDA 4．04
34 UNIV TORONTO 3．99
35 UNIV N CAROL用A 3．94
36 UNIV TEXAS 3．86
37 UNIV WATERLOO 3．83
38 UNIV MARYLAND 3．8
39 PENN STATE　UNIV 3．65
40 UNIV MISSOURl 3．59
41 OH10 STATE UM V 3．58
42 CNRS 3．53
43NATL UNIV SINGAPORE 3．4
44 HEBREW UNIV JERUSALEM 3．37
45 UNIV TOULOUSE 3 3．32
46 TECHNl0N ISRAEL INST TECHNOL 3．18
47 UNlV ILL川OIS 3．06
48 CHINESE ACAD SCl 2．21
49 RUSSIAN ACAD SCl 1．62
50 MOSCOW MV LOMONOSOV STATE UNIV 1．15
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資料2－1欧米の世界トップクラス研究拠点の調査結果比較／トップ拠点としての現在の求心力
＜インタビュー調査で確認した拠点について記載＞
ー????
調査対象拠点 トップ拠点としての要件
分野 地域 名称 拠点の求心力 インタビューで確認した関連事項
フイ
フ
サ
イ
工
米国 コールドスプリングハーバー研究所
名声、研究業績、現在取り組んでいる研究の先進性、所属する人材など 優れた研究者に対し、「単独では取り組むことが難しい未踏の研究領
が、トップ拠点としての魅力を高めている。公的資金で整備した「他では得ら 域に挑戦し、そのために必要な“リスクを取るチャンス”を与える」場とし
れない設備や装置」も、優れた研究者を引きつける魅力となっている。 て機能している。
英国 欧州バイオインフォマテイクス研究所
国際的認知度の面で、高い名声を有している。 拠点で活動した実績が、研究者としての価値を高めるブランドとしての
役割を果たす。
ドイツ 欧州分子生物学研究所ハイデルベルグ
革新的な研究に自由に取り組むための画期的な場となっている。 基礎研究の中核拠点として位置付けられており、独 自の施設があり、
技術支援体制が整備されており、異分野の人材も在籍している。
ドイツ マックスブランク神経生物学研究所
世界的な名声を持っており、米国のトップ拠点（例えば、Howard Hughes 未踏の学問領域（FrontierofKnow ledge）において、革新的で、学際的
ン
ス
Institute）と比較しても同等以上の研究資金などの研究資源などが得られ、
自由な研究環境（ScientifiC Freedom ）が醸成されている。
で、ハイリスクな研究に取り組むことをミッションとして掲げている。
ドイツ マックスブランク生物化学研究所
充実した研究インフラが整備されており、大学などと異なり教育の義務がな 管理業務が少なく、自らの好奇心を探求することができ、短期的な成果
く、研究に集中できる。 を強いられないことが、研究拠点としての魅力を大いに高めている。
ドイツ ミュンヘン大学遺伝子センター
トップレベルの論文等を輩出し、優れた研究コンセプトを提示しているため、 拠点創設の主な目的として、「G eneric Engineering Techniques の開発」
国際的認知度が高い。 と「Early lndependence ofJuniorScientistsの促進」を掲げた。
環
境
米国
M IT グローバルチェンジサイエンスセン
ター
組織に人を集める力は、権限ではなく、エキサイティングなどジョンである。 インターナショナルなプロジェクト、大規模なプロジェクトを動かしてお
り、これに惹かれ、多くの優秀な大学院生やボスドクが集まってくる。
英国 英国エネルギー研究センター
大学群より成るコンソーシアムを母体に、英国における Energy Research 5 年間という比較的長期の資金源を提示することが、トップクラスの大
エ
ネ
ル
ギ
l
Centre として機能している。 学や優れた研究者のプロジェクト応募を促す大きな要因となっている。
ドイツ ブッパータル気候環境エネルギー研究所
基礎研究ではなく、科学と政策の両面を捉え、実際の応用を目的とした研究 rAppJication Oriented SustainabiJity Science」という専門領域にフォーカ
に取り組むことができる。 スしている。
情
報
通
信
技
術
米国 カーネギーメロン大学ロボット研究所
ロボット分野の研究に必要な“人材のクリティカルマス’が存在している。 大学の強みであるコンピュータ科学と人工知能の研究レベルの高さを
活かし、ロボット分野におけるトップ拠点を創るというビジョンを掲げた。
ドイツ
フラウンホ胃ファーコンピューターアー
キテクチャー＆ソフトウエアテクノロジ
ー研究所
ホット・トピックスに取り組むことができ、研究者としてキャリアアップするため 一つの領域に固執していると、トップ拠点としての研究成果を生み出す
の優れた仕事環境を得ることができる。 続けることができないため、組織として常に進化を図っている。
フランス フランス国立情報学研究所
研究プログラムの質、研究者同士のコミュニケーション質、外部機関とのパ 拠点が掲げる研究ビジョンの下で、外部機関とのネットワークを重視し
ートナーシップの質が、拠点内外の優れた人材を結びつける大きな力となっ
ている。
た活動を展開している。
フランス フランス国立情報学研究所ソフィアア
ンテポリス
重要なのはr科学的充足（SCientific Sufficiency）」であり、研究環境に加え、QualityofLife から見てペストな環境であり、希望者は多く、拠点への採
地の利や利便性などの トー タルな魅力が、研究者をひきつける。 用や採用後の研究活動における競争も激しくなる。
ナ
∠
丁
ク
英国 ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研
究所
トップクラスの研究者を集めるためには、「NotYetVisibleな研究領域を見つ 特定領域が非常に重要になる（重要になりすぎる）時が、その領域から
け出す」ことが最も重要なポイントになる。 去る時であるというポリシーが存在し、多様な領域において様々な研究
課題に取り組むことを志向している。
ドイツ ベルリン工科大学材料科学＆技術研
究所
トップ拠点としての魅力は、「そこで活動している人材」と「そこでしか取り組 トップ拠点としての国際的認知度を維持するには、「新たなアイディアを
めない独創的なプロジェクト」にある。 提示し続けること」が効果的である。
フランス ゲルノー ブル工科大学 M inatec
ナノテク分野の研究開発に強みを持つ人材や機関が集積した地域を形成 ゲルノーブルは、ナノエレクトロニクス分野の研究開発に強みを持つ人
ノ
ロ
ジ
l
材
することで、研究拠点としてのブランドの高さを生み出している。 材や機関が集積した地域になっている。
フランス フランス原子力庁電子情報技術研究所M inatec
ナノテク分野の研究開発に強みを持つ人材や機関が集積した地域を形成 設立時のディレクターが、「産業界にとって魅力的な仕組みやプロジ工
料 することで、研究拠点としてのブランドの高さを生み出している。 クトを生み出し、拠点としての魅力を高める」ことが必要であると判断
し、M inatec という新たな拠点構想を割り出した。
フランス フランス国立科学研究センターC RHEA
小規模な拠点として、研究対象を絞込み、特定分野に研究資源を集中して 研究拠点としての規模は大きくないが、半導体の薄膜形成などに用い
投資する戦略が、独自の強みを生み出している。 られるエピタキシャル研究において世界的名声を得ている。
基
礎
科
学
領
域
素
粒
子
物
理
米国 フ工ルミ国立加速器研究所
「取り超んでいる最先端の科学」と「そこにしかない魅力的な研究開発プログ 独創的なアイディアを思いついた研究者が、アイディアを具体的なプロ
ラム」が、拠点としての魅力を高めている。 ジ工クトに結びつけるために集まってくる。つまり、アイディアを実現する
ための“リスクを取るチャンス”を与える場として機能している。
米国 スタンフォードリニア加速器センター
「長期的な科学のビジョン」「エキサイティングなプログラム」「ペストサイ工ン トップを何十年にも渡り維持するためには、「長期ビジョン」と「変化を厭
テイストがいること」などが、拠点としての魅力を高めている。 わない気風」が重要である。
英国 ジョンアダムズ加速器科学研究所
卓越した研究プログラム、卓越した存在感（ClearVisibiIity）が、トップクラスの 新たなビジョンを掲げるトップクラスの研究者達が、若手研究者をスカ
人材を引きつけている。 ウトし、スカウトした若手研究者を鼓舞し、夢を与え、強い研究チームを
作り上げている。さらに、独自の Key Skillや Key Technology を生み出
している。
数
学
英国 アイザックニュートン数理科学研究所
「魅力的な研究プログラム」と「短期滞在のビジターとしてプログラムに参加 トップレベルの卓越した人材から構成される外部組織の Scientific
できる仕槻み」が、優れた研究者を引きつけている。 Steering com m 虹ee が、未来を洞察した上で、優れた研究プログラムを
選び出している。
フランス フランス高等科学研究所
「拠点に所属する世界トップクラスの少数のパーマネントスタッフ」と「短期滞 数学と他の学問分野の垣根を取り払った新たな研究の場として創出さ
在のビジターとしてプログラムに参加できる仕組み」が、優れた研究者を引
きつけている。
れた。
フランス バリ数学財団
拠点としてのIntem ationalVisibilityを高めるために、学生と研究者の双方に フランス高等教育・研究担当省の RTRA（A dvanced Research Centers）
対するAttraCtivity を高めることを重視している。 プログラムによって設立された。

資料2－2　欧米の世界トップクラス研究拠点の調査結果比較／拠点立上げのための初動資金1）の確保
＜インタビュー調査で確認した拠点について記載＞
調査対象拠点 拠点立上げのための初動資金
分野 地域 名称 インタビューで確認した関連事項
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
英国 欧州バイオインフォマテイクス研究所
EM BL の加盟国が、設立以降 、一定割合の活動資金を継続して提供している。W e”com e Trustが敷地と建物の全費用を負担した。
ドイツ 欧州分子生物学研究所ハイデルベルグ
EM BL の加盟国が、設立以降、一定割合の活動資金を継続して提供している。
ドイツ マックスブランク神経生物学研究所
マックスブランク協会が、設立以降、一定割合の活動資金を継続 して提供 している。
ドイツ マックスブランク生物化学研究所
マックスブランク協会が、設立以降、一定割合の活動資金を継続 して提供 している。
ドイツ ミュンヘン大学遺伝子センター
初代ディレクターがドイツ政府の大規模 グラントを獲得 し、本グラントに基づく安定的資金状態が、設立後、少なくとも6 年以上続いた。
I 環
境
エネ
ル
ギ
英国 英国エネルギー研究センター UK Research Councilが、5 年間にわたるコントラクト資金を提供している。
ドイツ ブッバータル気候環境エネルギー研究所
ノルトラインベストファーレン州が初期資金を提供した。
情
報
通
信
技
術
米国 カーネギーメロン大学ロボット研究所
DA RPA（Defense Advanced Research Program ）の中にコンピューターサイエンスを対象とするフアンディングシステムが設けられ 、カーネギーメロン大学などの
コンピューター科学の学部を持つ一部の大学に集 中的な資金投入が行われた。
ドイツ フラウンホーファーコンピューターアーキテクチャー＆ソフトウエアテクノロジー研究所
フラウンホーファー協会が、設立以降 、一定割合の活動資金を継続して提供している。
ドイツ
フラウンホーファーオープンコミュニケーショ
ンシステム研究所
フラウンホーファー協会が、設立以降 、一定割合の活動資金を継続して提供している。
基
礎
科
学
領
域
理 子 素
物 粒 ドイツ マックスブランク核物理学研究所
マックスブランク協会が、設立以降、一定割合の活動資金を継続 して提供している。
数
学
英国 アイザックニュートン数理科学研究所
ケンブリッジ大学のカレッジが、初期資金を提供 した。
フランス フランス高等科学研究所
実業家のレオモチャンが、初期資金を提供した。
フランス バリ数学財団
フランス政府が 、5 年間にわ たる活動資金（RTRA；Advanced Research Centers）を提供している。
1）初動資金こ拠点立上げ後の一定期間にわたる研究活動の継続を担保するための資金源
資料2－3　欧米の世界トップクラス研究拠点の調査結果比較／活動基盤となる人材のクリティカルマス2）
＜インタビュー調査で確認した拠点について記載＞
ー?????
調査対象拠点 「テーマ・企画創出」のクリティカルマス 「プロジェクト立上げ」のクリティカルマス
分野 地域 名称 人数（名） インタビュ胃で確認した関連事項 人数（名） インタビューで確認した関連事項
環
境
エ
ネ
ル
ギ
l
ドイツ ブッバータル気候環境エネルギー研究所 － － 25～30
特定領域に着目すると、研究活動のためのクリティカルマスは25
～30 名程度となっている。
ドイツ ポツダム気候変動研究所 2～3
独創的な研究テーマやプロジェクト企画は、2・〉3名のトッ
プクラス研究者の集まりの中から生まれる。その後、拠
点内における様々なレベルの議論が行われ、ブラッシュ
アップされていく。
－ －
情
報
通
信
技
術
フランス フランス国立情報学研究所 － 15～25
国内の公的研究機関や大学、海外機関との強いパートナーシップ
を構築している。これらのパートナーシップがもたらす「人材ネット
ワークや知恵の集棟（クリティカルマス）」を基盤として持つため、拠
点単独では対応可能な規模を超えた「より大規模な研究活動」に
も積極的に取り組んでいる。1つのプロジェクトの構成人数は15－
25 名が一般的である。
フランス フランス国立情報学研究所ソフィアアンテポリス － － 20～30
プロジェクトとして必要なクリティカルマスは 20－30 人程度であ
る。
料 量 子
l ‾ 英国 ケンブリッジ大学キヤベンディッシュ研究 5
トップクラスの人材が 5 名程度集まれば、トップクラスの
研究成果を生み出すためのクリティカルマスは満たされ
－ －丁料 ク 所
るものと想定している。人数が多くなりすぎるとインタラク
ションが途絶える弊害が出る。
基
礎
科
学
領
域
素
粒
子
物
理
英国 ジョンアダムズ加速器科学研究所 － 5－6
トップクラスの研究成果を生み出すためのクリティカルマスとして、
「1～2 名の研究スタッフ」「1～2 名のボスドク」「1－2 名の大学院
生Jおよび「1～2 名の技術スタッフ」を想定している。つまり、5～6
名で構成されるチームが基本となる。チーム規模が小さい方が、
研究活動の効率が高まる。
ドイツ マックスブランク核物理学研究所 3
新たなプロジェクトを立ち上げるためには、3 人のシニア
研究者を集める必要がある。通常、2 名が実験に強い人
材、1名が理論に強い人材になる。 － －
数
学 英国 アイザックニュートン数理科学研究所 － － 20～25
同時期に最大で約50名の研究者（基本的に、全員がビジター）が
活動可能な組織となっている。通常、2 つのプログラムを平行して
進めるため、1つのプログラムに最大で20－25 名の研究者が参
画する。
2）人材のクリティカルマス ；「テーマ・企画創出」や 「プロジェクト立上げ」などのために必要となる最小限の人材の数や構成

資料2－4欧米の世界トップクラス研究拠点の調査結果比較／拠点立上げに貢献した中心人物
＜インタビュー調査で確認した拠点について記載＞
調査対象拠 点 拠点立上げの中心人物
分野 地域 名称 組織 内の立場 インタビューで確認した関連事項
サ ラ
ドイツ 欧州分子生物学研究所ハイデルベル ディレクタ胃
複数のトップ人材が共同でビジョンを掲げ、欧州各国が拠点創設の約定を交わした後 、初代ディレクターが約定を交わした各国
イ イ
エ　フ
ン
ス
グ 政府との交渉におけるロビイストの役割を担った。
ドイツ ミュンヘン大学遺伝子センター ディレクター
大学と公的研究機関の連携の下で、初代ディレクターが政府 と交渉し、6 年以上にわたる研究活動を保証できる安定的資金（大
規模グラント）を獲得した。
嘉 等
ギ
l
米国
MIT グローバルチェンジサイエンスセン
教授
一人の教授がビジョンを掲げ、ビジョンを実現するための学 内の人材ネットワークを構築し、学際的な学問領域を創 出する動き
ター を作 り出した。
英国 英国エネルギー研究センター 教授 英国政府が掲 げたビジョンの下で、一人の教授がリ胃ダーとなり複数の大学を連携したコンソーシアムを組成した。
抜 道 情
術 信 報 米国 カーネギーメロン大学ロボット研究所 教授
二人の教授がビジョンを作り出し、大学がそのビジョンを掲げ、もう一人の教授がビジョンを実現するための動きを促進した。
ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
l
材
料
米国 アリゾナ大学 ・カレッジオブオプティカル 教授
一人の教授がビジョンを掲 げ、さらにビジョンを実現するための資金を政府から獲得し、もう一人の教授がビジョンを実現するた
サイエンス めの動きを促進した。
米国 ボストン大学・ナノサ イエンス ＆ナノバイ
オテクノロジーセンター 学長
大学の学長がビジョンとプライオリティー を掲げた。
ドイツ ベルリン工科大学材 料科学 ＆技術研究所 教授
公的研究機関のヘッドが大学の教授としてスカウトされ、その教授が人材を集め、外部資金を獲得した。
フランス
フランス原子 力庁電子情報 技術研究所
M inatec
ディレクター
公的研究機関に所属するディレクターがピジョンを掲 げ、そのディレクターが率いる公的研究機 関が設立の母体 となった。
基
礎
科
学
領
域
理 悪 露 英国 ジョンアダムズ加速器科学研究所 教授
一人の教授がビジョンを掲 げ、人材を集め、外部から資金を獲得した。
数
学
英国 アイザックニュートン数理科学研究所 大学関係者
複数の大学関係者や学者がビジョンを作り出し、大学が多くの資産を提供し、大学のトップレベルの人材が積極的に関与 した。
フランス フランス高等科学研究所 ディレクター
一人の実業家がビジョンを掲げ、私財を投じ、自らが初代のディレクターになった。
資料2－5　欧米の世界トップクラス研究拠点の調査結果比較／拠点立上げに必要となる時間
＜インタビュー調査で確認した拠点について記載＞
調査 対象拠点 準備期間 形成 ・拡大期間
分野 地域 名称 時間
（年） インタビューで確認した関連事項
時間
（年） インタビューで確認した関連事項
イ ラ
圭 壬 ドイツ 欧州分子生物学研究所ハイデルベルグ － 10
二代 目ディレクターの在任期間である 1933 年～1992 年の約 10 年
間が、組織基盤を固めていった時期に当たる。
環
境
エ
ネ
ル
ギ
I
米国 MIT グローバルチェンジサイエンスセンター － 1・－2
拠点立上 げ後の最初の 1－2 年間は実績や名声も無いので、リー ダ
ーには、エキサイティングなどジョンを提示し、人を引きつけ、ビジョ
ンを実現していく（具体的なプロジェクトや研究の成功につなげる）“起
業家的な力〟が求められる。
英国 英国エネルギー研究センター 2
2002 年の英国政肩掛 こよるレビューが契機となり、2004 年に研究
拠点が設立された。
－
ドイツ プッバータル気候環境エネルギー研究所 4－5
1991年の研究拠 点の設立後、最初の 4～5 年間が第－フェー ズ
10
約 10年間が第二フ工－ズに当たり、Third Par・ty Funding Prqjectなど
に当たり、Agenda Setting の期間に相当する。 をもとに、提 示したアイディアを具体化した期間に相 当する。
信 情
技 報
術 通 米国 カーネギーメロン大学 ロボット研究所 2
1979 年に大学が掲げたビジョンが契機となり、1981 年に研究拠
点が設立された。
－
再
現 米国
アリゾナ大学 ・カレッジオブオプティカルサイエ
ンス 5
1964 年に大学 に所属する個人が掲げたピジョンが契機となり、
1969 年の研究拠 点の活動がスタートした。
－
基
礎
聖 璽
英国 ジョンアダムズ加速器科学研究所 10
一人の教授がディレクターに就任した 10 年後に、研究拠点が設
立された。
－
数
学
英国 アイザックニュートン数理科学研究所 3－4
1992 年の拠点設立までに、ビジョン構築や政府との支援交渉な
3－4
拠点の 設立後 、プログラム が定常 的に立ち上が るようになるまで
科
学
領
域
どの準備のために、3～4 年の期間を要した。 に、3－4 年の期間を要した。
フランス フランス高等科学研究所 － 27
1958 年に実業家のレオモチャンが拠点を設立後 、二代 目ディレクタ
ーのコイフラが 1985 年に退くまでの期間を、「基盤強化期」として位
置付けることができる。

資料3　欧州の世界トップクラス研究拠点調査データー覧
調査 対象拠 点 lsaac Newton lnstitute of Mathem aticalSciences（lNlM S）．University of Cam bridge
アイザックニュートン数理 科学研究 所
＜対 象拠 点の分野 ＞ 基礎 科学領域 ／数学
＜インタビュー対象者 ＞ SirD avid W a＝ace（D irector）
設 立年 1990年 にケンブリッジ大 学の一部 門として創設 。
人 員数 ・構 成 ・INtM S には 、研究職 はディレクタとDeputy ディレクタの二人だけであり、いず れもパ ートタイムである。この他 に、12人 ～13人の （拠 点運営 に携わ る）スタッフがいる。・これ らのメンバーでリサ ーチプログラムを管理 ・運 営し、外 部の研 究者 （V isitor）を招晴 し、プログラムを推進す る。
運 営資金 ・資金構成
・ケンブリッジ大 学をは じめとし、E U ，N A TO など幅広い分野 から資金を得 ている。特 に、物理 化学や工 学の研 究を支援する英国政 府基金であるE S P R C や科 学技術 評議会 のST FC は、
約40％ のランニングコストを拠出 している。
・最 大の 資金源 はEP SRC （Engineering and PhysicaISciences Research C ouncil）であり、年間60万ユー ロ以上の 資金が支 給され 、3年 毎に厳 格などアレビューが行 われている。
（参 考 ：http：／／ww w．new ton．cam ．ac．uk／history／index．htm I）
・その他 にも、ヒューレットパ ッカード、Di”Faulkes財団 、リーパーヒュームトラスト、C NRS 、ローゼンバ ウム財 団、P F Charitable Trust、ロンドン数学会 、プルデンシャル社 とPhysics研究所
を含む多くの機 関や個 人からも寄付を受けてきた。（参考 ：http：／／w ww ．newton．cam ．ac．uk／history／index．htm l）
・トリニティ・カレッジか らは今までに200万ポンド、セント・ジョンカレッジからはここ5年間 の賃貸料 を賄う75万ポンドの資金を受けている。（参 考 ：
http：／／w ww ．new ton．cam ．ac．uk／funding．htm l）
・INm Sの資 金収入 は年間200万ポンド～210万ポンド。この 内の半 分がSta斤、Visitor、建物 、その他の研 究費用 に当てられ、残りの半 分がVisitorの生活 費などに当てられる。
拠 点創 出の トリガーとなった
ビジョナリーリーダー／研究
リー ダーの存在
INIM Sの初 代ディレクタのマイケル ・アティアは、非常に有名な卓越 した数 学者であると共に 、トリニティ・カレッジのマスターであり、英国学士院 のプレジデントでもあった。
トップクラス人材 が集まる理 由
・トップ人材がINIM Sに集まる理 由の一つとして、「ケンブリッジ」や「ニュー トン」という名前が 高いブランドカを持 つことが 挙げられるが 、より本 質的な理 由は、世界 トップレベ ルの卓越 した
人材 で構 成され る「Scientific Steering Com m ittee」の存在 にある。
・lNlM S は、年に2回 、Applications for Program s、Proposals for Research Program sを採用するが、これらのプログラムは 、Scientific Steering Com m itteeが研究 動向を洞察 し選んだもので
ある。このScientific Steering Com m itteeによるプログラムの選考 プロセスが極 めて重要 な役 割を果たしている。
・つまり、トップ人材 がINIM Sに集まるのは、上 記選考 を通 じて生み 出された魅 力的なプログラムに引きつけられるためである。
研究 者の任 期 ・国際 性
・lNIM Sに所属する大学職 員はディレクタとディレクタ代 理の二 人だけであり、いずれもパー トタイムである。
・研 究者 は通常一つ のプログラムの枠で最長6ケ月 間しか滞在 できない。個 々のプログラムに応じ滞在 期間 には1週間～6ケ月の幅がある。
・招 暗者 の内、約 70％ が外国 （英国外 ）からの研究者 となっている。
・学部学 生、大学 院生 、ボスドクは在籍 していない。
研究 者の競 争的資金 獲得 義 INIM Sが組織 としてEP SRC のグラントを獲得するので、個々 のV isitorはグラントに応 募する必要 はない。獲得 したグラントをもとにlNIM Sが推進 するScientific リサーチプログラムを決 定し、
務 これらのプログラム に適 したトップクラスの 研究者が招 脾され る。
組織 内の競 争環境 INIM S内部 の活動環 境は 、一つのプログラムの 下で一 緒に研究活動 を行うためそれ ほど競 争的ではない 。一方 、個 人同 士の関係 （感情 ）においては、ライバル意 識が見 られ る。
アニュアルレポー ト httD：／／www ．newton．cam ．ac．uk／reDOrtS／
その他特 記事項
・他 の国 の類似拠 点と比較 し、「数学 の発 展 に寄与するトップ拠 点」としての性格を特 に強 く持 っており、これまでにフィールズ 賞受賞者 25名 、ノーベル賞 受賞者 8名 、ウルフ賞受賞者 11
名を輩出している。
・lNIM S は1992年 に創設 され たが 、設立 までの段 階として、ビジョン構築 や政府との支援 交渉などの準備 のために3～4年 の期間を要 した。
・さらに、INm Sを設立した後 も、プログラムが定常 的に立ち上 げるようになるまでに3～4年 の期間 を要した。
・lNIM Sでは、年 間に200程 度の論文 が生み 出される。
・EU がlNIM Sへ のフアンティングを行う際に、INIM Sの運営 ポリシーにまで介入するようなことはない。
・lNlM Sのシステムは、研 究分野 が数学 のため可 能といえる。ライフサ イエンスなど他 の分野 の場合 はexperim entがあるの で、6ケ月ではプログラムが 終わ らないケースなどが想 定され る。
・lNIM Sの場 合、施設全体 が極めてオープンな構 造に作られている。また、シンボリックな特徴 として、施 設内 の至る所 に「黒 板」が設 置され ている。トイレやエレベータの 中にも黒板が あ
る。建物 全体が 非常に良くメンテナンスされ ており、研 究者にとって快適な環境が提 供され ている。
調査対 象拠点 John A dam s h stitute forAcceJeratorScience．University ofO xford
ジョンアダムス加速器 科学研究 所
＜対象拠 点の分 野 ＞ 基礎 科学領域 ／素粒 子物理
＜インタビュー対象者 ＞ Prof．Ken P each（D irector）
設立 年
2004年
JAIAS は、2004年9月にrUniversity ofO xford」と「RoyalHo”oway University of London」のJointVentureの形 で獲 得した「PPA RC （現 在のScience and TechnoIogy Facilities Councilの－
部 門）からのグラント」を財 源として、同年 10月に創設 。
人員 数 ・構 成 JAIA Sの場 合、60名のメンバーが所属 している。
運営 資金 ・資金 構成 ・現在 、JAIASでは、通常の Research Fundが2～3年の期 間となっているのに対し、7年間 のGuarantee Fundを獲得済み である。・大 学からの支援 （Com m itm ent）も重要であり、JAlA Sの場 合、U niversity of Oxfordより50万ポンド、RoyalHo”ow ay U niversity of Londonより4－5万ポンドの財政 的支援を受けている。
資金構 成 （特記事項 ） 拠 点として発展 していくには 、リーダーが 自由に裁量できる安 定的資金 が必要になる。JAn Sの場 合、最 低で20万ポンド、通常 は50万ポンド程 度の安 定的資金 が確保されている。
運営体 制
・JA lA Sの運 営体制 は、rA dvisory Board」「lnternalA dvisorY C om m ittee」「Executive Com m ittee」などから構成される。
・「A dvisory Board」は、年 に1回の頻度 で会 合を持つ。現 状のメンバーは、英国から1名 、欧州 から2名、北米か ら2名 、日本 から1 名、合計 で6名の世界 トップクラスの研 究者 や有識者か ら
構成される。
・rlntem alAdvisorY C om m ittee」は、年 に2回の頻度で会合 を持 つ。rU niversity of Oxford」rRoyalH o”ow ay U niversity of London」及 び「Funding Agency」が 、スポンサーを代表する立場
から、JA IAS の研究投 資効率 のチェック・検 証する。
・rExecutive C orTlm ittee」は2ケ月に1回の 頻度で会合を持ち、lnstituteの運 営 に関する諸事 項を協議す る。
・JAIA Sにとって最 も重 要な組 織が rA dvisory Board」であり、完全に独立 した組織 としてJA lA Sが進 むべき方 向を提示 している。JAIA SのrScientific c redibility」を支 える役 割を果たしてい
る。
拠点創 出の トリガー となった ・Prof．PeachやDr．Brian Fosterなどのr英 国にお ける加速 器研究 の再興を掲 げるトップクラスの研究者 達」の存在が挙 げられる。
ビジョナリー リー ダー／研究
リーダー の存在
・こうしたビジョナリー ・リー ダーの存在 が 、若手研究者 を鼓舞 し、研究に対する夢を与 えたことが拠 点形成の 求心力 となった。
トップクラス人材が集 まる理 由 世界 中からトップクラスの人材が 集まる理 由は rlnternationally Com petitive and lnteresting」だからである。また、ここ数 年取 り組 んできたこととしてr世界 においてH ighIy V isibleな存在 にな
ること」が ある。
その他 特記事 項 ・1998年には、全英で一人だけだった関連 分野のG raduate Studentが 、現在 は50名 以上輩出されており、その内の20名がJA IAS に所属 している。
ー ー ㌣ ? ? ?

調査対象拠点 European Bioinform atics lnstitute （EBl）
欧州バイオインフォマテイクス研究所
＜対象拠点の分野＞ ライフサイエンス
＜インタビュー対象者＞ Dr．Graham Cam eron（A ssociate Director）
設立年 1995年（1992年からハイデルベルグにあった機能を徐々に移転、1995年に完ア）にEuropean M oJecularB iology Laboratoryの一部門として創設。
設立／発展の経緯
・EBlがEM BLから分離・独立した背景として、1980年代の初期に、M olecular BiologistによるD NA Sequence Dataの論文発表数が飛躍的に伸びたことがある。こうした動きを受けて、Public
Dab B aseを整備する必要性が高まった。
・1982年に、EM BLは「D NA Sequence Data Base」を構築・運営することを決定し、Data Baseを担当するグループの業務が他のグループと大きく異なっていたため、EBlとして分離・独立さ
せることを決断した。
運営資金 ・資金構成
・EBIの資金の内、EM B Lからの資金 （欧州の19の支援国からの資金）は約3，的0万ユーロであり、全体の過半を占める。研究活動を通じ相応の利益が得られており、EM BLの中で最も成長
している拠点に当たる。残りの40～50％は、グラントなどの外部から獲得した資金。
・外部資金の内訳は、20軸trCom m ission ofthe European Union」、その他は「US Nationallnstitutes of Health、W elcom e Trust」、「B BSRC （The Biotechnology and BiologicalScience
Research Council）J、「M RC （The M edicalResearch Council）」、「（EP SRC）The Engineering and PhysicalSciences Research C ouncilJ等（参考：http‥／／ww w ．ebi．ac．uk／InforrT．ation／funding／）
組織・マネジメントの特徴 EBIのマネジメントには、基本的に「フラットシステム」が採用されている。毎週水曜の午前10時に、全てのチームリーダーやグループリーダーが集まり、組織や研究スペースなど、アドミニ
ストレーション面での様々な事項について話し合いの場を持つ。
拠点創出のトリガーとなった 英国に移転した後、D r．JanetT horntonが新たなディレクタとして就任したのを契機に、EBlは大きな発展を遂げた。Dr．Thorntonは「組織としてのビジョンやポlル ー」を再構築し、「Sen′ice
ビジョナリーリーダー／研究
リーダーの存在
b rIndustⅣSupport」という業務領域を構築・拡大していったためである。
トップクラス人材が集まる理由
・EM B Lは「R esearch Excellence」やrlnternationalC onnection」の面で高い名声を有しており、論文等も数多く輩出されていることから、「優れた研究者が参画を希望する活動拠点」として
大きな魅力を有している。
・EBIに在籍し研究者としてのキャリアを蓄積することで、「自らが希望する機関に移籍できる可能性」が大いに高まる。つまり、「EBIに在籍した」という事実は、「研究者としての価値」を高
めるブランドとしての役割を果たす。
研究者の任期・国際性
・通常は、最大9年までしかEM BLに滞在できない。滞在形態はメン′ト とーして採用されたプログラムに依存し、例えば「3年間のプログラムに2回連続して採用され合計6年間滞在するケー
ス」「4年間のプログラムに参画後さらに1年間のプログラムに採用され合計5年間滞在するケース」など様 々である。
・滞在期間に9年間という上限を設けている理由は、熱意のある若い研究者を次々と受け入れ、それぞれがキャリアを積む機会を与えることを重視しているためである。また、EM BLに資金
提供を行っている欧州の19の支援国が、自国の研究者がEM B Lでキャリアを積み、研究者としての能力を高めたり、欧州を中心とした研究ネットワークを構築・拡大した後で、自国に持っ
てくることを望んでいることも大きな背景となっている。チームリーダーやグループリーダーがグラントなどの外部資金を獲得した場合、獲得した資金については、原則として自らの裁量で
自由に扱える。
・EM BLの場合、パーマネントなアカデミック・スタッフの割合は組織全体の10％程度に止まっている。
・EUが資金を提供しているM arie C urie fe‖ow shipsを通してヨーロッパの他の機関から短期的に博士号の生徒たちを
受け入れている。シニア研究者に対しても、特別研究期間に受け入れを行っている。（参考：http＝／／vw ．ebi．ac．uk／training／Visitors＿Program m e／）
機関評価のシステム
EM BLの活動内容や成果は、4年毎に評価・検証される。第－に、「O vera”G uiding C ounciIJによって、PolitiCalLevelでの評価が行われる。第二に、「OverallGuiding CouncilJの任命メン
バーで構成される「lnternationalScientific G uidance Com m ittee」が、Scientificな面での監督・監視を行う。「lnternationalScientific G uidance Com m ittee」はEM BLの活動に対し非常に大
きな影響力を持つC om m itteeで、10～12人のメンバーの内、ノー ベ ル賞受賞者が平均で4名程度を占めている。評価結果が悪い場合、プログラムや組織の見直しが行われる。評価に際し
ては、各拠点に対し、各種資料の提出など様々な要求が出される。
その他特記事項
・当初より保有していた「N ucleotide Sequences （EM B L Bank）」と「Protein Sequences （UniProt）」の2つのデータデースを基盤に、設立以来一貫してrBioinfor・m aticsのトップ拠点」としての
役割を果たしている。
・EM Bは 、EBlの移転する際に、「データベースの構築・運営（データ提供サービス）」に加え、rBioinform atics関連の研究」もミッションとして加えた。ただし、現時点までの業務構成を見る
と、「データ提供サービス」の比重が高くなっている。
・1980年にBioinform atics関連の活動を開始した頃は、基礎的研究の側面が強く、産業界との関係はあまり見られなかった。
・これに対し、1900年代に英国に拠点を移した頃には、製薬会社などに代表される産業界とのつながりが強くなってきた。
・EM BLのlntem ationalPhD プログラムを通して卒業生のコミュニティー を設けている。ケンブリッジ大学の卒業生はEBlのこのプログラムを通してケンブリッジ大学の博士号を取得して卒業
することも多々ある。
調査対象拠点 UK Energy Research C entre （U KERC ）
イギリスエネルギー研究センター
＜対象拠点の分野＞ 環境・エネルギー
＜インタビュー対象者＞ Prof．Jim Skea（Research D irector）
設立年 2004年
設立／発展の経緯
・UKERC の創出は、2002年に英国政府のChiefScientistA dvisorであるSirD avid King が実施したEnergy Researchのレビューが契観となっている。
・上記レビューの緒論として、英国におけるEnergy Researchのレベルは不十分であり、異なる機関でバラバラに研究が進められていることが指摘された。
・英国のEnergy Researchのレベルを高めるため、分散した研究資源を相互に連携し、重点領域に集中して投入していく仕組みとして、r英国としてのEnergy ResearCh C entre」を設立すべ
きことが示された。
・本提言がUK Research Councilに付され、Research C ouncilは課題解決の方策として、Energy Research C entreの機能を備えた「大学群より成るコンソーシアム」を組成することを選択し
た。
人員数・構成 現状の研究者は80名だが、対象とすべき全ての分野を効率的にカバーするためには、120－150名程度にメンバーを増強する必要があると認識している。
運営資金・資金構成 研究資金は2800万ユーロ（参考＝　http‥／／www ．ukerc．ac．uk／A boutUs／A boutU SH om epage．aspx）
運営体制
・UKERC は、「D irectors C om m itteeJ「Superv isorY Board」「A dvisorY Board」から成る組織体制を取っている。「Directors C om m ittee」は3ケ月に1回の頻度で会合を持ち、「0 vera”PrograrTl
BalanceJ「Priority 」「Operation lssues」について、諌題の抽出、方向性の検討、方策の提示などを行う。「Super・Visory Board」は年に2回の頻度で会合を持ち、Research Councilなどのフア
ンディング機関に対し、U KERC の活動状況は達成成果を報告する。Research C。un。ilがUKERC の運営を公的立場からチェックする仕組みとして機能している。rA dvisorY Board」は、産業
界、政府、N G O などの様々な機関に所属するトップクラスの有識者より構成され、UKER Cのビジョン、目的、プロジェクトなどを検討し、必要な提言を行う。UKERC の運営において最も重要
な機能として位置付けられている。U KERC のプロジェクトには80人の 研究者が参加しており、6つの研究グループに区分されたネットワーク型組織が構成されている。グループ毎に研究を
リードする大学が決められている。
・rビジョン、目的、プロジェクトなどの骨格部分」については「Directors C om m ittee」「Superv isorY Board」rAdvisory Board」によるトップダウン型 （hierarchical）の意思決定は行われる。
・上記方針に基づく実際の研究業務については、現場主導のボトムアップ型のマネジメント体制が取られている。
拠点創出のトリガーとなった
ビジョナリーリーダー／研究
リー ダーの存在
・U KERCの創出は、2002年に英国政府のC hief Scientist AdvisorであるSir David King が実施したEnergy Researchのレビューが契機となっている。
・（SAC ）Scientific A dvisory C om m itteeの助言により、2004年7月、研究委員会はJim Skea教授に対し、3つの団体のメンバーたちとその他の参加者たちの力を合わせビジョンを実現するた
めの研究プログラムを構築するよう、研究所の理事の役割を与えた。
・2004年10月には、各研究委員会が受諾し活動が始まる。
・2004年11月には、John L0Ughheadが常任理事に就任。
・U KERC のResearch ディレクタであるProf．Jim Skeaが リー ダーとなり、3ケ月かけて新たなコンソーシアムを租成した。
・英国にEnergy Research C entre機能を構築するための3つのプロポーザルの内容を踏まえながら、「Technology」「System s」「Environm entaltssues」rEconom ics」rSocialScience」の全
てをカバーできる新たなコンソーシアムを組成する方策を取った。
トップクラス人材が集まる理由 5年間という比較的長期の資金源を提示することが、トップクラスの大学や優れた研究者のプロジェクト応募を促す大きな要因となっている。
研究者の任期・昇進 ・プロジェクトに従事する期間中、プロジェクトリーダーとなるシニアクラスの研究者の交代はほとんどしない。5～10年の範囲で、理想的には7～8年を目安に置いている。・プロジェクトメンバーとなるジュニアクラスの研究者の場合は、母体である大学内での昇進、他のプロジェクトへの参画などの理由で、4年程度の在籍期間を想定している。
その他特記事項
・類似した組織体制を取っているトップ拠点としてrTyndallCentre fbrC lim ate Change Research」が挙げられる。いずれもrResearch」とrPoJicy」の両方に強く関与している点が共通してい
る。
・研究スペースは、優れた研究成果を生み出してく上で、大きな影響を及ぼす。
・研究環境を挺子に「研究者間のコミュニケーションやコラボレーションを促進する」ことがポイントになる。例えば、ここでは午後にTea S erverを提供する場を用意しており、毎日50－60人
の研究者が集まってくる。
ー ー ? ー ? ?

調査対象拠点 Cavendish LaboratorY，University of Cam bridgeキヤペンディッシュ研究所
＜対象拠点の分野＞ ナノテクノロジー・材料
＜インタビュー対象者＞ Prof．PeterLittlevvod（Head ofD ept．）
設立年 1871年
人員数・構成
母体であるケンブリッジ大学のD epar・tm ent Of Physicsには、Teaching Staff65名、PostdoctoralFellow 約150名、G raduate Student 約250名が在籍している。
（参考 ：http：／／w ww ．phy．cam ．ac．uk／cavendish／background／）
運営資金・資金構成
・CV Lの活動資金については、最も少ない算定となるrSpendable Research Budget （Faculty SalarY 、CapitalExpenditureなどを含まない）」で見ると、約1，600万ポンド／年となる。
・rサラリー が 1．000から1，200万ポンド」rCapitalExpenditureが約1，250万ポンド」「Capitallrjectionが平均で約4．500万ポンド」「その他に大学施設使用費などが、約5．000万ポンド」の規模と
なっている。
・米国の多くの大学と同様に、教職員のサラリー は大学が払うなど、「Basic lnfrastructureJに対する大学からの資金提供がある。
・rC apitalBudget」については、大学が政府から配分された資金なども含め、Head ofDepartm entが、大学内の他部門との比較評価の中で競争的に獲得していく。
主なケンブリッジ出身の物理学者たち拠点創出のトリガーとなった
ビジョナリーリーダー／研究 Francis A ston、Law rence B ragg、Jam es Chadw ick、O tto Frisch、Em est Rutherford、J・J・Thom son、C・T・R・W ilson
リー ダーの存在 （参考：http：／／ww w－OutreaCh．phy．cam ．ac．uk／cam phy／physicists／physicists＿index・htm ）
トップクラス人材が集まる理由
・トップクラスの研究者がケンブリッジに集まるのは、第－に、「Not YetV isibleな研究」に取り組む機会を掴むためである。
・第二に、こうした「NotY et V isibleな研究」を支援できる「優れた学生」が集まっているからである。
研究者の任期
・米国では見られない制度として、英国では「5 Year リサーチフェローシップ」という仕組みがある。これがある意味で米国における「テニュアトラック」の役割を果たしている。「5 Year リサー
チフェローシップ」の資金は政府が提供しており、国レベルの厳しい競争に勝ち残った者がこの資金を獲得する。
・r5 Year リサーチフェローシップ」を獲得した優秀な人材をどの大学も獲得したいため、「フェローシップ終了後のPermanent Staffのポジション」を確約することで、積極的にリクルートする。結果として、優秀な人材の流動が促進される。
・学生がケンブリッジ大学の中で活動を継続し、昇進していく傾向が強い。人材育成面で好ましくない事態ではあるが、University ofO xfordやlm periaIC o”egeにおいても同様な傾向が見ら
れる。
研究者の競争的資金獲得義
務
・外部から獲得する競争的研究資金については、r研究者が個人で応募するResearch Fund」とrDepartm ent単位で応募するResearch Fund」があり、かなりのGraduate Studentが、この内
の「Departm ent単位で獲得したResearch Fund」から活動資金を提供されている。
・r研究者が個人で応募するResearch Fund」を獲得した後は、獲得資金を用い、個々の研究者の裁量により自立した活動が展開できる。・十分な研究資金を獲得できなかった研究者は、「Less Space」rLess Resource」を甘んずることになる。
研究者の昇進システム
・研究者の昇進については、Departm entではなく、外部組織の「Separate Com m ittee」が判断を下す。このCom m itteeは、毎年、評価のための会合を開く。
・C。m m itteeのメンバーは、関係する多様な領域のHead ofDepartm entやSenior Professorsで構成される。評価システムについては、他の大学や研究機関などの外部のトップクラス研究
者による「Recom m endation Letters」を重視することなど、米国のシステムと類似している。
その他特記事項
＜主な出身者＞
・Jam es C lerk M axw e”
・29人のノーベル賞受賞者を輩出。（参考 ：http：／／ww w．phy．cam ．ac．uk／cavendish／background／）
＜外部評価＞
・教育と研究水準は世界株式会社クラステクノロジーで、英国の研究水準評価機構であるR A E では最高評価の「6 」を認定されている。また、教育水準では「Excellent」と認定されている。
（参考 ：http：／／w ww ．cl．cam ．ac．uk／intro／）
・活動スペースや活動環境は重要だが、CV Lの場合あまりうまくマネジメントできていない。
調査対象拠点 Com puterLaboratory．U niversity of Cam bridgeケンブリッジ大学コンピュータ研究所
＜対象拠点の分野＞ 情報通信技術
＜インタビュー対象者＞ Frank Stqjano（Tenured Senior Lecturer）
設立年 1937年
人員数・構成 ケンブリッジ大学のコンピューターサイエンス部門で、AcaderT．ic Staff35名、SupportStafF25名、Affiliated Research Staff35名、Research Student 155名が在籍している。
組織 ・マネジメントの特徴
・トップ拠点として見た場合、UC－C Lの第－の特徴として、「基礎的研究」と「スタートアップ企業創設などを通じた産業イノベーション」の両方に貢献していることが挙げられる。
・U C－C Lは、産業界との深いつながりを構築している。
・第二の特徴として、rSystem O riented」な視点を重視し、先端研究に取り組んでいることが挙げられる。
・第三の特徴として、対象分野における「トップ研究者のクリティカルマス」が存在することが挙げられる。
・ここでクリティカルマスとは、「トップ研究者の数」のことではなく、「トップ研究者がカバーする専門分野」のことを意味する。
トップクラス人材が集まる理由 トップクラスの人材を集めるためには、集めた生徒たちの生活や研究を援助するための資金が不可欠である。（参考 ：http：／／www ．cl．cam ．ac．uk／intro／brochure－aPPeal2009．pdf）
研究者の競争的資金獲得義
務
U C－C Lの場合、所属する研究者に外部資金獲得の義務は課されていないが、外部資金を獲得できず、結果として研究成果が上がらなければ、組織を去らなければならない。
研究者の採用・昇進システム ・UC－C Lの場合、昇進プロセスはテニュアトラックだけであり、それ以外のパスは設けられていない。
（ディレクター含む） ・ただし、例えば、3 年間の期限限定付きの「リサーチフェローシップ」などの制度は存在する。
調査対象拠点 W uppertallnstitute for Clim ate，Environm ent and Energy［ヴッバータール気候・環境・エネルギー研究所］
＜対象拠点の分野＞ 環境 ・エネルギー
＜インタビュー対象者 ＞ D r．M anfred Fischecick，Vice President
設立年 1990年
設立／発展の経緯
「A pplication Oriented Sustainability Science」という専門領域にフォーカスした研究拠点であり、1991年の設立当時にはr研究領域としての斬新さ」が注目され、合わせて「環境問題への
A pplicationを重視したこと」が、トップ拠点としての発展を後押しした。
人員数・構成 現在、約150名のEm pIoyeeの内、70～75がResearcherとなっている。ほかにTechnicalA ssistantやAdm inistrative Staf功t在籍している。
運営資金 ・資金構成
・ヴッバータール気候・環境・エネルギー研究所は非営利有限責任会社として法的地位があり、Land Nor・th Rhine－W estphaJia（ノルトライン・ヴェストファーレン（西ドイツの地名）より基礎資
金を受けている。2005年はLand Nor・th Rhine－W estphaliaより295万2000ユーロの資金を受けた（参考 ：
http：／／w ww ．w upperinst．org／en／publications／annuaLreports／uploads／tx＿W ibeitrag／annuaL2005－06・Pdf ）
・ノルトライン・ヴェストファーレンの革新、科学研究技術省 （M inistry for lnnovation，Science．Research and Technology）の管轄である。第三者資金がこの機関の予算やプロジェクトのほと
んどを支えている。
（参考：http：／／w ww ．w upperinst．org／en／the＿W uPPertaLinstitute／index・htm l）
・NRW 州政府の資金によって1人の研究職員が、第三者資金によって3～5 の研究職が働いている。（参考 ：PPT資料、Restructuring Process and Research A genda ofthe W uppertal
Institute）
・現在、研究予算に占めるrノルトライン・ヴェストファーレン州からのペースファンド」の割合は、20－25％程度となっている。2007年度のThird Party Funding Prqjectの総額は、約1千万
ユーロとなっている。2008年度のThird Party Funding Prqjectの見込楓は約800万ユーロとなっており、さらなる増顕を目指している。
組織・マネジメントの特徴 比較的フラット型の組織運営を行っている。
拠点創出のトリガーとなった
ビジョナリーリー ダー／研究
リーダーの存在
初代プレジデントのErnst UIrich W eizsackerが、ビジョナリリ，ダーの役割を果たした。
トップクラス人材が集まる理由
W ］C EEにトップクラスの人材が引き付けられる大きな理 由として、「基礎研究ではなく、科学と政策の両面を捉え、実際の応用を目的とした研究に取り組めること」、つまり「A pplication
O rientedな研究に取り組めること」、が挙げられる。この点が、大学や他の拠点と比較した場合の大きな魅力になっている。設立時のスタッフの内、約2／3はプレジデントや他の中核メン
バーの人脈で集めた人材である。それまで面識がなかった人材の採用は、全体の1／3程度となっている。
研究者の任期
リく－マネントスタッフの割合は40～50％の範囲となっている。
・ノンパーマネントスタッフの場合、通常は個々の研究プロジェクトに基づく参画となり、1年間～3年間の期限付きコントラクトを取り交わす。在籍期間は、長くても4 年程度となっている。
りく－マネントスタッフの割合を一定以下とすることで、「常に新しいアイディアが拠点に流れ込む環境」を維持する効果がもたらされる。
研究者の競争的資金獲得義
務
予算の獲得はDepartm ent単位で進められる。したがって、予算獲得の責任はDepartm entにあり、個人レベルには直接的な責任は課されていない。
組織内の競争環境 組織内の環境は競争的である。
外部コミュニティとの連携
・ドイツ国内外の機関と交流をもっている。
・テヘラン（イランの首都）のC enterfor Environm entand Energy Research and Studies （CEERS）と正式な協力協定をもつ
・日本の財団法人地球環境戦略研究機関やインドのムンバイに基盤を置くThe Energy and Resources lnstitute （TERl）などと合弁事業を実施している。
※T ERは エネルギー・環境分野等を対象としたインドを代表する研究機関
（参考 ：http：／／ww w ．w upperinst．org／en／the＿WUPPertaLinstitute／co＿OPeration／index・htm l）
機関評価のシステム
毎年、12名の国際的サイエンティストで構成される「lntem ationalA dvisory Board」からのRecom m endationを得ることで、「研究の質」r研究領域」「研究チーム」などについて多面的評価を
行い、W ］CEEの科学的成果を検証している。また、長期的には、Scientific C ouncilofG erm anyなどの評価をもとに、「ResearCh C oncept」rResearch structure」の刷新を図っている。
アニュアルレポート httD：／／vw ．w uDDerinst．orEE／en／Dublications／annualreDOrtS／uDloads／tx w ibeitraE／annual2005胃06．Ddf
ー ー ? ? ? ↓

調査対象拠点 European M oleCularB iology Laborator・y Heidelberg［欧州分子生物学研究所］
＜対象拠点の分野＞ ライフサイエンス
＜インタビュー対象者＞ Dr．C hristian B oulin．CoordinatorofC ore Facilities and Sen／ices，Senior Scientist．Ce”Biology and B iophysics Unit
設立年 1974年
設立／発展の経緯
・EM BLは、ノーベル賞受賞者のJam es VVatsonやJohn Kendrew らが、当時のrM olecular Biology研究の米国への一極集中」を解消するため、国を超えた（supranational）研究センタq の設
立を提唱したことを発端としている。その後、1974年に、設立支援国の間でセンター創設の約定が取り交わされた。
・EM BLの発展過程において、初代ディレクターのJohn Kendrew は、主としてM emberStateに対するロビイストの役割を担った。
・その上で、二代目ディレクターであるLennart Philipsonが、EM BLの組織基盤を固めていった（C onsolidation Phase）。中でも、組織における責任を明確化したことが、拠点として発展してい
く上で大きな効果を発揮した。
人員数 ・構成 現在、EM BL－Hには480名以上のスタッフが在籍しており、スタッフの国籍は60ヶ国を超えている。ドイツ国籍の人材は25％程度であり、地域を越えて世界中の人材が集まっていることがEM BL－Hの大きな特徴となっている。
組織・マネジメントの特徴
EM B Lの主要ミッションは基礎研究であり、EM BLの5つの拠点（Heiderberg、Ham burg、Hinxton、Grenoble、M onterotondo）の中で、EM BL－Hが基礎研究の中核拠点として位置付けられてい
る。EM B L－H は、A dm inistration本部としての役割も担っている。組織形態については、比較的小規模な管理部門となるよう設計されている。
拠点創出のトリガーとなった
ビジョナリーリーダー／研究
リーダーの存在
初代ディレクターのJohn Kendrew は、主としてM em berStateに対するロビイストの役割を担った。その上で、二代目ディレクターであるLennart Philipsonが、EM B Lの組織基盤を固めていっ
た（Consolidation Phase）。中でも、組織における責任を明確化したことが、拠点として発展していく上で大きな効果を発揮した。EM BL創設に伴い、30歳前後の若手Scientist（PhD からボス
ドクレベル）のリクルートが行われた。拠点としての研究成果が何も無い段階で、若手人材を引き付けることは簡単ではなかった。施設面でも、ハイデルベルグ大学に確保した多少のス
ペースと、小さなバラックハットがあるだけだった。このような時期に、1995年にノ，ベル賞を受賞したC hristiane NussleinやEric W iesChausなどがEM BLに採用され、ノーベル賞の受賞理由
となる論文をネーチャーに発表した。C hristiane NussleinやEric W ieschaus がEM BLに入った理由として、彼らの提案する研究が極めて斬新であり、革新的すぎたため（too innovative）、他
の機関の中では先輩研究者（old CO”eague）から変人扱い（crazy）されたことが挙げられる。これに対し、EM B Lは彼らが提案する研究を受け入れた。
研究者の任期
・EM BL－Hの場合、所属する研究者と3年間－5年間のコントラクトを結ぶ。契約期間については、最長9年まで更新することが可能である。在籍期間が9年に達すると、EM BL－Hから去らな
ければならない。これらの制度が、組織としてのrFlexibility」や「機動性（Re－D irection）」を担保している。
・ただし、ユニット長との間ではパーマネント契約を結んでいる。EM BL－Hのマネジメントは、「ディレクター G eneralJとrBiologyやBiophysiCSなどの各 Unitを統括するHead of Unit」が担って
いる。全てのHead ofUnit はSenior Scientistのステータスを持ち、EM BL－H と／（－マネント契約を結んでいる。
・パーマネント契約の割合は、全体の10％以下とすることが方針として定められている。
研究者の競争的資金獲得義
務
特別な場合を除き、外部資金 （ExternalFund）については、EM B Lの個々のメンバ－がプロポーザルを提出し、個別に獲得する形を取っている。
機関評価のシステム
・EM B Lのガバナンスには、ディレクターGeneralと共に、いくつかの組織が関与している。第－が「EM B L C ouncil」であり、EM B Lの研究活動をMem ber Stateの立場から監督する。EM B Lの
M em berState（現在、M em ber Stateの数は20ヶ国）は2名の代表を派遣することができる。通常、1名がSCientifiC関連、もう1名がA dm inistration関連 （M inistrY からの派遣が多い）となって
いる。年に2～3回の頻度でEM BLの5つの拠点のいずれかにおいて現地会合を持ち、活動実態を把握する。M em berStateはEM B Lに対し、自国の研究リーダーとして若手研究者を育成す
ること（EM B Lにおいて、トップ研究者としての経験を積むこと）を最も期待している。第二が「A dvisorY C om m ittee」であり、EM BLの活動全体に関与する。非常に重要な外部組織となってい
る。rグループリー ダーの採用Jr施設整備計画の策定」「プロジェクト計画の策定」などの多様なニーズに応え、全てのReview Processに参加する。完全に独立した組織として、EM B Lとし
ての意思決定に対し適切な助言を行う。世界トップレベルの有識者によって構成されている。
・EM B Lの各ユニットは、その活動内容について、4年毎にAdvisory Com m itteeによるレビューを受ける。その後、「A dvisory C om m itteeによるReview Report」「Review Reportに対するディ
レクター Generalの回答書」がまとめられ、「毎年発行されるAnnualRepor・u と共に各M em berStateに提出される。「EM B Lから完全に独立した組織による信頼性の高い評価（世界トップレ
ベルの有識者による評価）」を行うことが、主要な資金提供者であるM em berStateに対する「EM B Lが推進する活動の価値について十分に納得、確信」につながっている。また、EM BL内に
おいては、各ユニットに対するrA dvisory C om m itteeによるReview Reporu の結果をもとに、ディレクターGeneralが各ユニットへのM em ber State Fundの配分額の増減を行っている。
その他特記事項
・EM B Lは非営利組織であり、欧州20か国の出資により1974年に創設された分子生物学の研究所である。
・研究所の本部はドイツのハイデルベルクにあり、他にイギリスのケンブリッジ近郊のヒンクストン（欧州バイオインフォマテイクス研究所（EBI））、フランスのゲルノーブル、ドイツのハンブル
ク、イタリアのローマ近郊のモンテロトンド等5つの研究施設を有する。
・EM B Lとコントラクトを結んだスタッフのサラリー は、原則として、M em berState Fundから支給される。1名のグループリ胃ダーを採用する際には、1 名のTechnician、2名の PhD Students
の費用（その後、2年－3年毎に、1名分の PhD Studentの費用を増額）をEM BLが支給する。移転費として約2ケ月分のサラリー、家族手当、教育手当なども支給する。Predocとボスドクの
サラリーについては、全体の約10％がM em berState Fundから支給される。残りについては、全て、ExternalFundから支給する形となる。ただし、上記の10％に加え、P redocとボスドクの
サラリー全体の約15％に相当する金額が、M em ber State Fundからの支給金として、別途、確保される。これらの資金は、外部資金獲得に伴い採用されたボスドクなどを対象に、実際に
外部資金が支給されるまでの“つなぎ資金”として活用される。外部資金の認可から支給までに数ヶ月を要するケースがかなり見られるため、研究活動を迅速にスタートする上で、つなぎ
資金を準備することは大きな効果を発揮している。
調査対象拠点 M ax Planck lnstitute forNuclear Physics［マックスブランク核物理学研究所］
＜対象拠点の分野＞ 素粒子物理
＜インタビュー対象者＞ Prof．Dr．Christoph Keitel．M anaging D ireCtOr
人員数・構成
・2007年度未には328名のem ployee。うち63名は科学者、34名は学生の科学者、研究者。
（参考 ：http：／／www ．m pg．de／english／institutesPrqjectsFacilities／institutec hoice／kernphysik／instProfiI／instStruktur／index．htm l）
運営資金・資金構成
・M Pl－NP の2007年度の予算は、2，720万ユーロとなっている。
・なお、マックスブランク協会全体については、2007年度の総予算は約14億3，300万ユーロに達している。約82％がFederaIG overnm entやG erm an StateからのPubJic Funding、残りの18％
がD onationやThird Party Funded PrqiectなどのExternalFundingとなっている。
個 家機関ではないが、連邦政府及び州政府の公的資金で賄われている。（参考：http：／／www ．m pg．de／english／aboutTheSoCiety／aboutUS／Organization／index．htrTll）
組織 ・マネジメントの特徴
ディレクターが機関の運営について大きなFreedom を持っている。5名のディレクターが在籍しているが、各ディレクターが拠点トップである「マネージングディレクター」のポジションを輪番制
で担うことで、権力の過度の集中を避ける工夫をしている。原則として、ディレクターがプロジェクトや研究テーマを決定している。研究テーマの考案は、トップダウンで行う場合もあるし、各
グループを中心にボトムアップで行う場合もある。
個別研究者による競争的資金
獲得の義務 M ax P Ianck Societyなどからの公的資金（FederaIG overnm entやGerm an StateからのP ubliC Funding）以外の外部資金は、個々の研究者レベルで獲得可能。
ディレクター採用システム
ディレクターを任命する際には、世界トップレベルであることが必須条件となる。少なくともドイツ国内ではペストである必要があり、世界でもトップレベルにあることが求められる。よって、海
外においてより優れた人材の活動が顕著である分野では、ディレクターに任命されるチャンスがなくなる。したがって、新たなディレクターに求められる要件は、「M PIが指定した分野におけ
る“研究業績”の高さ」ではなく、「自らが得意とする分野における“研究の質”の高さ」になる。このような背景のもと、新たなディレクターの任命に伴い、研究分野が大きく変化するケースが
しばしば見られる。
・評議委員会（senate）が主要な意思決定の場であり、協会の監督部である。ジェネラルミーティングで評議員（senate）を決め、その評議員が機関の設立・閉鎖、人事や予算などの重要な
決定を下す。評議員が学長や執行委員（executive com m ittee）を選ぶ。学長（president）の任期は6年。（参考 ：Research forthe future パンフレット）
外部コミュニティとの連携 世界各国の企業と1300以上のプロジェクトをもっている。（参考 ：T he Max Panck Society）
機関評価のシステム
世界トップレベルのSCientistで構成されるrA dvisor・y Board」が、2年に1回の頻度で現地を訪問し、活動内容の評価を行う。その上で、評価結果をM PIのプレジデントに提示する。
通常、3日間滞在し、第一日目はディレクターが活動内容を報告する。第二 日目はYoung Scientistが活動内容を報告する。第三日目にプレジデントが現地を訪れ、Advisor・y B oardとの会
合を持ち、「A dvisory Boardによるlnstituteの評価結果」について協議を行う。その上で、評価結果に基づき、プレジデントがlnstituteに対し、活動内容への意見を述べる。低い評価が続く
と、ディレクターは任を解かれ、lnstituteが閉鎖されることになる。競争的で、非常に厳格な評価が実施されている。ただし、こうした意思決定を行うまでには、十分な評価期間を設ける（1
回の評価で決めるようなことはしない）。拙速な判断は行わない。
科学諮問委員会（scientific advisory board）のメンバーは90％が外部の人で、半分以上は海外のメンバーである。（参考 ：Research forthe future パンフレット）
アニュアルレポート httD：／／www ．m Di－hd、m D臣．de／end ish／index．htm l
その他特記事項
・マックスブランク協会は科学者に対して研究トピックを自由に決めていいという方針がある。これはマックスブランクの基礎となった1911年に発足したKaiserW ilhelTT．Societyの最初の学
長であったHam ackの考えで、彼の名前を取ってHarnack方針（principal）と呼ばれている。（参考＝The M ax Panck Society）
・マックスブランク協会の始まりはKaiserW ilhelm Societyの流れを受け継ぐ形でできた。第2次世界大戦後、ドイツの研究所はドイツ政府に支配されていたため倫理基準に反する研究を
行っていた。政治から開放された科学の研究施設をスタートすべく、何人かの科学者が集まって、KaiserW iIhelm Societyから名前を変えて協会を作った。その中にいた科学者の一人の
マックスブランクが86歳という高齢にも関わらず、再度学長を務める意思を表明（なお、マックスブランクは、第二次世界大戦時はKaiser W ilhelm Societyの学長を勤められた）。翌年には
オットー ハ ーン（0仕o Hahn）がマックスブランク協会の学長に就任。
（参考：http：／／www ．m pg．de／english／aboutTheSoCiety／aboutUs／historY ／serv iceSociety／index．htm I＃posl）
・M PHこおけるサラリー は、ドイツ国内の大学と同レベルにある。米国大学のように高くはなく、M Plの弱みとなっている。
・毎年120－140の発明を出し、1979年以降では約2月00の発明、1，500のライセンスを取得してきた。また15年間で成功を収めた45の分社がある。これらから生じる収入の総額（マックスプ
ランクと発明者合わせて）は200万ユーロに及ぶ。この流れがマックスブランクの発明をトップクラスにさせる。（参考 ＝M ax－PlanCk－lnnovation p．3）
・16のノーベル賞受賞、30のライプニッツ賞受賞。2004年には12．500の出版（publications）。
・BlZZ雑誌 （2000年）による調査で、自然科学分野と技術系生徒（engineering student）の2部門で人気ナンバ－1の雇用主、技術者部門ではナンバ－2 の雇用主（1位はSiem ence、3位は
D aim lerChr・ySler）。2003年lntem et survey The Scientistでは、ボスドクに人気の世界の30の雇用主の1つに選ばれた。また、36校あるインターナショナルマックスブランクリサーチスクー
ル（ZM RS）プログラムは、大学と研究所の関係を強くしており、世界の若い研究者を魅了している。この36の大学院のうち60％は外国籍の学生。（参考：The M ax P Janck Society in
G erm anyリー フレット）
・1911年から現在まで30の ノー ベル賞を受賞、（アメリカのスタンフォード大学は25）またFoereign associates ofthe A m erican NationalA cadem y ofSciencesに選ばれているドイツ人のメン
バー30人のうち21人はマックスブランクのメンバーである。（参考 ：M ax－PIanck SoCiety）
ー ー ? ? ? ?

調査対象拠点 M ax Planck lnstitute of Neurobiology［マックスブランク神経生物学研究所］
＜対象拠点の分野＞ ライフサイエンス
＜インタビュー対象者＞ Prof．D r．RudigerKlein，M anaging Director
設立年
1997年
The M ax Planck Institute ofPsychiatry のM ax Planck lnstitute of Biochem istr・y から独立し、1998年より現在の名称となる
（参考二http：／／ww w．neuro．m pg．de／engJish／instUeberlnstitut／instG eschichte／index・htm J）
人員数・構成 現在は230名のem pIoyee、うち70名は博士号取得者か博士課程の生徒たちである。（参考：http：／／ww w．m pg．de／english／institutesPrqiectsFacilities／instituteChoice／neurobiologie／instP rofiL／instForsChungsthem en／index．htm l）
運営資金・資金構成
・1300万ユーロの予算のうち、13～15％は第三者資金と特許料。80－85％はマックスブランクからの資金である。第三者からの資金は、産業界やEU 、Hum an Frontiersやドイツ基金
（German Funding）である。政府からの資金は5年間（毎年3％増額）。またその契約が切れれば、学長が政府と資金提供の交渉をする。3％増額がなければ、物価の上昇などに対応でき
ないため、減額されていることと同じ。
・支出：56％ （人件費）、29％（設備・消耗品）、8％（設備投資）、7％ （若い研究員への出資）。この7％の部分があることによって、研究員を柔軟に採用することができ、その人員のための
追加予算を待つ必要がない。
組織・マネジメントの特徴
・Scientific A dvisorY Boardが特定分野における研究所の重要性と科学的な質の評価を国際的なレベルで比較している。また、人員構成や資金用途の適切性、研究所内の協力体制の評
価も行っている。（参考 ：RuIes forScientific A dvisory Boards，P17）
・メンバーの90％は外部の人（アメリカ・イギリスなど）で、ドイツ人は12名中1～2名。
・研究内容・人員の採用に関してはディレクターがすべての権限を持っている。若い研究者が何かアイデアがあれば話し合い、採用する場合もあるが、正式な提案方法などは決めていな
い。
・新たなlnstituteを立ち上げるためには、Senior Scientist、JuniorScientist、ボスドクやPhD 、Service Staffなどを全て含んで「200名程度の人材」が必要になる。これがM Pl－NBの活動する
領域での「拠点立ち上げの‘人材のクリティカルマス’」になる。
・組織マネジメントについては、ディレクターがほぼ全権を握っている。研究テーマや組織構成の変更なども自由に行える。「Scientific A dvisor・y Board」などからの助言はあるが、必ずしも
従わなくて良い。その代わり、「“研究成果”及び“その評価結果”」については、原則として、ディレクターが全ての責任を負う。
トップクラス人材が集まる理由
・潤沢な研究資金があり、科学的な自由もある。さらに比較的人数が少ないため、信頼関係もでき、共同研究もやりやすい。託児所があることも若い研究員を採用する際に重要になる。
・M Plが世界トップクラスの人材を引き付けられるのは、r世界的な名声を持っていること」「米国のトップ拠点 （例えば、How ard Hughes lnstitute）と比較しても、同等以上の“研究資金など
の研究資源”が得られること」r自由な研究環境 （Scientific Freedom ）が醸成されていること」が大きな理由である。
ディレクターの採用システム ディレクターの選定は学長や－つの機関が勝手に人材を選ぶのではなく、Scientific Advisory B oardのメンバーが民主主義的に投票して人材を選定する。採用するまで少なくとも1年かかり、学長と採用者との交渉に最も時間を費やす。
外部コミュニティとの連携
イ スラエルのエルサレムにあるヘブライ大学との博士号生徒のIC NC の交流事業
・アメリカのサンディエゴにあるかノフォル二ア大学との博士号交流事業
・EUが資金を提供する〝Nen／OUS System Repair〝と呼ばれる研究訓練ネットワーク（RTN）があり、博士学生はそこから資金を得て、ネットワーク内で協力・連携している。
（以上参考：http：／／ww w ．neuro．m pg．de／english／instUeberInstitut／instKooperationen／index．htrTll）
機関評価のシステム
・tnStituteの研究活動の評価においては、外部メンバーによるPeer Review が重視されており、そのために「Scientific Advisory Board」が設置されている。
・Scientific Advisory B oardのメンバーについて、各tnstituteのディレクターからの推薦も行うが、最終的にはプレジデントが選定する。メンバー全体の約95％が、マックスブランク協会に所
属しない外部人材で構成されている。
・原則として、2～3年毎に、Instituteの研究活動について集中評価が行われる。M PトN Bの場合、3年毎に、Scientific A dvisor・y Boardの評価が実施されている。
・評価のために、Scientific AdvisorY Boardのメンバーが、実際に現地を2－3日間訪問する。最初にrディレクター」、続いてrJuniorlndependent Research Group のリーダー」「研究者個
人」「ボスドクやPhD 」など様々なレベルで、研究活動に関するインタビューを実施する。
・評価項 目は、研究成果に加え、組織構成やマネジメントなど活動全般に及ぶ。「マックスプラン協会の他のInstituteや外部機関との連携状況 （組織として孤立していないか、外部連携を
有効に活用しているか、など）」「若手人材の育成状況 （若手の昇進が遅すぎないか、将来のキャリアプランが開けているか、など）」についての評価も行われる。
・その上で、インタビューなどに基づく評析結果を報告書にまとめ、各lnstituteのディレクターとマックスブランク協会のプレジデントに提出する。
・提出された報告書について、各Instituteとの討議が行われ、Institute側は評価内容に対する疑義があれば、その内容を指摘する。
・ただし、評価結果が低い場合でも、Instituteの撤廃などについて性急な結論が下されることはない。例えば、3 年毎の評価で、再三に渡り指摘された事項について改善効果が認められな
いなど、相応の改善期間を経て、なお問題が解消されない場合に、必要な処置が下される。
・上記に加え、6年毎に「Extended Evaluation」が行われる。Extended Evaluationは、類似領域で活動するマックスブランク協会の他のInstituteとの比較評価を目的とするもので、M Pl－NB
の場合、前回は3つの機関を対象とする比較評価が行われた。
調査対象拠点 M ax P lanck Institute ofB iochem istry［マックスブランク生物化学研究所］
＜対象拠点の分野＞ ライフサイエンス
＜インタビュー対象者＞ Prof．Dr．W oIfgang Baum eister，M anaging Board of Directors
設立年
1973年
M PトBC は、「M PlofBiochem istrY （1912年にKaiser W ilhelm lnstituteとして設立された組織を起源とする）」「M PIforP rotein and LeatherResearch」rM PlforC ellC hem istry 」という3つの
組織を母体とし、これらの後継機関として1973年に創設された。
人員数・構成 2006年度末には880名のem ployee。うち492名は科学者、214名は学生の科学者や研究者。加えて、92名の客員研究者がいた。（参考：http：／／w ww ．m pg．de／engIish／institutesPrqjectsFacilities／instituteC hoice／biochem ie／instProfiI／instStruktur／index．htm l）
運営資金・資金構成 ・国家機関ではないが、連邦政府及び州政府の公的資金で賄われている。（参考：http＝／／ww w．m pg．de／english／aboutTheSociety／aboutUS／Organization／index．htm l）・M PトBC の総予算は約4．900万ユーロであり、約1．000万ユーロがThird Party Fundingとなっている。Third Party Fundingの内、260万ユーロがEUからの獲得資金となっている。
トップクラス人材が集まる理由
・M Pl－BC の場合、「充実した研究インフラ」「大学などと異なり教育の義務がなく、研究に集中できること」などの優れた研究環境が、トップクラスの人材を引き付ける求心力となっている。
・トップクラスの研究者をディレクターなどに登用する場合、「M PI－BC が、管理業務が少なく（Less Adm inistration）、煩雑な手続きが少なく（Less Bureaucracy）、自らの好奇心を探求すること
ができ （Freedom ）、短期的な成果を強いられない（Long－Term Stability）などの条件を満たす場である」ことを示すことが、研究拠点としての魅力を大いに高めている。
研究者の任期
5年の契約をして、その後2年ずつ（4年まで）更新できる。したがって5～9年しか働けないが、その間に教授職の資格が得られる。
・スタッフの39％は海外からの研究スタッフである。
（参考：M ax Plank Institute ofB iochem istrγ．プレゼンテーション資料．p2）
機関評価のシステム
・2～3年 目ごとに科学諮問機関により評価を受ける。（参考 ：M ax Plank lnstitute ofBiochem istr・y，プレゼンテーション資料．p2）
・部門がいい評価が得られなくてもすぐに結論を出すわけではない。2～3回続けて、4～6年にかけて評価が常に悪ければ、学長がディレクターに対してその部門の資金を減らす。学長の
権限で部門の資金の30％（もっと悪くなればそれ以上もありうる）まで減額することができる。
その他特記事項
・1948年以降では15のノーベル賞を受けている。（参考：M ax Plank lnstitute of Biochem istry，P7）
・1988年にノー ベル賞を受賞したHartm ut M ichel、Robert Huber、Johann Deisenhoferの共同研究は、1980年初頭に始めて光合成反応の中心構造を解明したものである。（参考 ：Max
P lank lnstitute of Biochem istry，P7）
調査対象拠点 U niversity of M uniCh［ミュンヘン大学一遺伝子センター］
＜対象拠点の分野＞ ライフサイエンス
＜インタビュー対象者＞ Prof．D r．Eckhard W olf，Gene C enter
設立年
1984年
ミュンヘン大学とマックスブランクによって設立。当初はマックスブランク生物化学研究所にあったが、1994年に現在の場所に移転された。
（参考：http：／／ww w．lm b．uni－m uenChen．de／m ainfram es／genecenter，htm ）
運営資金・資金構成
2005年にジーンセンター全体でかかっている費用は計690万ユーロであるが、ジーンセンターで行われるすべての個人研究の50％以上の資金が外部資金である。主な財政的支援はドイ
ツ研究基金 （DFG ）、バイエルン州、ドイツ教育省（BM BF）、EU 第6フレームワークプログラム、HSFP から獲得している。（参考 ＝”Research and Education forthe Life S。ien。e”．GENE
C ENT ER M U NIC H ．pp．36－37）
拠点創出のトリガーとなった 1999年にカリフォルニア大学からジーンセンターの新所長として移ったRudolf Grosschedlは、終身雇用の教授職を確立し、研究に集中させる体制構築を目指した。さらに、2001年から
ビジョナリーリーダー／研究 2003年にかけて計5名の新しいグループリーダーを雇用した。そのうち3名はアメリカからであり、これは若いドイツ研究者の「頭脳流出」が問題となる中、逆に頭脳流入の例としてあげられ
リー ダーの存在 る。（参考：http：／／ww w．IrTlb．unトm uenchen．de／m ainfram es／genecenter／COntentl．htm ）
トップクラス人材が集まる理由
・ミュンヘンが科学的環境の優れた場所であること、生活水準が高いこと、研究に対して余分の資金を得られる可能性があること。
・広範囲にネットワークで繋がった科学設備によって最先端の研究ができるため、アメリカの一流の研究所で働いていた5名の優秀な科学者を採用できた実績がある。
（参考：”Research and Education forthe Life Science”，GENE CENTER M UNICH ．pl）
研究者の任期・キャリアプラン
体制として、4名のみが終身雇用である。6年ぐらいの雇用契約で働く研究者が、教授レベルになればどこか他にいき、その空いたポジションに新しい研究者を入れることができる。この仕
組みは、クレイマー氏がここのトップだったときにできた。クレイマー氏はその後9年間、ドイツにある大学にとって一番重要な資金源であるドイツ研究協議会（G erm an research co。n。il）の
会長を務めた。今はヨーロッパ研究協議会（European research council）の会長である。
研究者の競争的資金獲得義
務 ドイツにおいては一般的であるが、研究者（教授）は外部から資金を得るための能力を持っていなくてはならない。サポートしてくれる企業を探し、資金を集めなくてはいけない。
組織内の競争環境 競争的な環境である。組織内が非競争的だったために成果を出せなかった機関もあるので競争は大切と認識している。
その他特記事項
ジーンセンターが今の地位を獲得するための他の重要なアプローチとして、各分野のトップの人材を集めてきたことがあげられる。出版物や資金源を見れば、今の研究者たちがトップレベ
ルだということがわかる。一度そういういい環境ができれば、その後の研究者たちの採用も比較的楽になる。最初のレベル設定が重要。また、変化も必要。科学的トピックでも旬のものは
変わってくる（例えば10年前に注目されたgene therapy はもう旬ではない）。それらを取り入れることである。
ー ? ? ? ? ?

調査対象拠点 Fraunhoferlnstitute Com puterArchitecture and Softw are Technology
＜対象拠点の分野＞ 情報通信
＜インタビュー対象者＞ Prof．Dr．Stephan Jahnichen．Institute Head
設立年
1983年にドイツ情報処理研究所（G M D ）の機構として設立されたが、2001年よりFraunhofer－GeseHschaftの機構となった。
（参考：http：／／w ww ．first．fraunhofer．de／ow x＿1＿5＿2＿2＿0＿77347a20909dfO・htm l）
人員数・構成
FraunhoferInstitute Com puterA rchitecture and Software TeChnoIogyでは2006年は約120名のスタッフ（うち21名は学生やインターン）がEm bedded System s（埋め込みシステム）部門，
Interactive System s and Inte”igent D ata Analysis（相互システムとインテリジェントデータ分析）部門、管理部門3つの部門で働いている。
（参考：http：／／ww w ．first．A・aunhofer．de／owxT1，5＿2＿2＿0＿748465052396fl・htm l、http＝／／ww w・first・fraunhofer・de／ow x＿1＿13＿2＿2＿0＿748465052396fl・htm l）
運営資金・資金構成
・F，aunh。f。，I。Stitute C 。m Put。，A ，。hite。tu，。and Softw are TechnoIogyでは2006奉了ま850万ユーロの予算があった。
うち人件費が570万ユーロ、それ以外が260万ユーロ、そして資本投資が約20万ユーロであった。
・予算の約60％は機構の収益であり、40％は機構の資金集めである。（参考 ：http・／／w ww ・first・fraunhofer・de／ow x＿1＿13＿2＿2＿0＿748465052396fl．htm l）
・ドイツ連邦政府からの資金提供が30％あり、こうした事情から各研究施設は、より基礎的な研究、つまり5 年から10 年先に産業界や社会に影響を及ぼすような研究に力を入れること
が可能
（参考：http：／／ww w ．fraunhoferjp／nlg／1pJp／com pany／indexjsp）。
・フラウンホーファーからの基礎資金20－30％、企業から30％、ヨーロッパ・政府から30％。全体の70％は競争によって得る資金。
・フラウンホーファー研究機構の委託研究収益の約 2／3 が、民間企業との契約および公共資金による研究プロジェクトからの収益。
トップクラス人材が集まる理由
旬のトピックを研究している点にある。給料面では企業と競争にならないほどだが、その他で引き付けるために、仕事環境を重視しており、大学との連携や興味深い研究などで外国から
のいい研究者をひきつけている。また、大学での教授職を通じ、優秀な人材を見つけたらフラウンホーファーで引き抜く。
研究者の任期・キャリアプラン 40％が終身雇用。その他のスタッフは3－5年契約。そのスタッフにとって次のキャリアアップのためには長期滞在は望ましくない。
研究者の競争的資金獲得義
務
独立研究グループが独自で集めてくる場合と、機関が代表して集めてくる場合と、状況によってさまざまである。トップレベルは独立研究グループが集めており、その所長の資金調達能力
が問われる。主に、産業分野を対象とする場合は機関が代表して行うが、企業との交渉に関しては各研究グループが行う。所長自身、または研究員個人がすべてのネットワークを使って
資金源を集めてくる。また、フラウンホーファーからの資金も外部資金の金額に合わせて増減する。外部からの資金が多くなれば、フラウンホーファーからの資金も増加する。
組織内の競争環境 競争的な環境である。
研究者の採用システム
（ディレクター含む）
公式な採用方法は、まず求める人材の案内を出し、興味のある人から申請書（application）が届き、申請書の評価から誰を採用するかを決める。ディレクターの採用も同じである。フラウン
ホーファーで働く人は‾、大抵大学教授も兼任して働くことが多いため、大学での教授職をメインとして、給与は大学から支払われることになる（その逆もある）。ほぼすべてのポジションが
ミックスポジション（大学と機関の）であるので複雑である。能力として、研究面での優秀性と機関でのマネージメントが必要。
機関評価のシステム
評価 （機関、部門、研究員）は1年ごとに行われる。各機関の評価は集めた資金額によって行われる。予算が年度末にプラスであってもマイナスであっても次年度に移行される。評価が悪
かった場合、すぐに評価を下すわけではないが、方向転換の検討をし、結果として部門を閉鎖することもある。しかし、研究員は解雇されるのではなく、別の部門に移される。ドイツの社会
システムでは、解雇は許されない。また、研究員に対しては資金鐘では評価しない。運営委員会があり、年に1度集まり、ディレクターは部門の報告書を提出する。
アニュアルレポート 最新 ：2003／2004年（http：／／ww w．firstfraunhofer．de／ow x＿1＿13＿2＿2＿0＿748465052396fl・htm l）
調査対象拠点 Potsdam lnstitute forC lim ate lm pact Research （PlK）［ポツダム気候変動研究所］
＜対象拠点の分野＞ 環境・エネルギー
＜インタビュー対象者＞ Prof．D r．M anfred Stock，D r．J6rg P ietsch
設立年 1992年
設立／発展の経緯
マックスブランクの気象学研究のコンピュータモデルは、気候変動が起こっていると立証した。しかし、気候変動が人類にどう関係するのかは誰にもわからなかった。この関係を明らかに
するために、政府が気候変動の調査をする機関を設立したのが本機関の始まりである。
人員数・構成 現在150名ほどのスタッフが働いている。（参考 ：http：／／vw ．pik－POtSdarTl．de／institute）
運営資金・資金構成
・PIKはLeibniz A ssociation（ライプニッツ学術協会）のメンバーであり、年間資金として 640万ユq ロを連邦政府や州政府から受け取っている。外部資金源は年間約330万ユーロである。
（参考 ：http：／／ww w．pik－POtSdam ．de／institute／organization）
・約65％が連邦政府と州政府からの支給である、ライプニッツ協会からの支援（2年前から）は限られいる。
・プロジェクトに対する資金源は、連邦政府、EU 、ドイツ学術振興会（D FG ）、大企業、財団法人（foundation）などである。
組織・マネジメントの特徴
・経営スタイルはフラット構造である。プロジェクトリーダーは採用に関して重要な役割を果たしている。小さめの運営陣（adm inistration）であり、この点は他のドイツの機関や大学と違うとこ
ろ。立ち上げ当初からそうであった。経営ビジョンについて一番重要視する点は、新しいアイデアである。新しい研究をスタートできるためのクオリティーが一番重要。また、時には活動を
やめるという決断を下すことも必要。
・主な意思決定はディレクターによって下される。評議会 （board oftrustee）の承認は必要であるが、所長がその意思決定に対して責任を負う。科学諮問機関には意思決定の権限はな
い。
拠点創出のトリガーとなった
ビジョナ リー リー ダー／研究
リーダーの存在
創出時にビジョナリーリーダーの役割を担った初代ディレクターのDr．Joerg Pietsch（現在のディレクターでもある）のC redibility、名声、能力に負うところが大きい。
トップクラス人材が集まる理由
最初に5～6名のトップ研究員がいれば、7－10名にするのは簡単である。働きたいポジションを用意すること、給与を用意すること。人材が集まる理由は、研究の種類はもちろんのこと、
様々な分野にまたがる研究の特性もひとつであり、働く環境も重要である。
研究者の任期・キャリアプラン
・終身雇用と終身雇用でないスタッフの割合は50％である。現在50～52名の終身雇用のポジションがあり、40名ほどが終身雇用の契約を結んでいる。今年度末に75名の終身雇用のポジ
シヨンを作るが、75名全員が終身雇用契約を結ぶという意味ではない。その他のスタッフ（約100名）は2年～5年の契約を結んでいる。終身雇用でないスタッフに関しては、プロジェクトが終
わればまた新しいプロジェクトで終身雇用ではない形で採用する。終身雇用でないスタッフは、主に博士号取得後の研究者である。
理想として終身雇用の割合は、少ないほうがいい。変化を伴う段階では終身雇用をとることが難しく、また新しいアイデアを必要としていたため、新しい人を雇うことが重要であった。
・終身雇用でない研究者のその後のキャリア経路については、教授職を得る人も多く、他の機関でより高い地位の仕事を得る人もいる。この機関で働いたということは、より良い仕事の機
会を得ることになる。マックスブランクの所長の一人も、この機関出身である。若い研究者であれば、終身雇用の可能性もあり、準教授 Guniorprofessorship）の職を得る人、新しいプロジ工
クトのリーダーとして再雇用されたりする人もいる。
研究者の競争的資金獲得義
務
資金獲得に対して研究者が提案書をつくり、資金は機関に集められる。資金自体が直接各研究者に行くことはない。ディレクターが資金調達に関わるすべての責務を負うことはない。
組織内の競争環境
機関内は競争の激しい状態である。研究に参加する人数が多くなってくれば、より成功の兆しが見える。よい競争環境が世界的レベルを保つためにいい影響を与えている。資金をめぐっ
ての競争があり、競争に負けてしまっても次のチャンスが与えられる。
ディレクター採用基準
機関のリーダーになれる重要な人材の採用基準とは：大学の教授職と機関の管理職の両方ができる人。採用方法は大学の採用手順にあわせ、給与を支払う私たちにも大きな権限を与
えられる。
外部コミュニティとの連携
多くの国際的パートナーと密接に協力している。例えば、英国の気候変化研究（C lim ate Change Research）のティンダルセンターと共に、ヨーロッパでの持続可能性科学の展開を進めて
いる（例 ：地球圏一生物圏国際協同研究計画 （IGB P）、気候変動に関する政府間パネル（lPC C ）、ミレニアムエコシステムアセスメント（MA ）など）。（参考 ：http：／／w ww ．pik－
potsdam ．de／institute）
機関評価のシステム
機関の評価は、毎年、科学諮問機関と評議会と連邦政府・州政府に対して報告書を提出し、そこには論文・プロジェクトの数、成果を記載している。7～8年ごとには外部からの大々的な評
価を受ける。
ー ? ㌣ ? ? ?

調査対象拠点
Fraunhofer lnstitute forO pen Com m unication System s（FトO C S）
フラウンホーファーオープンコミュニケーションシステム研究所
＜対象拠点の分野＞ 情報通信
＜インタビュー対象者 ＞ DipH ng．Ber・thoId B utcher．D eputy D irector
設立年 1988年
人員数・構成
・2004年末のスタッフは220名、うち113名は研究者、76名は生徒であった。
・スタッフや学生は35か国出身で、平均年齢は34歳であった。
（参考：http＝／／ww w ．fokus．fraunhofer．de／fokus／fokus／profil／daten＿fakten・Php？lang＝en）
運営資金・資金構成
・2004年は1470万ユーロ（うち730万ユーロは契約研究より）
・資金源：内部 （フラウンホーファー協会からの資金）25－30％、外部70－75％。
・フラウンホーファーの5 0 ％の資金が政府からで、それはフラウンホーファー内のプログラムに流れる。
資金構成（特記事項）
・フラウンホーファーは非営利団体なので利益を得ることができない。毎年余剰分は翌年に繰り越す。フラウンホーファーはもし2～3年続けて外部からの資金を50％しか集められなけれ
ば、機関（institute）は閉鎖し、フラウンホーファートピックグループという名前に変え、機関ではなくなる。その後2年まだサポートを得ることができるが、それでもいい結果が出せなければ
そのグループは閉鎖になる。機関を閉鎖するということは労働組合などの問題もあるが、終身雇用の人たちを他の機関に送り、実際に閉鎖されている機関がある。非常に厳しい社会であ
る。
・外部からの獲得資金の割合が上記基準に満たない場合は、予算や人員の削減、機関としての閉鎖などの措置が起こり得る。実際に昨年のケースを見ても、2つのlnstituteが統合され、1つのInstituteが閉鎖されている。
組織 ・マネジメントの特徴
・個々のプロジェクト運営については、フラット型のマネジメントシステムが適用されている。
・能力センターリーダー（com petence center leader）は人件費などについては担当している。彼らは自主的な運営をしている。彼らが投資や人件黄のための資金を手に入れ、チェックされ
る。フラウンホーファーがFO KU Sを年4回予算評価するが、それと同じようにリー ダーは評価される。
・能力センター内での責任の所在はリーダーの個人の性格やモチベーションの調和 （integration ofm otivation）によって違う。FO KUSではモチベーションを一番重要視している。たくさんの
国籍を持った人が働いているため、メンバーのことをFO KU Sファミリーと呼ぶ。また自国の料理を持ち寄るパーティを開くこともある。いい関係を持つことがモチベーションに繋がる。また協
力関係があれば、1つのセンターで資金を調達してそれを独 占しようとする動きはしないだろう。給与を完全に能率性にする企業もあるが、政府機関であるフラウンホーファーでは無理で
ある。時々素晴らしい結果を残した人に対してのみ年に1回2000－3000ユーロの研究ボーナスを出すこともあるが、そんなに大きな金額ではない。
また、上記C enter間の連携に加え、lnstitute間の連携を促進する目的で、rFraunhoferlnternalProgram s」という仕組みが導入されている。「FraunhoferlnternalProgram s」は5－6年前に
始まったプログラムであり、フラウンホーファー協会の本部資金をペースに、複数のlnstituteによる共同提案プロジェクトへの支援を行う。
研究者の任期・キャリアプラ
ン・国際性
・終身雇用は30～40％、終身雇用でない人は50％以上である。研究者は2－4年の契約で最長でも6年（プロジェクトにより延長され＋2～3年）しか働けない。これは法律により定められて
いる。政府としては研究者たちに大学に居続けるより、企業で活躍してほしいと思っている。終身雇用でないスタッフも能力センターのリーダーになることは可能であるが、いい評価をされ
ている必要がある。
・26カ国から人材が集まっていて、多いのは東 ヨー ロッパ（ロシア、ポーランドなど）。もしそのような国とプロジェクトを組む場合はその地域の言語を話す人がいるのが強みになる。それが
世界的な競争の激しい状況で勝ち残る1つの理由。
外部コミュニティとの連携
同窓会プログラム（FO KUS FRIEN DS）：メンバー制（「Form erEm ployeesJ「Research Fe”ow s and FriendsJ「Partners」が対照）で、ニュースレターの発行やパーティなどを開いている。大企
業にいった出身者も多く、そこで次のパートナーを探すチャンスがうまれる。世界の色んな国からFO KUSに来た人が帰った後もFOKU Sと繋がりを持つことができ、またこれによって科学と
ビジネスの架け橋がうまれている。「AIUm niProgram 」の下で、世界各国の企業や研究機関などに所属するA Ium niM em berとのコミュニケーションを重ねることが、r研究ニーズ」やr研究
パートナー」などの探索において大きな効果を発揮している。
機関評価のシステム
・クワトリアンと呼ばれる評価委員会によってまず機関評価が行われる。毎年1回会議が開催される。評価は学問的エリア（論文や修士、博士号の排出人数など）と、産業的エリア（歳入や
プロジェクト数）を見る。出版物を多く出すことと、プロジェクトをたくさん組んで資金を獲得すること、両方を万全にやるのは不可能なのでトー タルで評価が下される。
・ただし、評価委員会は推薦することしかできず、最終決定はフラウンホーファーの役員会で資金を減らすか、閉鎖するかを決める。毎年、外部資金の獲得額をチェックし、目標に達しない
場合は人員削減などの措置が検討される。ただし、一方では、予算以外の活動成果（例えば、産業界と連携状況、論文の発表状況、修士や博士などの人材育成状況など）を考慮した総
合的な評価も行われている。
・研究活動などの評価については、産業界や大学などの人材から成るrEvaluation Board」が助言を行う。これらの助言を受けて、フラウンホーファー協会のプレジデントとBoard of
Directorsが、各Instituteに対する評価結果を決定する。
・各lnstituteにおいては、Com petence C enterの リー ダーが、Center毎の予算 目標達成に対する責任を負っている。各C om petence Centerの予算達成状況が、Instituteにより年に4回の頻
度でチェックされる。同時に、tnStituteとしての予算達成状況も、フラウンホーファー協会により年に4回の頻度でチェックされる。こうしてC enter単位での厳密な予算チェックを行う一方で、
Com petence C enter同士のコラボレーションを高めるため、Instituteとしての働きかけも行っている（各C enterが予算目標を達成する必要からプロジェクト予算の独占にこだわり、他の
Centerとの連携を避け、結果として最適な体制を組めずにプロジェクトの受託機会を逃すような事態を避けるため）。
アニュアルレポート アニュアルレポート（http：／／ww w．fokus．什aunhofer．de／web－dokum ente／Flyer＿engV FO KUS％20Jahresbericht％202005－2006－e．Pdf）
その他特記事項
・FO KUSはIP電話を発明した機関であり、世界で初めて有用でシンプルなIP電話のシステムを作った。インターネット標準化（internet standardization）では特許を持つことを禁止されている
ため、特許料の収入はない。
・2008年1月23日の国際的指導者フォーラム（Globalleaderforum ）で、マイクロソフトの創設者のピルゲイツは、マイクロソフトとフラウンホーファーの優れた活動同盟を称賛した。過去4年
の間、フラウンホーファーFO KUSとマイクロソフトは、共に行政の現代化のオープンスタンダードに準拠した解決法に着手してきた。（参考＝
http：／／ww w．fokus．fraunhofer．de／hom e／index・Php？lang＝en）
r「Nano M etalIic M aterialCom posite」の研究において、世界的な強みを持つ。
調査対象拠点
ベルリン工科大学材料科学＆技術研究所
TechnicalUniVersity Berlin．lnstitute of M aterials Science and Technologies （T UB－lM ST）
＜対象拠点の分野＞ ナノテク・材料
＜インタビュー対象者＞ Prof．D r．W alter Reim ers，Head
設立年 1770年 （1946年に現在の名称で再設立）。（参考：http：／／vw 2．tu－berlin．de／eng／about＿tU／geschichte．htm ）
人員数・構成 現在、TU B－IM STには約30名のスタッフが所属しており、3つの研究チームを構成している。
運営資金・資金構成
・2001年にProf．Reim ersが移籍した「拠点創出段階」では、移籍時にStar・ting Fundとして支給された資金を加え、大学からのBasic Fundが50％～60％を占めていた。
・現在、TUB－IM ST の予算は、約100万ユーロとなっている。この内、約25％が大学からのBasic Fund、残りの75％がExternaIFundとなっている。
・約75％のExternalFundについては、Research O rganizationからの資金が50％以上、産業界からの資金が20～30％を占めている。
・約25％の大学からのBasic Fundは、3名のScientist、3名のTeChniCianJ 名のSeCretaryの費用に相当する。
（ベルリン工科大学）
・州資金2億7490万ユーロ（274．9m e ）、外部資金7800万ユーロ（78，Om C ）（2006年）
（参考 ：http：／／www ．tu－berlin．de／m enue／ueber＿die＿tu＿berlin／zahIenj akten／param eter／en／＃17816）
組織・マネジメントの特徴
・研究員に自由に研究させながらも、成功の可能性について適度にチェックする、このバランスが重要である。
・研究テーマやプロジェクト企画の適否については、HeadであるProf．R eim ersが最終判断を行っている。
・一方、各研究チームのマネジメントには、フラット型の仕組みを採用している。
拠点創出のトリガーとなった
ビジョナリー リー ダー／研究
リーダーの存在
現在のTU B－IM STのH eadであるProf．W alter Reim ersがスカウトされ、2001年に大学に移籍し、ナノテク研究を本格化した。
トップクラス人材が集まる理由
人材を引き付ける一番の魅力は、実際のここにいる人から（from existing peopIe）何かを学べる場所であることである。つまり、ここにいるトップレベルの研究者が、他のトップレベルの研
究者を引き付ける要因であるということである。
研究者の任期・国際性
・3つのトピックのHead3名＋ディレクタ1名の計4名の終身雇用が在籍している。それ以外は終身雇用ではない。世界レベルに成長するために必要となる終身雇用の人数は、トピックに対
して1名（資金や管理の責任を持つ者）である。
・全生徒の約22％の5，800名近くが海外（130カ国）からの留学生で、特に多いのは中国、トルコ、ポーランドである。また1．000人近いドイツ人の学生も海外留学をしている。
個別研究者による競争的資金
獲得の義務・評価 資金を得るのは リー ダーの責任である。
組織内の競争環境 一緒に仕事を行うことが重要で、競争は重要ではない。
研究者の採用システム 採用に関しては、個人的にコンタクトを取る。声をかける段階で候補者をふるいにかけているので、採用手順をふむ必要はない。
機関評価のシステム
大学からは、どれだけの資金を得たか、どれだけの出版物や講義やプレゼンテーションをしたか、の2点において毎年評価され、次年度の資金増減に繋がる。しかし、大学から得られる金
額というのはプロジェクトからの金額に比べて非常に少ない。したがって主となる資金源は、どう企業を引きつけるかによる。
その他特記事項
・知名度を保つためには、長期休暇を取らずに一生懸命仕事を続けること。
・ビジターは重要であるが、2－3ケ月だけでは複雑な機材の使い方を覚える前に任期が終わってしまう。私たちの研究分野に関しては少なくとも数年の滞在は必要。
・マックスブランクなどの機関と大学の違いとして、大学では教授職と研究職ができなくてはならない。指導することと研究はいいコンビネーションで、両方できる人はなかなかいない。
ー?ーー??

調査対象拠点
1NRIA G renobIe
フランス国立情報学研究所 （INRIA ）
＜対象拠点の分野＞ 情報通信
＜インタビュー対象者＞ Dr．Fraocois B row n de CoIstoun、Dr．peerre N 6pom iastchy
設立年 1979年
人員数 ・構成
フランス国内の6つの研究所（Rocquencour・t，Rennes，Sophia Antipolis，G renoble，N ancy ．Bordeaux－Li”e－Saclay）で、3，700のスタッフを持つ。そのうち2．900名はlNRIA のパートナー組織
（例えばC NRS （フランスの全国Scienti石c Researchセンター）、大学と主要なエンジニアリング学校）の研究者。（うち1，000名が固定期間契約による博士号を有する候補 （100名は博士課程
終了者、300名は研究開発エンジニア））1，500名はlN RIA の定職者（研究者 570名、エンジニアと技術者 740名）300名は訓練生。
運営資金・資金構成 ・2007年の年間予算は1億6干200万ユーロである。
・年間予算の20％は自身の研究成果から得られた収益。（2007年l 月時点）（参考＝http＝／／vw ・inria・fr／inria／enbref・en・htm l）
組織・マネジメントの特徴
・個々のプロジェクトは、これらの研究チームを主体とした「ボトムアップ型」のプロセスから生まれ、プロジェクトとして立ち上がった後も、研究チームを主体とした「フラット型」の仕組みで運
営される。
・具体的には、最初に、共通の関心を持つメン／トーが集まり、プロジェクトを発案し、発案したプロジェクトをプロポーザルとして取りまとめる。
・次に、通常、4年間に渡る予算獲得を目指し、所属する拠点（フランス各地に設立されているINRIA のリサーチセンター）に対し、プロポーザルを提出する。
・プロポーザルについてlNRIA 内でプレゼンテーションを行う際には、プレゼンテーターは必ずしもIN RlA に所属している必要はない。実際に研究チームにおいて中心的役割を果たすC NR Sや大学に所属する人材が、プレゼンテーションを通じ提案内容の価値をアピールするケースも見られる。
・つまり、INRIA は、外部のトップクラス研究者にとっても、「自らのアイデアを具体のプロジェクトとして立ち上げる場」として有効に機能している。
・各研究チームからのプロポーザルが出揃った段階で、「プロジェクト提案の選抜」を行うための仕組みとして、「lN R仏独特の厳正な評価プロセス」が適用される。具体的には、十分な時間
をかけて「拠点レベルでの厳正な評価」が行われる。その際、評価の質を高めるために、「提出されたプロポーザルについて、“拠点に所属する全てのIN RIAの研究者”による評価コメント
を吸い上げ、これを分析し、プロジェクトの採否に反映していく」ことが重要なポイントになる。
・拠点レベルの審査を通過した後、さらに、「国レベルでの厳正な評価」が行われる。この段階でも、「lNRIA独特の厳正な評価プロセス」が適用される。具体的には、外国人を含むトップ有
識者などから成る「SpecialNationalCorT．m ission for Evaluation」を組織し、C om m issionを母体とした評価を行う。こうして国レベルの審査を通過した後、大統領による承認を経て、最終的
にプロジェクト予算が認可される。
組織内の競争環境 人数が限られているため、非常に競争率が高い。採用後も内部での活動環境は非常に競争的である。
外部コミュニティとの連携
・lNRIA はフランス国内に8つの研究拠点を持っている。各拠点は、CN RS、国内の大学、海外機関との強いパートナーシップを構築している。これらのパートナーシップがもたらす「人材ネッ
トワークや知恵の集積（クリティカルマス）」を基盤として持つため、拠点単独では対応可能な規模を超えた「より大規模な研究活動」にも積極的に取り組んでいる。結果として、INRIA の場
合、「“世界トップクラスの研究プログラム”を生み出すために必要な人材を、拠点内に集める」ことは重視していない。
・ヨーロッパではERCIM （17つの研究所を束ねる機関）にも関与。
・FPD （EU研究・技術開発枠組み計画）に選ばれるおよそ100個のアクションに関わっている（主にIST（情報社会技術）の分野において）。
・フランス国外の大学や他の研究機関、私企業との提携多い。
・lETF、ISO 、W 3C 、といった標準化団体とも関係を持つ（1995年から2002年はlNRlA がヨーロッパのホストであった）。（参考参考 ：http：／／w ww ．inria．fr／inria／enbref．en・htm l）
アニュアルレポート 2006年アニュアルレポート（http：／／ww w．inria．fr／inria／rapportannueI／ran・en・htm l）
調査対象拠点
lN RLA－Sophia A ntipolis （lNRIA －SA ）
フランス国立情報学研究所ソフィア・アンテポオリス
＜対象拠点の分野＞
＜インタビュー対象者＞ D r．Deriche
人員数・構成 INRn －SA のプロパー研究員．は450名程度（このうち360名が研究者、PhD 課程学生）。ほかに大学、C NRSの連携研究員が所属している。
運営資金・資金構成 半分を産業界から、残り半分を政府から得ている。
組織・マネジメントの特徴
・研究にとって重要なのは、「科学的充足（Scientific Sufficiency）」である。研究環境に加え、地の利や利便性などの トー タルな魅力が研究者をひきつける。
・ニースやソフィア・アンティポリスは、Q uality ofLifeから見て（研究者だけでなく家族、特に子供にとって）ペストな環境と言える。ここでの研究を希望する人材は多く、したがって拠点への採用や採用後の研究活動における競争も激しくなる。
・INRIA－SA は、地中海全域に広がるネットワークをもとに優れた人材を集め、連携している。・INRIA－SA では、r起業リスク」を取る研究者に対し、INRIA のパーマネント資格を失うことなく数年後に研究所に戻ることを認め、これを制度化している。本制度の下で研究者による起業を
支援し、産業クラスター形成に貢献している。
・研究プランはフラットな構造の中で作られ、ディレクターと研究者が議論して設計する。現在、30のプロジェクトチームが活動している。
・研究プロジェクトのライフタイムは12年（6年／期 ×2期）程度。新しい科学をキャッチアップするために約10年をかけ、次のプロジェクトへとシフトしていく。・INRIA－SAの場合、プロジェクトとして必要なクリティカルマスは20人～30人程度である。
トップクラス人材が集まる理由 研究環境に加え、地の利や利便性などのトー タルな魅力が研究者をひきつける。
調査対象拠点
lnstitut des Hautes Etudes Scientifiques／lH ES
フランス高等科学研究所
＜対象拠点の分野＞ 数学
＜インタビュー対象者＞ Dr．Jean peerre Bourguignon（ジャン＝ピ工－ル・プルギ二ヨン）IHES所長
設立年 1958年
設立／発展の経緯
・IHESの場合、1958年の設立から1960年代後半までの期間を「拠点形成期」として位置付けることができるが、この時期は、フランス政府からの資金も一部には見られたものの、資金源
のほとんどを産業界に依存している状況にあった。科学面の活動では発展を遂げたが、財政的には非常に厳しい状態だった。
・1962年に施設を移転し、移転のための負債を抱えた段階では、財政がさらに不安定となった。こうした状況は、創設者のレオモチャンが1972年にディレクターを退くまで続いた。
人員数・構成
・研究音数 ：22人（2003年）（参考：http：／／ww w．ihes．fr／lH ES－A ／P resentation／environA ・htrT・l）
・研究者数は常勤教授などが10名ほどいる。
・それに加えて40～50名のvisitor（訪問研究者）がいる。彼らは2、3ケ月間で変わっていく。
年間合計すると250名ほどのvisitorがいることになる。
運営資金・資金構成 ・lH ES は民間組織であるが、フランス政府からも予算が投入されている。・IH ES の予算の半分はフランス政府から補助されており、さらに残りの半分は10カ国ほどの政府からの補助金、企業からの補助金もある。
資金構成（特記事項）
・D r．Jean peerre Bourguignonは、自分が所長になってから一つの目標として自己基金を作ることに専念した。1，500万ユーロのファンドとなったが、さらに3，000万ユーロのファンドとしてい
きたい考えである。ファンドからの利子によって少なくとも毎年の予算の15％くらいは自己融資できることになる。自己資金がなく、全部外部（政府、外国政府、企業）に頼ることがあったた
め、不景気に収入減となり研究が進まないという脆弱な状況を打開するため、自己資金比率を増やすファンドを創設している。
・lHES 日本委員会では、2009年10月を目指して200万ユーロ（約3．2億円）の基金を募っている。この基金で24人月の数学研究者をIHES に招待することができる。基金を集めるため、半分の100万ユーロをフランスの企業から集め、残りの100万ユーロを日本で募金活動をするつもりである。対象は個人や企業。
ヰ 間予算の規模は5∞万ユーロ（7～8億円）である。その予算の中から35人分の給与を支払っている。フランス政府は4年に1 回ごとにIH ESを評価して予算の半分を補助するに値するか
どうかチェックする。
拠点創出のトリガーとなった
・IHESは、1958年に実業家のレオモチャンが、「数学と他の学問分野の垣根を取り払った新たな研究の場」を創出することを目的に、私財を投じて立ち上げた組織である。
・1962年に施設を移転し、移転のための負債を抱えた段階では、財政がさらに不安定となった。こうした状況は、創設者のレオモチャンが1972年にディレクターを退くまで続いた。
ビジョナリーリーダー／研究 ・レオモチャンがディレクターを退いた後、オランダの数学者であるニコラ・コイフラが、新たなディレクターとして就任した。この時からコイフラがディレクターを退く1985年までの期間を「基盤
リー ダーの存在 酎 ヒ期（Consolidation Phase）」として位置付けることができる。
・この後、三代目ディレクターであるマッセル・メルジから現在の五代 日ディレクターに至るまでの期間は、「拠点拡大期」として位置付けられる。
トップクラス人材が集まる理由
・最近、IHESのPerm anent Professorの一人が、米国機関から、現状のおよそ2・5倍のサラリー提供を条件とする勧誘を受けた。しかしながら、このProfessorは、最終的にはIHESに残ること
を選択した。あくまで一例ではあるが、IH ES には、高額のサラリーとは異なる「世界のトップ人材を引き付ける研究環境」が存在している。
・数多くの応募があるので、非常に高い競争率の下、厳選された世界トップクラスのビジターが集まってくる。
研究者の任期・国際性
・運営は小規模に維持することを心がけている。IH ESの場合、「世界トップクラスの研究プロジェクトを立ち上げ、推進していく人材」として、パーマネントスタッフについては10名しか在籍し
ていない（lHES の雇用者が5名、CN RSの雇用者が5名）。これら10名の能力により、必要となる広範な学問領域は十分にカバーされており、個々の研究者はそれぞれの領域において世界
トップクラスである。
・それに加えて40～50名のvisitor（訪問研究者）がいる。彼らは2、3ケ月間で変わっていく。年間合計すると250名ほどのvisitorがいることになる。Visitorは35カ国くらいから派遣されてくる。
そのうち、米国が40％ほど、ヨーロッパからが30％ほどである。アジア系は7 ～8％で少ない。このアジア系を15％まで増やしたいと考えている。そのため、中国、日本に対してもっと研究者
を送ってほしいというアプローチをしている。
・Visitorの2／3は研究者の側からの申請である。申請しても全員が受け入れられるわけではなく、非常に厳しい競争をバスしないといけない。その競争率は10倍である。
・フランス人は研究者全体の15％くらいである。その中にはフランス国籍を取得した人もいるが、IHESではフランス人よりも外国人の方が多く、国際的な研究所の色彩が非常に強い。周囲
には他に物理、数学の研究所がたくさんあり、バリ郊外として風光明媚で恵まれた研究環境にある。
外部コミュニティとの連携
他の研究所との協力は絶対に必要である。lH ESのvisitorに対しても、外部機関での講演や、共同研究を積極的に奨励している。例えば、バリの他の研究所あるいはヨーロッパの他の研
究所などに講演などに行くべきと奨励している。色々な研究機関と共同のイベントもしばしば開催している。その中で一番強調したいのは、サマースクールである。これは2006年に開始し
たイベントで、2週間にわたって若い人たちを集めた。2006年の場合は、パリ南大学と共同して行った。これには150人の学生（ほとんど博士課程）が参加した。そのうち100名がアジア系で
中国、日本、ベトナムなどである。
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調査対象拠点 グルノー ブル工科大学・M inatec／M inatec，Grenoble lnstitute ofTechnology （GrT－M inatec）
＜対象拠点の分野＞ ナノテク・材料
＜インタビュー対象者＞ Dr．G erald G hibaudo
設立年 1970年
人員数・構成
lM Ep－L＿A HC は、約170名のメンバーで構成されている。この内、60名がゲルノーブル工科大学に所属するResearcherであり、教育と研究を兼務している。この他に、C NR Sに所属する10名
のResea，Cherがおり、研究に専従している。また、支援スタッフとして、20名～25名のエンジニアやテクニシャンが在籍している。上記に加え、70名～80名のPhD が在籍している。PhDの活
動資金として、French M inistry of Researchが支給する4年間のグラント、CN RSのグラントなどが充てられている。この他に、学生向けの特徴的なグラントとして、「Co－Finance Grant」と呼
ばれる資金が用意されている。「Co－Finance G rant」とは産業界と政府が二分の－ずつを負担する資金枠のことで、この資金を獲得した学生にはr資金を提供した企業のR＆Dラボで、－
定期間活動する機会」が与えられる（ただし、全期間を大学のラボで研究することも認められている）。
運営資金・資金構成
lM Ep－LA HC に所属するメンバーのサラリーを除き、研究予算の80％については、産業界、フランス政府、欧州各国などからのコントラクトを資金源としている。残りの20％は国からの支援
資金であり、M inistry of Researchから毎年支給される。用途については、特に指定されていない。
トップクラス人材が集まる理由
ゲルノーブル工科大学は、海外のトップ人材を引き付ける仕組みとして、一年前から、世界トップクラスの Senior Scientistを対象に、「渡航費用、サラIJ－、ゲルノーブル工科大学での特
別なポジションを用意した上で、Senior Scientistが希望する期間だけ、ゲルノーブル工科大学の研究プロジェクトに参加出来るプログラム」を制度化した。
研究者の競争的資金獲得義
務
研究予算は機関が主体となって獲得し、機関全体で管理する。各種研究資金に対するプロポーザルも、機関として承認されたものを提出する。ゲルノー ブル工科大学に所属する
Resea，Cherの場合、研究資金獲得に対する義務や責任は負っていない。ただし、前年実績などを参考に、資金獲得の成果が上がっていないResearcherに対しては、「本年度は、研究資
金獲得に向け、優れたプロポーザルの作成、提案を強化してほしい」などの要求はする。
外部コミュニティとの連携
・ゲルノー ブルITの活動は国際的な広がりがあり、53カ国以上で研究水準の高い教育機関とパートナーシップを結んでいる。
（参考：http：／／ww w ．inpg．fr／1121067014554／1／fiche＿article／）
・ヨーロッパや北米、南米、アジアの名高い工学大学と国際的に連携している。
・研究テーマを自ら設定し、世界中の生徒たちに教えることに誇りを持ち、生徒たちにも海外の大学や企業で働いたりインターンをする事を奨励している。
（参考：http：／／www ．inpg．fr／1121065809712／1／fiche＿article／）
調査対象拠点 M aison des M icro et des NanoteChnologies，M inatech Centre．C EA－Letiフランス原子力庁（C EA ）電子 ・情報技術研究所（L ETl）
＜対象拠点の分野＞ ナノテク・材料
＜インタビュー対象者＞ Dr．Br・unO Paing
設立年 1945年
設立／発展の経緯
・M inatec創設の動きは、10年前に始まった。当時のフランスは、ナノテク分野の研究に従事する個々の機関を見ても、活動規模やステータスが十分ではなかった。そこで、この分野でのフ
ランスの存在感を高め、研究活動を国際的レベルまで引き上げることを目標に、C EA が主体となり、CEA のナノテクノロジー部隊とゲルノーブル工科大学を連携し、「M inateC
（M icroelectronics NanoteChnology Innovation C enter）」という名称の「ナノテク分野の看板組織 （ブランド）」を立ち上げた。
・拠点としての立ち上げは順調に推移したが、活動開始後も、国際的ブランドとしての地位を確立することは容易ではなかった。参加したC EA の研究者の中に、自らの研究成果をrM inatec
の活動」としてではなく、「CEA の活動」として発表する動きが続いたためである（つまり、当時は、M inatecよりもCEAの方がブランドとしての価値が高かった）。全ての参加者の動きを
M inatecのブランド価値向上に向け集約するための体制作りに、大変な労力を要した。
・現在は、研究拠点としての信頼が高まり、M inatecというブランドの高さが外部資金の獲得を後押しするケースが見られるようになっている。
人員数 ・構成 職員数：内部998人、外部646人の計1644人（2006年）（参考：http：／／ww w－Ieti．ceaLfr／hom e／libIocal／docs／Rapport％20Activite％202006／07LETOO1－1550．RA％20Leti％202006％20UKppBD ．pdf）
運営資金・資金構成
・年間予算：1億9100万ユーロ（2005年）（参考 ：http：／／w ww －leti．cea．fr／horTle／Iiblocal／docs／Rapport％20A ctivite％202006／07LETOO1－1550．RA％20Leti％202006％20UKppBD．pdf）
・予算の2／3は民間や公的機関とのコントラクト、残りの1／3が政府からの資金となっている。
・特徴的なポイントとして、C EA のスピンオフ企業からのコントラクトやライセンス収入が主要資金の一つとなっていることがあげられる。民間企業との1対1－2程度の共同研究に注力して
おり、収入の2／3以上を研究成果より得ている。
・コントラクトやライセンス収入に加え、これらのスピンオフ企業と連携して政府資金を獲得するケースなどもある。例えば、スピンオフ企業の一つであるソイテックとの最近のプロジェクトで
は、4千5百万ユーロの政府資金を獲得している。
・M inatecはCEA とグルノーブル工科大学が共同で創設した拠点であるが、運営資金の構成については、そのほとんどをCEA とLocalA uthorityからの提供資金が占める形となっている。
組織 ・マネジメントの特徴
・M inatecのCEA側の母体となっているC EA－G renobleには、基礎研究部門が所属している。基礎研究を対象とする部門でありながら、「産業界との関係が深い」という大きな特徴を持って
いる。
・C EA －G renobleの予算の2／3をコントラクトが占めることからも分かるように、外部機関との積極的な連携を図っている。
・また、所属研究者による会社設立の動きも支援しており、研究者が会社設立に参加した後、4年以内であれば、事業の成否に関わらず、CEA に復帰できる形を取っている。研究者にとっ
て起業に失敗した場合のリスクヘッジが図れるので、会社設立への参画を促進する効果を上げている。
・ゲル ノー ブルにはハイテク企業が集積しているが、これらの多くはC EA からスピンオフした企業である。代表として、STマイクロエレクトロニクスやソイテックなどが挙げられる。
・M inatecでは、企業とCEA やゲルノーブル工科大学が連携した活動が展開されている。産業界にとってM inatecは、研究開発に必要な様 々な要件（研究連携、人材育成など）を一箇所で
満たすことのできる“非常に効率的な場”となっている。
・こうした産業界との強い結び付きは、2006年のM inatec設立が直接もたらしたものではなく、設立母体であるC EA が過去40年以上に渡り継続的に構築・拡大してきた産業界との良好な
ネットワークを基盤としている。M inatecは、産業界とのネットワークを一層強化するための仕組みとして導入された。
・実際に、M inatecを創設したことにより、参画したゲル ノー ブル工科大学への産業界の関心が高まり、学生にとっての魅力も増すなどの大きな効果がもたらされた。結果として、グルノーブ
ル工科大学における産業界との連携、最先端研究などの動きが活発化している。
拠点創出のトリガーとなった
・M inatecのビジョンは、当時、CEA－Letiのディレクターだったジーン・テルメが提示した。現在、ジーン・テルメは、CEA－G renobleとC EA のTeChnologicalResearch D ivisionのディレクターを
兼務している。
ビジョナリーリーダー／研究 ・M inatecのビジョンを提示した当時は、C EA－Letiの研究者が減少していた。ジーン・テルメは、こうした状況を巻き返すために、「産業界にとって魅力的な仕組みやプロジェクトを生み出し、
リー ダーの存在 拠点としての魅力を高める」ことが必要であると判断した。
・ジーン・テルメは1997年～1998年にかけて、C EA －Letiを活性化し、拠点としての魅力を高める方策として、「M inatecという新たな研究拠点構想」を割り出した。
トップクラス人材が集まる理由
・M inateCは、あくまで、世界トップクラスの研究拠点であることを示すブランドとしての位置付けであり、M inatecという組織の下で、研究活動のための実務が推進されているわけではない。
・つまり、人材採用などの個 々の実務については、CEAとゲル ノー ブル工科大学が、それぞれ独 自の活動を展開している。
アニュアルレポート 2006年アニュアルレポート（http：／／ww w－leti．cea．fr／hom e／liblocaI／docs／Rapport％20Activite％202006／07LETOO1－1550．RA％20Leti％202006％20UKppBD ．pdf）
調査対象拠点
Depar・tm entOflnform ation and Engineering Sciences and Technologies
／DepartrTlent OfEnvironm entalSciences and Sustainable Developm ent
CN RS
＜対象拠点の分野＞ 情報通信／環境・エネルギー
＜インタビュー対象者＞ Dr．peerre Gui”on，D irector／Dr．Bernard Delay．D irector
設立年 1939年政府令により設立。（参考 ：http：／／w ww 2．cnrs．fr／en／8．htm ）
人員数・構成 研究者教11．700人、技術者14，400人（2006年）（参考 ：http：／／vvww 2．cnrs．fr／sites／en／fichier／ra＿2005＿gb」〃eb．pdf）
外部コミュニティとの連携
・科学者たちとの交流やコラボレーションを通して、最大限の成果をあげることがCN RSの主な目的のひとつである。よって、世界の舞台でより競争力を持てるように、研究所では国外の研
究チームと共同で研究を行うことを奨励している。国際的な連携の手始めとして、CN RSはM ax－P lanck－Gese”schaftのようなヨーロッパの研究機関との連携とっている。
・EU の枠を超え、日本や中国、インドといった国とも研究を行っている。アジアの国と科学的な連携を拡大することと断言している。
（参考：http：／／w ww 2．cnrs．fr／sites／en／fichier／ra＿2005＿gb＿Web．pdf）
アニュアルレポート 2005年アニュアルレポート（http：／／w ww 2．cnrs．fr／sites／en／fichier／ra＿2005＿gb＿W eb．pdf）
調査対象拠点 CN RS－CR HEA
＜対象拠点の分野＞ ナノテク・材料
＜インタビュー対象者＞ Dr．Jean－Yves Duboz．Director
設立年 1980年代にソーラーセル研究所として創設。
運営資金・資金構成 ・研究費は約140万ユーロ／年となっている。・資金の約50％が産業界やEU、フランス政府などのコントラクトによる外部資金になる。
組織・マネジメントの特徴 小規模な拠点として研究対象を絞込み、特定分野に研究資源を集中して投資する戦略が、独自の強みを生み出している。
機関評価のシステム 4年毎にラボレベルでの評価が行われる。「評価コミッティー」が対象ラボの評価に2日間の時間を割く。
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資料4
委員名簿（敬称略）
「世界トップクラスの研究拠点調査」検討委員会
座長　山口　栄一　　同志社大学大学院ビジネス研究科教授　（イノベーション全般）
北澤　宏一　　科学技術振興機構　理事長　（ナノテクノロジー・材料分野）
角南　篤　　　政策研究大学院大学　准教授　（イノベーション全般）
小原　雄治　　国立遺伝学研究所　所長・教授　（ライフサイエンス分野）
土居　範久　　中央大学理工学部　情報工学科教授　（情報通信技術分野）
戸塚　洋二　　日本学術振興会学術システム研究センター長　（基礎科学／素粒子
物理）
西岡　秀三　　独立行政法人　国立環境研究所　参与　（環境分野）
（なお平成18年度検討委員会座長の　後藤　晃　政策研究大学院大学　客員教授は、平成
19年度はオブザーバとして検討委員会に出席）
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本件に係る調査実施体制及び参加者一覧
本報告書は、平成19年度に実施した「欧州の世界トップクラスの研究拠点調査」の調査
結果を取りまとめたものである。
調査の全体的な運営については科学技術政策研究所が担当し、欧州現地調査業務に関し
ては科学技術政策研究所、及び委託先である株式会社　日本総合研究所が実施した。なお、
調査にあたっては、多くの有識者の方々の御協力を得ている。ここに、ご協力を頂いた方々
に対して、厚く御礼申し上げる。本調査の実施体制は以下のとおりである。
（平成20年3月31日現在）
科学技術政策研究所
永田　晃也　　第2研究グループ客員総括主任研究官　（全体統括）
上野　彰　　　第2研究グループ主任研究官　（現地調査／分析）
長谷川　光一　第2研究グループ研究員　（現地調査／分析）
大西　宏一郎　第2研究グループ研究員　（現地調査／分析）
細坪　護挙　　第2研究グループ研究官　（分析）
篠崎　香織　　第2研究グループ客員研究官　（分析）
福島　真人　　第2研究グループ客員研究官　（分析）
細野　光章　　第2研究グループ客員研究官　（現地調査／分析）
奥原　由枝　　第2研究グループ事務補助員　（調査補助　※H19年12月まで）
鈴木　敏子　　第2研究グループ事務補助員　（調査補助　※H20年1月～3月）
株式会社　日本総合研究所
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金子　直哉　創発戦略センター上席主任研究員
武藤　一浩　創発戦略センター主任研究員
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